




はじめに

アジア諸国の急速な経済成長に伴い、世界の航空貨物輸送もアジアを中心に大きく伸

びています。本研究会では、航空貨物に精通した 6名の講師をお招きし、それぞれの立

場から航空貨物の今後の展望についてご講演いただきました。

研究会の主査に竹林幹雄氏（神戸大学大学院教授）にご就任いただき、越境Ｅコマー

スへの対応や、新たな成長が見込まれる ASEAN 経済共同体をはじめとした新興国市場

に対応した空港についてご示唆をいただきました。

本報告書は、2017 年度研究会活動で得られた知見を体系的に編纂してとりまとめた

ものです。

第 1章では、アジアを中心に航空貨物輸送の現状を整理し、世界に占めるアジア市場

の急成長を再確認ました。アジアにおける航空貨物の近年の増加傾向は、欧米系インテ

グレーター※のアジア進出を促進しています。中国国内でも新興のインテグレーターが

台頭しています。

第 2章では、アジアの旺盛な航空貨物増加の一因である越境 Eコマースと、ASEAN

経済共同体をはじめとした新興国の航空貨物取り込みを目指したわが国の空港の対応を

検討し、今後の研究課題を整理しました。

巻末資料として、研究会でご講演いただきました 6名の先生方のご講演内容を講演抄

録として掲載しました。

本報告書が、わが国における空港の航空貨物輸送の機能向上、わが国の経済活性化の

一助になれば幸甚です。

※ インテグレーター（Integrator）：国際航空貨物輸送において、貨物の集配を含め幹線輸送と自ら一貫して行う物
流事業者のことで、航空会社とフォワーダー両方の機能を併せ持つ運送会社のこと。
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1.　アジアを中心とした航空貨物輸送の現状
1.1　国際航空貨物輸送の概要

（1）航空貨物輸送とは

①世界の貿易に占める航空貨物のシェア

国際貿易では、国と国の間でのモノの輸送が発生する。その輸送手段には、陸上、海上（河川）、

航空、パイプライン等があるが、相手国が陸続きでない場合や遠方の場合は、海上と航空が主要な

輸送手段となる。

世界の貿易に占める航空貨物のシェアは、図 1.1.1 に示すように量ベースでは 1％にも満たない

が、金額ベースでは 35％（150 億米ドル /日）を占めており、航空貨物輸送は価値の高いモノの

国際間輸送を担っていることが分かる。

－1－ 

 

 

 
 
資料：「Value of Air Cargo Connectivity」（2017 年、IATA（国際航空運送協会）） 

図 1.1.1 世界の貿易に占める航空貨物のシェア 
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資料：資料：第 1 回研究会池上寛氏講演資料 

図 1.1.2 世界全体の航空貨物取扱量の推移（2000～2016 年） 

 

図 1.1.1　世界の貿易に占める航空貨物のシェア

②航空貨物の発生要因

①に示したように、貨物の輸送手段は様々なものがあり、貨物の特性と輸送手段の特徴により使

い分けられている。

航空貨物輸送の特徴は最も輸送速度が速い輸送手段であるということである。木下達雄氏（1999）

は、このような航空貨物輸送の特徴から、航空貨物の主たる発生要因を表1.1.1 のように整理してい

る。第1回研究会講師の日本貿易振興機構アジア経済研究所の池上寬氏は、例えば最も輸送速度が

速い輸送手段であるという特徴を活かした「クレーム、納期遅れなどをカバーし、早急に顧客の要望

にこたえなければならない場合」の事例として、2015年のアメリカ港湾労働争議に対応するために、

あるファストフードチェーンが冷凍フライドポテトを急遽航空貨物輸送したことを挙げている。
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表 1.1.1　航空貨物の発生要因

①陸上輸送が物理的に困難

②高価格商品で運賃負担能力があるもの

③クレーム、納期遅れなどをカバーし、早急に顧客の要望にこたえなければならない場合

④商品価値、コストの関連で時間の要素が重要視される場合

⑤商品の性質から振動、衝撃などの取扱いを避ける場合

⑥急激な需要の伸びで供給が追いつかない場合

⑦各種部品や商品の継続的補給が必要な場合

⑧国際分業での工程間生産物流の手段として使用する場合

　資料：「国際航空貨物運送の理論と実際」（1999 年、木下達雄）

③航空輸送のメリット

池上氏は、他の輸送手段と比較しての航空輸送のメリットを表 1.1.2 のように整理している。但

し、その国の状況によっては必ずしもこのメリットを享受できる訳ではないとのことである。

グローバルな生産体制を築いている企業はこのようなメリットを活かしてジャストインタイムや

サプライチェーン・マネジメントなどの高度な物流体制を構築している。従って国際分業が更に進

展しているアジアでは、国際航空貨物輸送の重要性がますます高まっているといえる。

表 1.1.2　航空輸送のメリット

①在庫コストの削減：短時間での輸送が可能

②競争力の保持と市場の拡大：高速性を活かして顧客の確保

③梱包包装費と流通費の節減：航空輸送は運送中の安全度が高いため、最小限の包装で輸送

可能

④事故率の低下と危険負担の減少：他の輸送方法に比べ、損傷、紛失、盗難などの事故に遭

う確率が低く、保険料も安い

資料：第 1 回研究会池上寛氏講演資料

（2）国際航空貨物輸送の概況

①世界全体の航空貨物扱量の概況

ICAO（International Civil Aviation Organization：国際民間航空機関）の航空貨物取扱量データ

を図1.1.2に示す。これによると世界全体の航空貨物扱量は2000年以降基本的に増加傾向にある。

この 16年間の国内航空貨物増加が約 700 万トンに対し、国際航空貨物増加は約 1500 万トンと倍

以上であり、航空貨物取扱量の増加は国際航空貨物の増加によるものである。
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図 1.1.2　世界全体の航空貨物取扱量の推移（2000 〜 2016 年）

②地域別航空貨物取扱量（トンベース※）・輸送量（トンキロベース※）の概況

IATA（International Air Transport Association：国際航空運送協会）の地域別航空貨物取扱量デー

タを表 1.1.3 に示す。これによると、アジア太平洋地域の取扱量が圧倒的に多い。次いで多い地域

はヨーロッパ地域（2009 年除く）であるがアジア太平洋地域の約 60％に過ぎない。

同じく IATA の主要地域間の航空貨物データを表 1.1.4 に示す。これによるとアジア地域全体

の航空貨物輸送量（トンキロベース）は 2000 年から 2015 年の 15 年間で倍増している。また、

全体の 60％以上はアジア地域が関係する輸送であり、この 15 年間で約 508 億トンキロから約

1085 億キロトンと倍増している。

一方、地域間の航空貨物取扱量（トンベース）は、2000 年時点では北アメリカ＝ヨーロッパ（北

大西洋）地域が最大であったが、アジア地域内における貨物取扱の急増により、2005 年以降逆転

している。

 

※ トンベース・トンキロベース：貨物の輸送活動をとらえる指標として、輸送トン数（トンベース）と輸送トンキロ（トンキロベー
ス）とがある。輸送トン数は、単に輸送した貨物の重量（トン）の合計であり、生産活動としての貨物の発生量は把握できるが、
輸送距離の概念を含んでいないため、必ずしも輸送活動の総量を表すものとはいえない。輸送トンキロは、輸送した貨物の
重量（トン）にそれぞれの貨物の輸送距離（キロ）を乗じたものであるので、経済活動としての輸送をより適確に表わす指
標となる。

－1－ 
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図 1.1.2 世界全体の航空貨物取扱量の推移（2000～2016 年） 
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表 1.1.3　地域別航空貨物取扱量（2000 〜 2015 年）

 

 

－2－ 

 

表 1.1.3 地域別航空貨物取扱量（2000～2015 年） 

 

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
アジア太平洋地域 1099.0 1160.0 1220.0 1145.2 1020.3 1261.4
ヨーロッパ地域 629.2 664.9 669.3 658.9 514.6 570.1
北米地域 565.5 603.7 622.2 601.9 518.6 502.1
中東地域 228.9 249.8 350.8 310.9 358.9 376.3
ラテンアメリカ地域 65.0 62.8 65.3 79.9 69.2 96.2
アフリカ地域 39.7 45.3 32.8 37.0 37.6 61.6

（単位：万トン）

（単位：万トン）
2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

アジア太平洋地域 1186.7 1219.0 1226.1 1297.3 1310.3
ヨーロッパ地域 647.1 698.8 732.0 789.3 775.1
北米地域 495.7 527.6 524.2 567.8 565.0
中東地域 395.7 453.6 490.6 530.2 589.0
ラテンアメリカ地域 102.4 110.9 114.8 133.2 133.5
アフリカ地域 62.2 65.4 65.4 73.8 72.6
（出所）　IATA（各年版）"World Air Transport Statistics"より筆者再計算。

（注）　IATA加盟航空会社の提出資料であり，データ捕捉率は90%未満。  
 
資料：第 1 回研究会池上寛氏講演資料 

 

 表 1.1.4　主要地域間の航空貨物 

 

－3－ 

 

表 1.1.4 主要地域間の航空貨物 

 

2000年 2005年 2010年 2015年
<航空貨物輸送量>（億トンキロメートル）

アジア域内 68.1 137.8 139.3 177.4
アジア=北米地域
（北中太平洋）

177.3 309.4 280.7 383.2

アジア=ヨーロッパ地域 218.6 300.0 294.7 259.9
アジア=中東 16.7 37.0 61.7 111.0
アジア=南西太平洋 27.0 39.5 40.9 53.3

アジア：小計 507.7 823.7 817.3 1084.8
北アメリカ=ヨーロッパ（北大西洋） 183.1 178.5 165.0 181.5
ヨーロッパ域内 24.1 25.1 10.8 30.2
北アメリカ域内 3.9 2.8 7.9 -
国際航空貨物：全体 903.3 1235.0 1309.5 1805.2
アジアが占める割合（%） 56.2% 66.7% 62.4% 60.1%

2000年 2005年 2010年
<航空貨物取扱量>（万トン）

アジア域内 210.4 586.6 584.0
アジア=北米地域
（北中太平洋）

225.9 459.9 296.4

アジア=ヨーロッパ地域 253 345.1 355.9
アジア=中東 31.8 83 136.9
アジア=南西太平洋 44.1 54.6 58.0

アジア：小計 765.2 1,529.2 1,431.2
北アメリカ=ヨーロッパ（北大西洋） 276.4 294.1 282
ヨーロッパ域内 141.4 216.3 77.8
北アメリカ域内 31.7 20.5 21.7
国際航空貨物：全体 1,546.2 2,449.9 2,531.9
アジアが占める割合（%） 49.5% 62.4% 56.5%

　　航空貨物取扱量の2015年値は不明。

（出所）　表3に同じ。

（注）　IATA加盟航空会社の提出資料であり，データ捕捉率は90%未満。

　　アジアと他地域の輸送の場合，両地域から輸送された貨物輸送量の合計を示す。

資料：第 1 回研究会池上寛氏講演資料 
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③国別航空貨物輸送量の概況

ICAO の国別航空貨物輸送量データ（トンキロベース）を表 1.1.5 に示す。これによると 2016

年の国際航空輸送と国内航空輸送を合わせた航空貨物輸送量第 1位はアメリカ、第 2位は中国、

第 3位はアラブ首長国連邦である。以下、第 4位韓国、第 5位日本、第 9位シンガポールとアジ

ア諸国が上位にランクインしている。

国際航空輸送に絞っても第 1位はアメリカであり、第 2位はアラブ首長国連邦、第 3位は中国

である。以下、アジア諸国では韓国が第 4位、日本が第 6位、シンガポールが第 9位にランクイ

ンしている。なお、香港・マカオを加えると中国が世界第 1位となる。

このように国別の航空貨物輸送量からみても現在の国際航空貨物輸送はアジア地域を中心に展開

されていると言える。

1.1.5　国別航空貨物輸送量（2016 年、百万トンキロ）

 

－9－ 

 

表 2.2.1 国別航空貨物輸送量（2016 年、百万トンキロ） 

 

資料：ICAO, Annual Report 2016

 
資料：第 3 回研究会林克彦氏講演資料 
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資料：第 3 回研究会林克彦氏講演資料 

図 2.2.3 世界の空港貨物取扱量ランキング（2015 年、トン） 
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④空港別貨物取扱量の概況

IATA のデータに基づく国際航空貨物取扱上位 10空港の変遷を表 1.1.6 に示す。これによると東

アジアの諸空港（香港、仁川、上海浦東、成田、台湾桃園）が上位にランクインしていること、近

年中東のドバイ空港が大きく伸びていることが分かる。

表 1.1.6　国際航空貨物取扱上位 10 空港の変遷

 

－4－ 

 

 

 
資料：第 1 回研究会池上寛氏講演資料 

図 2.1.3 アジア地域の主要空港 

 

 

表 2.1.5 国際航空貨物取扱上位 10 空港の変遷 

 
順

位 空港名 取扱量 空港名 取扱量 空港名 取扱量
1 香港（中国） 340.2 香港 413.1 香港 452.1
2 成田（日本） 223.3 仁川 263.4 仁川 260.3
3 仁川（韓国） 212.0 上海浦東 234.3 ドバイ 259.2
4 アンカレジ（米国） 197.6 ドバイ（UAE） 218.3 上海浦東 252.9
5 フランクフルト（ドイツ） 183.6 フランクフルト 214.9 成田 208.3
6 シンガポール（シンガポール） 183.4 パリ 214.2 台湾桃園 208.1
7 台湾中正（台湾） 169.2 成田 212.6 フランクフルト 198.6
8 パリ（フランス） 168.7 シンガポール 181.4 シンガポール 197.0
9 上海浦東（中国） 160.2 アンカレジ 178.7 パリ 191.2

10 アムステルダム（オランダ） 145.0 台湾桃園 175.3 アンカレジ 186.3
（出所）IATA（各年版） "Worldwide Airport Traffic Statistics". ただし，2016年値は台湾交通部ウェブサイト。

              なお，両資料とも原資料はACI(各年版）”Annual World Airport Traffic Report。
（注）　台湾中正は2006年台湾桃園国際空港に名称変更。

2005年 2010年 2016年（速報値）

 
資料：第 1 回研究会池上寛氏講演資料 

図 2.1.3 アジア地域の主要空港 

 
ACI（Airports Council International：国際空港評議会）も同様に空港別貨物取扱量のランキング

を出している。表 1.1.7 によるとアジアの空港は香港空港（第 1位）、上海浦東空港（第 3位）、仁

川空港（第 4位）、成田空港（第 8位）、台湾桃園空港（第 11位）、シンガポール空港（第 13位）、

北京空港（第 15位）、広州白雲空港（第 18位）がランクインしている。

表 1.1.7　国際航空貨物取扱上位 20 空港（2016 年）

 

国際＋国内国際

空港貨物取扱（2016年）

出典：ACI

国際：世界第2位
国際＋国内：世界第4位

資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料
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同じく ACI の空港別貨物取扱量データの経年推移を図 1.1.3 に示す。これによると、香港空港、

メンフィス空港、上海空港、ドバイ空港の取扱量が急増していることが分かる。また、仁川空港、

アンカレッジ空港、ルイビル空港は成長しているが、成田空港、パリ空港、フランクフルト空港は

停滞しているようにみえる。

いずれにしろ、世界的に見てもアジアの諸空港が国際航空貨物の主役であると言える。
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国際＋国内国際

出典：ACI

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

 

 

 

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

図 ●●●● 

 

図 1.1.3　空港別貨物取扱量の推移

 

－4－ 

 

 

 
資料：第 1 回研究会池上寛氏講演資料 

図 2.1.3 アジア地域の主要空港 

 

 

表 2.1.5 国際航空貨物取扱上位 10 空港の変遷 

 
順

位 空港名 取扱量 空港名 取扱量 空港名 取扱量
1 香港（中国） 340.2 香港 413.1 香港 452.1
2 成田（日本） 223.3 仁川 263.4 仁川 260.3
3 仁川（韓国） 212.0 上海浦東 234.3 ドバイ 259.2
4 アンカレジ（米国） 197.6 ドバイ（UAE） 218.3 上海浦東 252.9
5 フランクフルト（ドイツ） 183.6 フランクフルト 214.9 成田 208.3
6 シンガポール（シンガポール） 183.4 パリ 214.2 台湾桃園 208.1
7 台湾中正（台湾） 169.2 成田 212.6 フランクフルト 198.6
8 パリ（フランス） 168.7 シンガポール 181.4 シンガポール 197.0
9 上海浦東（中国） 160.2 アンカレジ 178.7 パリ 191.2

10 アムステルダム（オランダ） 145.0 台湾桃園 175.3 アンカレジ 186.3
（出所）IATA（各年版） "Worldwide Airport Traffic Statistics". ただし，2016年値は台湾交通部ウェブサイト。

              なお，両資料とも原資料はACI(各年版）”Annual World Airport Traffic Report。
（注）　台湾中正は2006年台湾桃園国際空港に名称変更。

2005年 2010年 2016年（速報値）

 
資料：第 1 回研究会池上寛氏講演資料 

図 2.1.3 アジア地域の主要空港 

 

図 1.1.4　アジア地域の主要空港
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④航空会社別貨物取扱の概況

IATA の航空会社別の貨物取扱量（トンキロベース）データを表 1.1.8 に示す。これによると

2016 年の国際航空輸送と国内航空輸送を合わせた航空貨物輸送量第 1位はフェデラルエクスプレ

ス、第 2位はエミレーツ航空、第 3位は UPS である。アジア勢ではキャセイパシフィック航空が

第 4位、大韓航空が第 6位、シンガポール航空が第 9位、中国国際航空が第 10 位にランクイン

している。日本の全日本空輸は第 16位である。

国際航空輸送に絞ると第 1位はエミレーツ航空であり、第 2位はキャセイパシフィック航空、

第 3位はカタールである。以下、アジア勢では大韓航空が第 4位、シンガポール航空が第 9位、チャ

イナエアラインが第 10位にランクインしている。日本の全日本空輸は第 16位である。

表 1.1.8　航空会社別貨物取扱量（2016 年）

 

航空会社貨物取扱（2016年）

出典：日刊
カーゴ（元
データIATA，
2016年）

国際＋国内

国際

国際

航空統計要覧を基に第 3回研究会講師の東京海洋大学の渡部大輔氏が作成した主要航空会社の

フレーター率※を図 1.1.5 に示す。渡部氏によると近年各社ともフレーター（貨物専用機）を手放し、

旅客機の貨物スペース（ベリー）での輸送が増えているとのことだが、韓国系航空会社（大韓航空、

アシアナ航空）はフレーター率が高いという特徴があるとのことである。なお、インテグレーター

であるフェデラルエクスプレスは貨物専業であるためフレーター率は 100％となっている。

※ フレーター率：ここでは各航空会社が輸送した総貨物有償トンキロに占めるフレーター（貨物専用機）により輸送された貨
物有償トンキロの割合として定義する。

資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料
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資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

図 ●●●● 

 

 

 

資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料　　　　　　　　　　　　

図 1.1.5　主要航空会社のフレーター率
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（3）グローバル・バリューチェーンへの対応

①グローバル・バリューチェーンの概要

IATA は 2016 年に発表した「Value of Air Cargo： Air Transport and Global Value Chains」の中で、

グローバル・バリューチェーン（GVC ： Global Value Chains）の重要性を説いている。

猪俣哲史氏（2017）によるとグローバル・バリューチェーンとは図 1.1.6 に示すように「価値

分配のグローバル・ゲームとして見た生産・消費のネットワーク」のことであり、生産工程の中で

生まれた価値の流れに注目するものである。
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資料：「グローバル・バリューチェーンとは」（2017 年、猪俣哲史） 

図 2.1.4 グローバル・バリューチェーン 

 

 

表 2.1.6 Air Trade Facilitation Index : ATFI の説明 

 

 
 
資料：第 2 回研究会花岡伸也氏講演資料 

 

図 1.1.6　グローバル・バリューチェーン

第 2回研究会講師の東京工業大学の花岡伸也氏によると、アップル社でデザインされて中国で

組み立てられた iPhone の利益構造を見ると、利益の約 6割近くアップル社に行っており、世界最

大の iPhone 生産・輸出国である中国企業の利益はほとんどないとのことである。これを付加価値

の視点から把握するのがグローバル・バリューチェーンの見方である。

これまで、貿易、特に製造業では輸出額が経済成長の代表的指標とされてきたが、グローバル・

バリューチェーンの見方に立つと、ある国の財・サービスの総輸出額シェアの大きさとその国が獲

得する付加価値の大きさは必ずしも連動しないこととなる。
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②航空貿易円滑化指標（ATFI）と電子化状況指標（EEFI）

IATAは「Value of Air Cargo： Air Transport and Global Value Chains」の中で航空貨物輸送について

グローバル・バリューチェーンを念頭に2つの評価指標を提示している。花岡氏によると、IATAの

ような機関がこのような指標を提示することは初めてとのことである。

評価指標の1つは表1.1.9に示すATFI（Air Trade Facilitation Index）であり、航空貿易の円滑化に

関する指標である。これは例えば協定で定められた通関手続きのシングルウインドー化などの円滑

化協定等の適用状況を示すものである。IATAの評価によると表1.1.10に示すように日本のATFI は

94.15％で世界第8位、上位諸国とそれほど遜色がない状況である。

表 1.1.9　Air Trade Facilitation Index ： ATFI の説明
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資料：「グローバル・バリューチェーンとは」（2017 年、猪俣哲史） 

図 2.1.4 グローバル・バリューチェーン 

 

 

表 2.1.6 Air Trade Facilitation Index : ATFI の説明 

 

 
 
資料：第 2 回研究会花岡伸也氏講演資料 

 
表 1.1.10　ATFI 上位 10 カ国
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表 2.1.7 ATFI 上位 10 カ国 

 

 
 
資料：第 2 回研究会花岡伸也氏講演資料 

 

 

表 2.1.8 eFreight Friendliness Index : EEFI の説明 

 

 
 
資料：第 2 回研究会花岡伸也氏講演資料 
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もう 1つの評価指標は表 1.1.11 に示す EEFI（eFreight Friendliness Index）であり、電子化状況

の指標である。これは航空運送状（AWB）の電子化や IATA が提唱するドキュメント等の電子化の

対応状況を示すものである。IATA の評価によると表 1.1.12 に示すように日本の EEFI は 33.70％

で世界第 23位とかなり立ち遅れている一方で同じアジア地域の香港、シンガポール、韓国は上位

にランクされている。花岡氏は今後 eAWA化が急速に進展すると考えており、世界の航空貨物の

中心であるアジア地域に位置する日本も早急なキャッチアップが必要である。

表 1.1.11　eFreight Friendliness Index ： EEFI の説明
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表 2.1.7 ATFI 上位 10 カ国 

 

 
 
資料：第 2 回研究会花岡伸也氏講演資料 

 

 

表 2.1.8 eFreight Friendliness Index : EEFI の説明 

 

 
 
資料：第 2 回研究会花岡伸也氏講演資料 

 表 1.1.12　 EEFI 上位 10 カ国
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表 2.1.7 ATFI 上位 10 カ国 

 

 
 
資料：第 2 回研究会花岡伸也氏講演資料 
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資料：第 3 回研究会林克彦氏講演資料 

図 2.2.1 中国民間航空貨物輸送量（中国航空会社による国際・国内輸送量）の推移 
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1.2　アジア各国における航空貨物輸送の特徴

（1）中国の特徴

中国経済は 2010 年頃、高度成長期から中高度成長期へ移行し、航空貨物輸送量も停滞したが、

2014 年以降、航空貨物輸送量は再び急増している。第 3回研究会講師の流通経済大学の林克彦氏

はこれをネット通販（Eコマース）ブームの影響と推測している。

中国民間航空貨物輸送量は、図 1.2.1 に示すように長期的に見て右肩上がりで増加している。図

1.2.2 に示すようにこの傾向は国内・国際ともに同様である。また、図 1.2.3（トンベース）によ

ると広大な国土を反映し、国内輸送のシェアが大きいことも特徴である。
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表 2.1.7 ATFI 上位 10 カ国 

 

 
 
資料：第 2 回研究会花岡伸也氏講演資料 
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資料：第 3 回研究会林克彦氏講演資料 

図 2.2.1 中国民間航空貨物輸送量（中国航空会社による国際・国内輸送量）の推移 

 

図 1.2.1　中国民間航空貨物輸送量（中国航空会社による国際・国内輸送量）の推移
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図 2.2.2 国際・国内別民間航空貨物輸送量（億トンキロ） 
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図 2.2.3 国際・国内別民間航空貨物輸送量（万トン） 

 

 

図 1.2.2　国際・国内別民間航空貨物輸送量（億トンキロ）
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図 2.2.2 国際・国内別民間航空貨物輸送量（億トンキロ） 
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図 2.2.3 国際・国内別民間航空貨物輸送量（万トン） 

 

 

図 1.2.3　国際・国内別民間航空貨物輸送量（万トン）

前掲（表 1.1.5）の国別航空貨物輸送量（2016 年）に示すように中国の国際航空貨物輸送量（ト

ンキロベース）は世界第 3位であるが香港を含めれば世界第 1位である。また国内・国際を合わ

せた航空貨物輸送量（トンキロベース）はアメリカに次ぐ世界第 2位であり、中国は世界の航空

貨物市場の約 1割を占める航空貨物大国である。

図1.2.4に示すACIの世界の空港貨物取扱量ランキング（トンベース）を見ても上位20空港に赤で示す

4空港（香港：1位、上海浦東：3位、北京：13位、広州白雲：19位）がランクインしている。
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表 2.2.1 国別航空貨物輸送量（2016 年、百万トンキロ） 

 

資料：ICAO, Annual Report 2016

 
資料：第 3 回研究会林克彦氏講演資料 
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図 2.2.3 世界の空港貨物取扱量ランキング（2015 年、トン） 

 

図 1.2.4　世界の空港貨物取扱量ランキング（2015 年、トン）
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このような旺盛な航空貨物需要に対応し、中国における民間航空貨物市場も急拡大しており、林

氏の整理によると 2016 年末時点で国有 44 社、民営 15 社の計 59 社の航空会社が航空貨物市場

に参入しており、うち 8社が航空貨物専業である。貨物輸送シェアは図 1.2.5 に示すように中航集

団（中国国際航空・中国国際貨運航空）、南航集団（中国南方航空・南方航空貨物運送）、東航集団（中

国東方航空・中国貨運航空）の 3大集団が約 74％を占める。一方、これらの集団に属さない航空

会社も急成長しており、2015 年から 2016 年にかけて 19.6％も成長している。これは航空貨物専

業社の成長に寄るところが大きい。順豊航空はそのような急成長を遂げた航空貨物専業の 1つで

あり、宅配便会社が 2009 年に設立した急送専門航空会社である。

 

資料：民航行业发展统计公报

中航集団
29%

南航集団
24%

東航集団
21%

海航集団
12%

その他
14%

航空集団公司別貨物輸送量
（2016年、国内＋国際、
トンベース）

急拡⼤する中国⺠間航空貨物市場

• 59航空会社（2016年末）
• 国有44社、⺠営15社
• うち航空貨物専業8社

•貨物輸送シェア
• 3⼤集団への集中（74％）
• 海航集団含め86％シェア

•その他企業の急成⻑
• 対前年成⻑率19.6％
• 貨物専門企業の成⻑

図 1.2.5　航空集団公司別貨物輸送量（2016 年、国内＋国際、トンベース）

 資料：第 3 回研究会林克彦氏講演資料
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http://www.sf‐airlines.com/sfa/zh/article_1228.html

• 2009年設立
•急送専門航空会社として急
成⻑

•保有機 計36機
• B767‐300BCF 4機
• B757‐200F 16機
• B737‐300F 13機
• B737‐400F 3機

•航空路線
• 深圳、上海、北京中心に36
路線

 

図 1.2.6 順豊航空の概要 

資料：第 3 回研究会林克彦氏講演資料 

 

林氏によると、中国ではネット通販の急成長により宅配事業者が急成長し、宅配ネットワーク

が整備されて中国全土で迅速なネットワークが求められるようになっている。前述のように中国

国内は非常に大きな航空市場であり、それをバックに中国版のインテグレーターが急成長してく

る可能性があるとのことである。 

 

図 1.2.6　順豊航空の概要

林氏によると、中国ではネット通販の急成長により宅配事業者が急成長し、宅配ネットワークが

整備されて中国全土で迅速なネットワークが求められるようになっている。前述のように中国国内

は非常に大きな航空市場であり、それをバックに中国版のインテグレーターが急成長してくる可能

性があるとのことである。

資料：第 3 回研究会林克彦氏講演資料
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（2）韓国の特徴

韓国における航空貨物輸送は国際線の方が圧倒的に多いことが特徴である。国際線貨物輸送量（ト

ンベース）は、図 1.2.7 に示すように、1980 年代後半から 1990 年代以降、急激に増加し、リーマン・

ショックやアジア通貨危機、SARS（Severe Acute Respiratory Syndrome：重症急性呼吸器症候群）

などで落ち込んだ時期もあるが基本的には増加傾向である。一方、国内線貨物輸送量は 2000 年以

降、急減している。第 3回研究会講師の東京海洋大学の渡部大輔氏によると 2002 年の韓国高速

鉄道（KTX）の開業に伴い、KTX 沿線主要都市空港を中心に国内線が撤退し、それに伴いベリー

スペースがなくなったために貨物が運べなくなり輸送量が激減したとのことである。

－10－ 
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国際線・国内線貨物取扱量（純貨物・手荷物・郵便物の合計）出典：韓国統計庁，韓国国土交通部 

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

図 2.2.4 韓国における航空貨物取扱量の推移 

 

図 1.2.7　韓国における航空貨物取扱量の推移

韓国の国際線貨物のほとんど（99.4％）は仁川空港で扱われている。仁川空港は首都圏の第 2

空港として、金浦空港の国際線機能を移転、拡張して 2001 年に開港した。都心からの距離は約

50km、海上にある 24時間運営空港で、滑走路 3本の本格的な貨物ハブ機能を有する空港である。

前掲（表 1.1.6）のように仁川空港の国際航空貨物取扱量は香港空港に次いで世界第 2位である。
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仁川空港の国際線貨物取扱量とトランジット率※の推移を図 1.2.8 に示す。これに示すように仁

川空港の取扱量の 4割はトランジット貨物でありトランジット率が高いことが特徴である。経年

的に見ると輸出入貨物の取扱量は基本的に増加しているが、トランジット貨物の取扱量は近年減少

傾向にある。渡部氏によるとこれは中国国内、東北部、山東省等の空港からの北米・欧州直行便が

増え、これらの貨物が仁川トランジットを使う必要がなくなったためとのことである。
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表 ●●●● 

 

国際線貨物取扱量（純貨物・手荷物・郵便物の合計）2016年

順位 区間 地域 重量（トン） 増減率

1 仁川 香港 東南アジア 286,793 5%

2 仁川 上海浦東 中国 235,617 5%

3 仁川 成田 日本 152,874 0%

4 仁川 フランクフルト 欧州 129,736 -1%

5 仁川 ハノイ 東南アジア 128,408 20%

6 仁川 ロサンゼルス アメリカ 122,439 -4%

7 仁川 バンコク 東南アジア 98,531 9%

8 仁川 広州 中国 97,547 ‐
9 仁川 シンガポール 東南アジア 94,033 9%

10 仁川 ニューヨーク アメリカ 86,959 -5%

 
 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

 

 

 

国際線貨物取扱量（純貨物・手荷物・郵便物の合計）2016年
 

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

図 ●●●● 

 

図 1.2.8　仁川空港の国際線貨物取扱量とトランジット率の推移

Sea and Air※も仁川空港の特徴の 1つである。渡部氏によると、中国の発展に伴い山東省を中心

に航空貨物の取り扱いが逼迫していたこと、図 1.2.9 に示すような仁川港の充実した国際フェリー

便（寄港地：天津、青島、煙台、威海等、寄港頻度：週 2〜 3便、所要時間：仁川〜青島間 16時間）

と仁川空港の国際航空ネットワークの活用でスピードと運賃面のメリットが高かったことから Sea 

and Air が利用されてきたとのことである。しかし、前述のトランジット同様、山東省等の空港か

らの北米・欧州直行便の増加の影響で図 1.2.10 に示すように 2011 年以降 Sea and Air の利用も減

少している。

 

※ トランジット率：ここでは総貨物取扱量（輸出入貨物取扱量＋トランジット貨物取扱量）に占めるトランジット貨物取扱量
の割合と定義している。

※ Sea and Air：海上輸送貨物を航空機に積み替えて輸送すること。又は反対に航空輸送貨物を船舶に積み替えて輸送すること。



− 19 −

－18－ 

 

 

出典：仁川国際空港公社（2015年）
 

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

図 ●●●● 

 

 

出典：仁川港湾公社（2015年）
 

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

図 ●●●● 
図 1.2.9　仁川空港の Sea & Air ネットワーク
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出典：仁川国際空港公社（2015年）
 

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 
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出典：仁川港湾公社（2015年）
 

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

図 ●●●● 

図 1.2.10　仁川空港の Sea & Air 貨物量
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仁川空港は、現在、第 3段階の拡張工事を進めている。渡部氏によると最終的な計画は、滑走

路 5本、年間貨物取扱量 1,000 万トン以上という壮大な計画であるとのことである。空港敷地内

にある貨物地区は、貨物上屋のある「貨物ターミナル地区」とフォワーダー倉庫や半導体等の付加

価値の高い製造工場やパーツセンターなどが立地している「空港物流団地」から構成され、それら

が隣接していることが大きな特徴である。貨物地区は FTZ（Free Trade Zone：自由貿易地域）に

指定され、関税や賃貸料免除の優遇措置がある。加えて、FTA（Free Trade Agreement：自由貿易

協定）による関税優遇もある。トランジット貨物誘致施策として、航空会社向けに新規就航フレー

ター着陸料低減、フォワーダー向けに空港団地の賃料低減などのインセンティブも用意されている。

第 3段階工事の貨物地区では、エクスプレス貨物※を中心とした整備を予定している。また、空港

乗入鉄道を活用して旅客用 KTX による医薬品の輸送や貨物専用高速列車（Cargo KTX）の運行な

どの構想もある。

また、渡部氏は、韓国の航空貨物政策の特徴として、このような空港における個別施策だけでな

く、国家的・中長期的な施策に基づいていることが挙げている。政策体系としては、5〜 10年間

のスパンの国家物流基本計画、航空政策基本計画とそれをブレークダウンした空港総合計画から構

成される。国家的観点でいうと空港総合計画では、選択と集中が徹底されており、需要予測を基に、

需要が見込まれる仁川空港に全投資額の 9割を投資して拠点空港の施設は拡充する一方、それ以

外への投資は最低限とするとともに、地方空港・小規模空港の移転・統合をドラスティックに進め

ている。また、図 1.2.11 に示すような電子通関システム UNI-PASS の整備など電子化にも積極的

に取り組んでいる。

※ エクスプレス貨物：ドア・ツー・ドアで輸送される貨物。宅配便。
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導入前 導入後

輸出通関 1日以上 2分

輸入通関 2日以上 2.5分

関税還付 3日以上 5.2時間

関税納付 4日以上 10時間

出典：韓国関税庁
 

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

図 ●●●● 
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出典：韓国関税庁
 

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

図 ●●●● 

 

図 1.2.11　電子通関システム UNI-PASS



− 22 −

（3）ASEAN の特徴

1.1（2）に示したように、今や世界の航空貨物輸送の中心はアジアである。第 4回研究会講師

の日本貿易振興機構アジア経済研究所の梅﨑創氏が ACI のデータを基に国別の航空貨物市場につ

いて寄与率を指標に整理した結果を表 1.2.1 に示す。これによるとベトナムが第 9位、インドネシ

アが第 11位、フィリピンが第 12位にランクインしており、ASEAN（Association of South ‐ East 

Asian Nations：東南アジア諸国連合）各国はまだまだ市場規模は小さいものの、10年間の累積で

見た寄与率は世界的にも高い水準にあることと言える。

表 1.2.1　国別航空貨物市場
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表 ●●●● 

 

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues. 

100万㌧ 順位 100万㌧ 順位 単独 累積
1 中国 5.90 2 15.09 2 2.56 37.0% 37.0%
2 UAE 2.07 8 4.46 6 2.16 9.6% 46.7%
3 フランス 0.66 22 2.54 10 3.86 7.6% 54.2%
4 インド 1.51 12 2.93 8 1.94 5.7% 60.0%
5 カタール 0.37 28 1.76 13 4.81 5.6% 65.6%
6 ドイツ 3.38 5 4.59 5 1.36 4.9% 70.5%
7 オーストラリア 0.00 1.10 21 405.46 4.4% 74.9%
8 ⾹港 3.61 4 4.62 4 1.28 4.1% 78.9%
9 ベトナム 0.33 1.12 20 3.38 3.2% 82.1%

10 トルコ 0.36 29 1.06 22 2.96 2.8% 84.9%
11 インドネシア 0.46 25 1.14 19 2.50 2.8% 87.7%
12 フィリピン 0.41 26 0.93 25 2.27 2.1% 89.8%
13 ロシア 0.32 0.83 28 2.59 2.1% 91.9%
14 サウジアラビア 0.47 24 0.93 26 1.96 1.8% 93.7%
15 台湾 1.78 10 2.22 11 1.25 1.8% 95.5%
16 ⽇本 5.28 3 5.62 3 1.06 1.4% 96.8%

85.47 110.28 1.29 100.0%

貨物 寄与率

世界計

2006 2016 倍率

 
 
資料：第 4 回研究会梅﨑創氏講演資料 

 

表 ●●●● 

 

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues. ラオスのみLao Statistical Bureau, Statistical 
Yearbook 2016.

2006-11 2011-16
アジア太平洋 2,761.4 100.0% 3,399.4 100.0% 4,343.5 100.0% 4.2% 5.0%
中国 589.8 21.4% 1,154.5 34.0% 1,508.9 34.7% 14.4% 5.5%
日本 528.1 19.1% 469.0 13.8% 561.9 12.9% -2.3% 3.7%
香港 361.0 13.1% 397.7 11.7% 461.5 10.6% 2.0% 3.0%
韓国 290.1 10.5% 291.1 8.6% 306.5 7.1% 0.1% 1.0%
インド 151.0 5.5% 226.7 6.7% 293.5 6.8% 8.5% 5.3%
台湾 177.6 6.4% 168.3 5.0% 221.6 5.1% -1.1% 5.7%
シンガポール 193.2 7.0% 189.9 5.6% 200.6 4.6% -0.3% 1.1%
タイ 123.9 4.5% 139.5 4.1% 147.0 3.4% 2.4% 1.0%
ベトナム 33.2 1.2% 25.9 0.8% 112.1 2.6% -4.9% 34.1%
インドネシア 45.7 1.7% 77.6 2.3% 114.1 2.6% 11.1% 8.0%
フィリピン 41.1 1.5% 41.0 1.2% 93.2 2.1% 0.0% 17.8%
マレーシア 107.1 3.9% 93.6 2.8% 90.9 2.1% -2.7% -0.6%
カンボジア 2.8 0.1% 2.0 0.1% 4.8 0.1% -6.9% 19.4%
ミャンマー na na 1.6 0.0% 3.6 0.1% na 21.6%
ラオス 0.07 0.003% 0.21 0.006% 0.31 0.007% 20.4% 7.9%
ブルネイ 2.2 0.1% 3.7 0.1% na na 11.1% na
その他 114.6 4.2% 117.1 3.4% 223.1 5.1% 0.4% 13.7%

航空貨物（万㌧） 年平均変化率
2006 2011 2016

 
資料：第 4 回研究会梅﨑創氏講演資料 
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同じく梅﨑氏が ACI のデータからアジア太平洋諸国の国別航空貨物市場の 3時点の推移を整理

したものを表 1.2.2 に示す。ラオスについては ACI の統計にはデータがないため、ラオスの統計か

ら追記している。2006 年から 2011 年にかけて、ASEAN諸国のうちラオス、インドネシア、ブル

ネイが高い伸びを示している。ラオスは、市場規模はまだまだ小さいものの伸び率は非常に高い。

2011 年以降は、こちらも市場規模はまだまだ小さいがベトナム、ミャンマー、フィリピン、カ

ンボジアの増加率が高い。

表 1.2.2　アジア太平洋諸国の国別航空貨物市場の推移

－21－ 

 

表 ●●●● 

 

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues. 

100万㌧ 順位 100万㌧ 順位 単独 累積
1 中国 5.90 2 15.09 2 2.56 37.0% 37.0%
2 UAE 2.07 8 4.46 6 2.16 9.6% 46.7%
3 フランス 0.66 22 2.54 10 3.86 7.6% 54.2%
4 インド 1.51 12 2.93 8 1.94 5.7% 60.0%
5 カタール 0.37 28 1.76 13 4.81 5.6% 65.6%
6 ドイツ 3.38 5 4.59 5 1.36 4.9% 70.5%
7 オーストラリア 0.00 1.10 21 405.46 4.4% 74.9%
8 ⾹港 3.61 4 4.62 4 1.28 4.1% 78.9%
9 ベトナム 0.33 1.12 20 3.38 3.2% 82.1%

10 トルコ 0.36 29 1.06 22 2.96 2.8% 84.9%
11 インドネシア 0.46 25 1.14 19 2.50 2.8% 87.7%
12 フィリピン 0.41 26 0.93 25 2.27 2.1% 89.8%
13 ロシア 0.32 0.83 28 2.59 2.1% 91.9%
14 サウジアラビア 0.47 24 0.93 26 1.96 1.8% 93.7%
15 台湾 1.78 10 2.22 11 1.25 1.8% 95.5%
16 ⽇本 5.28 3 5.62 3 1.06 1.4% 96.8%

85.47 110.28 1.29 100.0%

貨物 寄与率

世界計

2006 2016 倍率
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（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues. ラオスのみLao Statistical Bureau, Statistical 
Yearbook 2016.

2006-11 2011-16
アジア太平洋 2,761.4 100.0% 3,399.4 100.0% 4,343.5 100.0% 4.2% 5.0%
中国 589.8 21.4% 1,154.5 34.0% 1,508.9 34.7% 14.4% 5.5%
日本 528.1 19.1% 469.0 13.8% 561.9 12.9% -2.3% 3.7%
香港 361.0 13.1% 397.7 11.7% 461.5 10.6% 2.0% 3.0%
韓国 290.1 10.5% 291.1 8.6% 306.5 7.1% 0.1% 1.0%
インド 151.0 5.5% 226.7 6.7% 293.5 6.8% 8.5% 5.3%
台湾 177.6 6.4% 168.3 5.0% 221.6 5.1% -1.1% 5.7%
シンガポール 193.2 7.0% 189.9 5.6% 200.6 4.6% -0.3% 1.1%
タイ 123.9 4.5% 139.5 4.1% 147.0 3.4% 2.4% 1.0%
ベトナム 33.2 1.2% 25.9 0.8% 112.1 2.6% -4.9% 34.1%
インドネシア 45.7 1.7% 77.6 2.3% 114.1 2.6% 11.1% 8.0%
フィリピン 41.1 1.5% 41.0 1.2% 93.2 2.1% 0.0% 17.8%
マレーシア 107.1 3.9% 93.6 2.8% 90.9 2.1% -2.7% -0.6%
カンボジア 2.8 0.1% 2.0 0.1% 4.8 0.1% -6.9% 19.4%
ミャンマー na na 1.6 0.0% 3.6 0.1% na 21.6%
ラオス 0.07 0.003% 0.21 0.006% 0.31 0.007% 20.4% 7.9%
ブルネイ 2.2 0.1% 3.7 0.1% na na 11.1% na
その他 114.6 4.2% 117.1 3.4% 223.1 5.1% 0.4% 13.7%

航空貨物（万㌧） 年平均変化率
2006 2011 2016
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同様に空港レベルで整理したものを表 1.2.3 に示す。これによると、まず ASEAN 域内の 2大ハ

ブ空港であるシンガポール空港（SIN）とバンコク・スワンナプーム空港（BKK）が安定して伸び

ていることが分かる。また、2006 年 9月のスワンナプーム空港全面開港に伴い、一旦バンコク・

ドンムアン空港（DMK）は役割を終えたが、近年国際線の伸びが高く、LCC（Low-cost carrier：

格安航空会社）の就航により周辺国をつなぐ地域のハブ空港として再生しつつある過程が見て取れ

る。

国内航空貨物については、島嶼国の首都であるマニラ（MNL）やジャカルタ（CGK）が突出し

て多い。またハノイ（HAN）、ホーチミン（SGN）も国内航空貨物の取り扱いが多くなっている。

前者のマニラ、ジャカルタに関しては、国際航空貨物の窓口であると同時に、国内の各空港を結ぶ

ハブとして伸びてきていると言える。

表 1.2.3　ASEAN 主要空港の航空貨物動向

－22－ 

 

表 ●●●● 

 

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues に基づき報告者作成。

13-16 06-16 13-16 06-16 13-16 06-16
Singapore SIN 星 1,969 2% 0% 1,969 2% 0% 0 na na 100% 1,850 1,850 0 100% 1,911 1,911 0 100%
Bangkok BKK 泰 1,306 2% 1% 1,259 2% 1% 46 0% -3% 96% 1,235 1,189 45 96% 1,172 1,113 59 95%
Kuala Lumpur KUL ⾺ 643 -2% 0% 553 -3% -1% 90 7% 3% 86% 681 608 73 89% 673 609 64 90%
Manila MNL ⽐ 632 15% 4% 331 4% 1% 301 35% 11% 52% 416 293 122 71% 410 300 110 73%
Jakarta CGK 尼 598 -3% 5% 327 0% 6% 271 -5% 4% 55% 645 326 320 50% 371 190 182 51%
Ha Noi HAN 越 566 18% 18% 395 19% 25% 171 13% 10% 70% 349 231 117 66% 109 43 66 39%
Ho Chi Minh City SGN 越 479 8% 8% 311 7% 8% 168 12% 9% 65% 376 256 120 68% 217 146 71 67%
Penang PEN ⾺ 113 -10% -7% 100 -9% -6% 13 -14% -8% 88% 154 133 21 86% 226 194 32 86%
Surabaya SUB 尼 96 0% na 19 -1% na 77 0% na 20% 96 19 76 20% na na na na
Ujung Pandang UPG 尼 72 11% na 1 4% na 71 11% na 1% 54 1 53 2% na na na na
Lapu-Lapu CEB ⽐ 67 3% na 17 4% na 50 2% na 25% 62 15 47 25% na na na na
Bangkok DMK 泰 55 46% 78% 42 72% 74% 13 11% na 76% 18 8 9 47% 0 0 0 100%
Balikpapan BPN 尼 54 0% na 2 -14% na 51 1% na 5% 54 4 50 7% na na na na
Davao DVO ⽐ 52 2% na 0 -2% na 52 2% na 0% 50 0 50 0% na na na na
Denpasar DPS 尼 52 -2% na 29 -5% na 23 4% na 55% 54 34 20 62% na na na na
Phnom Penh PNH カ 46 14% 5% 45 13% 5% 1 na 37% 98% 31 31 0 100% 28 28 0 100%
Medan KNO 尼 44 -3% 3% 4 -19% 0% 40 0% 4% 9% 47 7 40 15% 31 4 28 12%
Phuket HKT 泰 43 8% 10% 29 20% 26% 15 -5% 1% 66% 34 17 17 49% 16 3 13 18%
Subang SZB ⾺ 36 11% -7% 26 21% -9% 11 -4% 1% 71% 26 15 12 55% 72 62 10 87%
Yangon RGN 緬 34 19% na 34 22% na 0 -61% na 100% 21 19 2 92% na na na na
Da Nang DAD 越 30 23% na 2 16% na 28 24% na 6% 16 1 15 7% na na na na
Kota Kinabalu BKI ⾺ 29 9% 0% 2 -9% -8% 27 11% 1% 5% 22 2 20 9% 28 3 25 12%
Banjarmasin BDJ 尼 23 24% na 0 na na 23 24% na 0% 12 0 12 0% na na na na
General Santos GES ⽐ 23 12% na 0 na na 23 12% na 0% 16 0 16 0% na na na na
Kuching KCH ⾺ 22 0% -3% 1 16% -2% 21 -1% -3% 6% 22 1 21 4% 30 2 28 5%
Yogyakarta JOG 尼 22 15% na 2 33% na 20 14% na 7% 14 1 13 5% na na na na
Cagayan de Oro CGY ⽐ 20 1% na 0 na na 20 1% na 0% 20 0 20 0% na na na na
Chiang Mai CNX 泰 18 1% -3% 1 83% 16% 17 -1% -4% 7% 18 0 18 1% 26 0 26 1%
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表 ●●●● 

 

（出所）ASEAN事務局資料（ASEAN Transport Instruments and Status of Ratification: Air Transport, As of 12 April 2016）に基
づき筆者作成。

ブルネイ カンボジア インドネシア ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム

2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 8⽉28⽇ 3⽉17⽇ 12⽉15⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 8⽉28⽇ 3⽉17⽇ 3⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 8⽉28⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉24⽇ 3⽉17⽇ 12⽉15⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉24⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉24⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2012年 2011年 2010年 2011年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉27⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2012年 2011年 2010年 2011年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉27⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2014年 2011年 2010年 2011年 2016年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 5⽉30⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 3⽉11⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2014年 2011年 2010年 2011年 2016年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 5⽉30⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 3⽉11⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11⽉12⽇ 2⽉20⽇ 7⽉30⽇ 4⽉7⽇ 4⽉7⽇ 5⽉24⽇ 7⽉1⽇ 3⽉28⽇ 3⽉14⽇ 9⽉2⽇ 9⽉30⽇

2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11⽉12⽇ 2⽉20⽇ 7⽉30⽇ 4⽉7⽇ 4⽉7⽇ 5⽉24⽇ 7⽉1⽇ 3⽉28⽇ 3⽉14⽇ 9⽉2⽇ 11⽉4⽇

2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11⽉12⽇ 2⽉20⽇ 7⽉30⽇ 4⽉7⽇ 4⽉7⽇ 5⽉24⽇ 7⽉1⽇ 3⽉28⽇ 3⽉14⽇ 9⽉2⽇ 11⽉4⽇附２ ASEAN域内の全ての国際空港間の

無制限の第3，第4，第5の⾃由

MAFLPAS︓　航空旅客輸送の完全⾃由
化に関する多国間協定

附１ ASEAN域内の指定地点の間の無制
限の第3，第4，第5の⾃由

附５ ASEAN加盟国⾸都間の無制限の第
3，第4の⾃由

附６ ASEAN加盟国⾸都間の無制限の第
5の⾃由

附３ ASEAN準地域間の無制限の第3，
第4の⾃由

附４ ASEAN準地域間の無制限の第5の
⾃由

附２ ASEAN域内の全ての国際空港間の
無制限の第3，第4，第5の⾃由

旅
客

MAAS︓　航空サービスに関する多国間協
定

附１ ASEAN準地域内部における無制限
の第3，第4の⾃由

附２

貨
物

MAFLAFS︓　航空貨物輸送の完全⾃由
化に関する多国間協定

附１ ASEAN域内の指定地点の間の無制
限の第3，第4，第5の⾃由

ASEAN準地域内部における無制限
の第5の⾃由

分
野

協
定 附属⽂書 (Protocol) 署名⽇

批准⽇
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ASEAN では、表 1.2.4 に示すように、2004 年の「航空輸送部門統合に向けたロードマップ（RIATS：

Roadmap for Integration of Air Travel Sector）」に従い、航空貨物輸送と旅客輸送の自由化が進め

られている。

表 1.2.4　ASEAN における航空自由化

－27－ 

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues に基づき報告者作成。

13-16 06-16 13-16 06-16 13-16 06-16
Singapore SIN 星 1,969 2% 0% 1,969 2% 0% 0 na na 100% 1,850 1,850 0 100% 1,911 1,911 0 100%
Bangkok BKK 泰 1,306 2% 1% 1,259 2% 1% 46 0% -3% 96% 1,235 1,189 45 96% 1,172 1,113 59 95%
Kuala Lumpur KUL ⾺ 643 -2% 0% 553 -3% -1% 90 7% 3% 86% 681 608 73 89% 673 609 64 90%
Manila MNL ⽐ 632 15% 4% 331 4% 1% 301 35% 11% 52% 416 293 122 71% 410 300 110 73%
Jakarta CGK 尼 598 -3% 5% 327 0% 6% 271 -5% 4% 55% 645 326 320 50% 371 190 182 51%
Ha Noi HAN 越 566 18% 18% 395 19% 25% 171 13% 10% 70% 349 231 117 66% 109 43 66 39%
Ho Chi Minh City SGN 越 479 8% 8% 311 7% 8% 168 12% 9% 65% 376 256 120 68% 217 146 71 67%
Penang PEN ⾺ 113 -10% -7% 100 -9% -6% 13 -14% -8% 88% 154 133 21 86% 226 194 32 86%
Surabaya SUB 尼 96 0% na 19 -1% na 77 0% na 20% 96 19 76 20% na na na na
Ujung Pandang UPG 尼 72 11% na 1 4% na 71 11% na 1% 54 1 53 2% na na na na
Lapu-Lapu CEB ⽐ 67 3% na 17 4% na 50 2% na 25% 62 15 47 25% na na na na
Bangkok DMK 泰 55 46% 78% 42 72% 74% 13 11% na 76% 18 8 9 47% 0 0 0 100%
Balikpapan BPN 尼 54 0% na 2 -14% na 51 1% na 5% 54 4 50 7% na na na na
Davao DVO ⽐ 52 2% na 0 -2% na 52 2% na 0% 50 0 50 0% na na na na
Denpasar DPS 尼 52 -2% na 29 -5% na 23 4% na 55% 54 34 20 62% na na na na
Phnom Penh PNH カ 46 14% 5% 45 13% 5% 1 na 37% 98% 31 31 0 100% 28 28 0 100%
Medan KNO 尼 44 -3% 3% 4 -19% 0% 40 0% 4% 9% 47 7 40 15% 31 4 28 12%
Phuket HKT 泰 43 8% 10% 29 20% 26% 15 -5% 1% 66% 34 17 17 49% 16 3 13 18%
Subang SZB ⾺ 36 11% -7% 26 21% -9% 11 -4% 1% 71% 26 15 12 55% 72 62 10 87%
Yangon RGN 緬 34 19% na 34 22% na 0 -61% na 100% 21 19 2 92% na na na na
Da Nang DAD 越 30 23% na 2 16% na 28 24% na 6% 16 1 15 7% na na na na
Kota Kinabalu BKI ⾺ 29 9% 0% 2 -9% -8% 27 11% 1% 5% 22 2 20 9% 28 3 25 12%
Banjarmasin BDJ 尼 23 24% na 0 na na 23 24% na 0% 12 0 12 0% na na na na
General Santos GES ⽐ 23 12% na 0 na na 23 12% na 0% 16 0 16 0% na na na na
Kuching KCH ⾺ 22 0% -3% 1 16% -2% 21 -1% -3% 6% 22 1 21 4% 30 2 28 5%
Yogyakarta JOG 尼 22 15% na 2 33% na 20 14% na 7% 14 1 13 5% na na na na
Cagayan de Oro CGY ⽐ 20 1% na 0 na na 20 1% na 0% 20 0 20 0% na na na na
Chiang Mai CNX 泰 18 1% -3% 1 83% 16% 17 -1% -4% 7% 18 0 18 1% 26 0 26 1%

国際 国内 国際
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2006

合計
1000トン
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シェア国際 国内

合計 合計

2013

年平均変化率国際 国内 国際
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年平均変化率 年平均変化率

 

ASEANにおける航空⾃由化
 2004年︓ 「航空輸送部⾨統合に向けたロードマップ（Roadmap for 

Integration of Air Travel Sector: RIATS）」
• 航空貨物輸送の完全⾃由化に関する多国間協定（MAFLAFS）:  

• 本協定、2つの付属⽂書ともに2010年11⽉署名、既批准国間で発効済み。
• ASEAN域内の指定国際空港を⽤いる航空貨物輸送に関する第5の⾃由（以遠権）までを対象

• 航空サービスに関する多国間協定（MAAS）: 
• 本協定、6つの付属⽂書ともに2009年5⽉20⽇署名、既批准国間で発効済み。
• ASEAN準地域内、準地域間、⾸都間の航空旅客輸送に関する第5の⾃由までを対象。

• 航空旅客輸送の完全⾃由化に関する多国間協定（MAFLPAS）:
• 本協定、2つの付属⽂書ともに2010年11⽉署名、除く既批准国間で発効済み。
• ASEAN域内の指定国際空港を⽤いる航空旅客輸送に関する第5の⾃由までを対象。

• 3協定および付属⽂書はASEAN-X⽅式により発効済み。運⽤開始には既批准国が国内制
度を整備する必要あり。インドネシア、フィリピン、ラオスに批准が遅れた。

 2007年︓ AECブループリント、ASEAN単⼀航空市場（ASEAN Single 
Aviation Market: ASAM）設⽴を最終⽬標に設定。

 2011年12⽉︓ 「ASEAN単⼀航空市場の実施枠組み（Implementation 
Framework of the ASAM）」、以後2年毎のWork Planに沿って実施。

 2013年12⽉︓ ⽇ASEAN交通⼤⾂会合にて、⽇ASEAN航空協定締結に向けた
検討の開始に合意。
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それぞれの協定は表 1.2.5 に示すように 2009 年、2010 年に署名されたが、最終的に批准が完

了したのは 2016 年 4月（インドネシア、ラオス）である。

表 1.2.5　航空自由化協定の批准進捗

－22－ 

 

表 ●●●● 

 

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues に基づき報告者作成。

13-16 06-16 13-16 06-16 13-16 06-16
Singapore SIN 星 1,969 2% 0% 1,969 2% 0% 0 na na 100% 1,850 1,850 0 100% 1,911 1,911 0 100%
Bangkok BKK 泰 1,306 2% 1% 1,259 2% 1% 46 0% -3% 96% 1,235 1,189 45 96% 1,172 1,113 59 95%
Kuala Lumpur KUL ⾺ 643 -2% 0% 553 -3% -1% 90 7% 3% 86% 681 608 73 89% 673 609 64 90%
Manila MNL ⽐ 632 15% 4% 331 4% 1% 301 35% 11% 52% 416 293 122 71% 410 300 110 73%
Jakarta CGK 尼 598 -3% 5% 327 0% 6% 271 -5% 4% 55% 645 326 320 50% 371 190 182 51%
Ha Noi HAN 越 566 18% 18% 395 19% 25% 171 13% 10% 70% 349 231 117 66% 109 43 66 39%
Ho Chi Minh City SGN 越 479 8% 8% 311 7% 8% 168 12% 9% 65% 376 256 120 68% 217 146 71 67%
Penang PEN ⾺ 113 -10% -7% 100 -9% -6% 13 -14% -8% 88% 154 133 21 86% 226 194 32 86%
Surabaya SUB 尼 96 0% na 19 -1% na 77 0% na 20% 96 19 76 20% na na na na
Ujung Pandang UPG 尼 72 11% na 1 4% na 71 11% na 1% 54 1 53 2% na na na na
Lapu-Lapu CEB ⽐ 67 3% na 17 4% na 50 2% na 25% 62 15 47 25% na na na na
Bangkok DMK 泰 55 46% 78% 42 72% 74% 13 11% na 76% 18 8 9 47% 0 0 0 100%
Balikpapan BPN 尼 54 0% na 2 -14% na 51 1% na 5% 54 4 50 7% na na na na
Davao DVO ⽐ 52 2% na 0 -2% na 52 2% na 0% 50 0 50 0% na na na na
Denpasar DPS 尼 52 -2% na 29 -5% na 23 4% na 55% 54 34 20 62% na na na na
Phnom Penh PNH カ 46 14% 5% 45 13% 5% 1 na 37% 98% 31 31 0 100% 28 28 0 100%
Medan KNO 尼 44 -3% 3% 4 -19% 0% 40 0% 4% 9% 47 7 40 15% 31 4 28 12%
Phuket HKT 泰 43 8% 10% 29 20% 26% 15 -5% 1% 66% 34 17 17 49% 16 3 13 18%
Subang SZB ⾺ 36 11% -7% 26 21% -9% 11 -4% 1% 71% 26 15 12 55% 72 62 10 87%
Yangon RGN 緬 34 19% na 34 22% na 0 -61% na 100% 21 19 2 92% na na na na
Da Nang DAD 越 30 23% na 2 16% na 28 24% na 6% 16 1 15 7% na na na na
Kota Kinabalu BKI ⾺ 29 9% 0% 2 -9% -8% 27 11% 1% 5% 22 2 20 9% 28 3 25 12%
Banjarmasin BDJ 尼 23 24% na 0 na na 23 24% na 0% 12 0 12 0% na na na na
General Santos GES ⽐ 23 12% na 0 na na 23 12% na 0% 16 0 16 0% na na na na
Kuching KCH ⾺ 22 0% -3% 1 16% -2% 21 -1% -3% 6% 22 1 21 4% 30 2 28 5%
Yogyakarta JOG 尼 22 15% na 2 33% na 20 14% na 7% 14 1 13 5% na na na na
Cagayan de Oro CGY ⽐ 20 1% na 0 na na 20 1% na 0% 20 0 20 0% na na na na
Chiang Mai CNX 泰 18 1% -3% 1 83% 16% 17 -1% -4% 7% 18 0 18 1% 26 0 26 1%

国際 国内 国際
シェア

2006

合計
1000トン

国際
シェア国際 国内

合計 合計

2013

年平均変化率国際 国内 国際
シェア

2016

年平均変化率 年平均変化率

 
資料：第 4 回研究会梅﨑創氏講演資料 

 

表 ●●●● 

 

（出所）ASEAN事務局資料（ASEAN Transport Instruments and Status of Ratification: Air Transport, As of 12 April 2016）に基
づき筆者作成。

ブルネイ カンボジア インドネシア ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム

2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 8⽉28⽇ 3⽉17⽇ 12⽉15⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 8⽉28⽇ 3⽉17⽇ 3⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 8⽉28⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉24⽇ 3⽉17⽇ 12⽉15⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉24⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉24⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2012年 2011年 2010年 2011年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉27⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2012年 2011年 2010年 2011年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉27⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2014年 2011年 2010年 2011年 2016年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 5⽉30⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 3⽉11⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2014年 2011年 2010年 2011年 2016年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 5⽉30⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 3⽉11⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11⽉12⽇ 2⽉20⽇ 7⽉30⽇ 4⽉7⽇ 4⽉7⽇ 5⽉24⽇ 7⽉1⽇ 3⽉28⽇ 3⽉14⽇ 9⽉2⽇ 9⽉30⽇

2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11⽉12⽇ 2⽉20⽇ 7⽉30⽇ 4⽉7⽇ 4⽉7⽇ 5⽉24⽇ 7⽉1⽇ 3⽉28⽇ 3⽉14⽇ 9⽉2⽇ 11⽉4⽇

2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11⽉12⽇ 2⽉20⽇ 7⽉30⽇ 4⽉7⽇ 4⽉7⽇ 5⽉24⽇ 7⽉1⽇ 3⽉28⽇ 3⽉14⽇ 9⽉2⽇ 11⽉4⽇附２ ASEAN域内の全ての国際空港間の

無制限の第3，第4，第5の⾃由

MAFLPAS︓　航空旅客輸送の完全⾃由
化に関する多国間協定

附１ ASEAN域内の指定地点の間の無制
限の第3，第4，第5の⾃由

附５ ASEAN加盟国⾸都間の無制限の第
3，第4の⾃由

附６ ASEAN加盟国⾸都間の無制限の第
5の⾃由

附３ ASEAN準地域間の無制限の第3，
第4の⾃由

附４ ASEAN準地域間の無制限の第5の
⾃由

附２ ASEAN域内の全ての国際空港間の
無制限の第3，第4，第5の⾃由

旅
客

MAAS︓　航空サービスに関する多国間協
定

附１ ASEAN準地域内部における無制限
の第3，第4の⾃由

附２

貨
物

MAFLAFS︓　航空貨物輸送の完全⾃由
化に関する多国間協定

附１ ASEAN域内の指定地点の間の無制
限の第3，第4，第5の⾃由

ASEAN準地域内部における無制限
の第5の⾃由

分
野

協
定 附属⽂書 (Protocol) 署名⽇

批准⽇

 
資料：第 4 回研究会梅﨑創氏講演資料 

 

ASEAN（加盟 10カ国）は多様な国から構成されているため、一律に自由化を進めていくのは非

常に難しい。このため、批准国が 2カ国以上になったらその間で発効させる ASEAN － X方式と

いう進め方が採用されている。「航空輸送部門統合に向けたロードマップ（RIATS）」は第 5の自由

までを目指したものである。2007 年には、その他の航空輸送に関連するサービスの自由化も含め

ASEAN単一航空市場（ASAM：ASEAN Single Aviation Market）の設立が最終目標として設定され、

2011 年には ASAMの枠組みが合意されており、今後一層の自由化、単一市場化が進み、大きな航

空市場に成長すると考えられる。
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1.3　アジアの航空貨物輸送におけるインテグレーターと LCC の現状

（1）　欧米系インテグレーターのアジア進出

インテグレーターにはアメリカ系とヨーロッパ系があり、UPS とフェデラルエクスプレス

（FedEx）が前者、DHL が後者である。UPS と FedEx は、自社の貨物専用機（フレーター）を多数

保有し、ハブ・アンド・スポーク・システムを展開、世界的な観点からグローバル・ネットワーク

を構築して国際規模で拡大していることが特徴である。それに対してDHLは、ほとんどフレーター

などの資産を保有しないノンアセット型であり、傘下の航空会社やリース会社などを活用したバー

チャル・ネットワークを展開していることが特徴である。

一般的にインテグレーターは、国際エクスプレス輸送に大きな強みを持っている。第 2回研究会

講師の前国士舘大学の小島末夫氏が整理したアジア太平洋地域における国際エクスプレス市場シェ

アの推移を表 1.3.1 に示す。これによると DHL が 1位を独占しており、2013 年時点では 44％も

のシェアを占めているとともに、2005 年から約 10年間で 11ポイントもシェアを増やしている。

一方、アメリカ系の FedEx、UPS はこの間、ほとんど増減していない状況である。

表 1.3.1　アジア太平洋地域におけるインテグレーターの 4 社の国際エクスプレス市場シェア  
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表 ●●●● 

 

UPS（米） 1907年設立
本社：アトランタ

FedEx（米） 1971年設立
本社：メンフィス

vs

DHL（米） 1969年設立
↓

DPDHL（独） 2002年子会社化

＜特徴＞
・自社貨物機を多数保有
・ハブ・アンド・スポーク方式

を導入
・グローバル・ネットワークを

構築

・ノンアセット型
・傘下の航空会社やリース

会社を活用
・バーチャル・ネットワークを

展開
 

 
資料：第 2 回研究会小島末夫氏講演資料 

 

 

表 ●●●● 

 

国際エクスプレス市場におけるトップ４企業のアジア太平洋地域シェア推移

2005年 2007年 2009年 2011年 2013年 2013/2005

会社
シェア
（％）

会社
シェア
（％）

会社
シェア
（％）

会社
シェア
（％）

会社
シェア
（％）

ポイント
増減

1位 DHL 33 DHL 34 DHL 34 DHL 40 DHL 44 11

2位 FedEx 22 FedEx 24 FedEx 21 FedEx 21 FedEx 20 -2

3位 UPS 10 UPS 12
EMS＆
Empost

17 EMS 14 UPS 11 1

4位 TNT 7 TNT 8 UPS 10 UPS 10 TNT 4 -3

合計 72 合計 78 合計 82 合計 85 合計 79 7

（出所）Deutsche Post DHL『Annual Report』各年版より筆者作成。

（注）１）2005年の数値については、DPWNの『Annual Report』に基づく。

２）EMS（Express Mail Service）とは、国際スピード郵便のこと。

万国郵便連合加盟の各国郵政庁（日本の場合は日本郵便で、中国では中国郵政集団）がサービスを提供している。

３）Empostは、1997年5月にUAEドバイで設立されたクーリエ・サービス会社である。  
 
資料：第 2 回研究会小島末夫氏講演資料 
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欧米系インテグレーターのアジア市場への進出について、小島氏が空港別に見た世界航空貨物の

取扱量ランキングと航空ハブの設置年を整理したものを表 1.3.2 に示す。1990 年代は台湾とフィ

リピンが、2000 年代に入ると中国や ASEANが航空ハブの拠点設置国として着目されている。

FedEx は、まずフィリピン（スービック湾）に航空ハブを設置し、ついで台北、広州、シンガポール、

関西、上海と展開している。UPS は、まず香港に設置し、台北、フィリピン（旧クラーク）、上海、

深圳と展開している。DHL はフィリピン（マニラ）から香港、バンコク、上海、シンガポールと

展開している。

表 1.3.2　アジアの主要空港別世界貨物取扱量ランキングと航空ハブの設置状況
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表 ●●●● 

 

アジアの主要空港別世界貨物取扱量ランキングと航空ハブの設置状況

(単位：位,万トン)

空港 2005年 2010年 2015年 航空ハブ（設置年）

順位
貨物

取扱量
順位

貨物
取扱量

順位
貨物

取扱量

香港 2 343 1 417 1 446 ・UPSの香港ハブ（1988年）

・DHLのセントラル・アジアハブ（2004年）

上海浦東 9 186 3 323 3 327 ・UPSの国際ハブ（2008年）

・DHLの北アジアハブ（2012年）
・FedExの国際エクスプレス・カーゴハブ
（2017年）

チャンギ 10 185 11 184 15 189 ・FedExの南太平洋地区ハブ（2012年）

・DHLの南アジアハブ（2016年）

広州白雲 26 75 21 114 19 154 ・FedExのアジア太平洋地区ハブ（2009年）

スワンナプーム 19 114 20 131 22 123 ・DHLのバンコク・ハブ（2006年）

深圳宝安 － － 25 81 24 101 ・UPSのアジア域内ハブ（2010年）

関西 22 87 26 76 32 75 ・FedExの北太平洋地区ハブ（2014年）

（出所）ACI（各年版）”ACI Annual World Airport Traffic Report－Cargo Traffic”より筆者作成。

 
資料：第 2 回研究会小島末夫氏講演資料 

 

小島氏による 3大インテグレーターの中国進出状況を表 1.3.3 に示す。上海浦東空港には UPS

が 2008 年、DHL が 2012 年、FedEx が 2018 年に進出するインテグレーターにとっての一大拠点

となっており、競争もこれからますます激化していくのではと考えられる。
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表 1.3.3　3 大インテグレーターの中国進出状況
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表 ●●●● 

 

三大インテグレーターの中国進出の歩みと航空ハブの設置
インテグ
レーター

DPDHL社 FedEx社 UPS社

中
国
市
場
で
の
事
業
展
開

1980年 シノトランス（中国外運）と代理店契約 1984年 中国でのサービス開始 1988年
シノトランス（中国外運）との合弁会社
設立

1986年 合弁で「DHLシノトランス」を設立 1996年 自社機による定期便を北京・上海に就航 2001年 米国からの直行便が中国乗り入れ

1996年
シノトランスと合弁で金鷹国際貨運代理
公司を設立

1999年 天津大田航空代理公司と合弁企業を設立 2003年 揚子江快運航空と独占的提携

2003年 シノトランスの株式5％取得 2001年 上海とアンカレッジを結ぶフライト開始 2005年
中国国内でエクスプレスサービスを
開始

2004年 中国国内の宅配便市場に参入 上海浦東空港にエクスプレスセンター設置 中国との合弁企業を独資化

香港にセントラルアジアハブを新設 2003年 深圳とアンカレッジを結ぶ直行便就航 2006年
上海で中国初のＵＰＳエクスプレス
センターを設置

2005年 上海＝米国間の夜間直行便を就航 2004年 エクスプレス部門は中国地区本部を上海に 2008年
上海浦東空港内の大型ハブが稼働
開始

2007年 中国との合弁企業独資化で合意 2007年 中国国内のエクスプレスネットワーク自営化 2010年
深圳宝安空港に新しいアジア域内
ハブを開設

2008年 香港のセントラルアジアハブの拡張完了 天津大田集団の保有株式の買収完了

2012年 北アジアハブを上海浦東空港に開設 2009年
広州白雲空港のアジア太平洋地区ハブが
稼働開始

航
空
ハ
ブ
の
概
況

所在 上海浦東国際空港 上海浦東国際空港 上海浦東国際空港

空港 香港国際空港 広州白雲国際空港 深圳宝安国際空港

敷地 8万8,000㎡ 13万4,000㎡ 10万5,000㎡

面積 3万5,000㎡ 8万2,000㎡ 8万9,000㎡

仕分 2万個+2万通（毎時） 1万2,000個（毎時） 1万7,000個（毎時）

能力 3万5,000個+4万通（毎時） 2万4,000個（当初）（毎時） 1万8,000個～3万6,000個（毎時）

稼働 2012年6月 2017年早期予定 2008年12月

2008年9月（拡張） 2009年2月 2010年5月

投資額 1億7,500万ドル 1億ドル以上 1億2,500万ドル

3億1,000万ドル 4億5,000万ドル 1億8,000万ドル

（出所）各社のホームページおよびニュースリリースなどより筆者作成。

 
資料：第 2 回研究会小島末夫氏講演資料 

 

 
インテグレーターをめぐる最近のアジアでの主な動きについて、まず DHL が 2016 年 10 月、

シンガポール・チャンギ国際空港に、香港、タイのバンコク、上海に次いでアジア太平洋地区では

4番目の航空ハブとして東南アジアネットワークの中心となるシンガポール南アジアハブを設置し

た。シンガポールには FedEx が 2012 年 10 月時点で南太平洋地区ハブを設置し、北太平洋地区ハ

ブは 2年後の 2014 年 4月に関西空港に開設している。FedEx は仁川国際空港への新カーゴター

ミナル建設も計画している。完工予定が 2021 年であるが関西空港との役割分担については注視し

ていく必要がある。

小島氏によると、近年の国際エクスプレス貨物輸送の増加の約半分は越境 Eコマース関連との

ことである。2017年4月にチャンギ空港で上屋事業などを展開するSATS（シンガポール・エアポー

ト・ターミナル・サービシス）がシンガポール民間航空庁と共同出資をして Eコマース専用のエ

アハブを稼働させたと言われている。シンガポールは ASEAN の Eコマース市場の中ではインドネ

シアについで第2位の規模である。同国が今後ASEANのECハブとして非常に期待が高まっており、

アマゾン、アリババ集団などがしのぎを削っている。今後インテグレーターも巻き込んだ物流サー

ビス競争が展開されると想定される。この地域の今後を占う上でも越境 Eコマース輸送の動きに

注目していく必要がある。
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（2）LCC による貨物輸送の現状

LCC は、機材の回転率を高めることや空港設備使用料を抑えることが利益確保の 1手段であり、

一般的に付加的な手間と時間が必要となる貨物輸送は LCC のビジネスモデルになじまないと言わ

れている。しかし、第 3回研究会講師の東京海洋大学の渡部大輔氏によると表 1.3.4 に示すように

世界には LCC が貨物を輸送している事例もあり、日本においても LCC の Jetstar Japan が貨物事

業を展開している。Southwest や Flydubai のように成功している事例もあれば、アイルランドの

Ryanair のように貨物輸送から撤退した事例もある。

表 1.3.4　LCC による貨物輸送事例
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表 ●●●● 

 

• LCCによる貨物輸送事例

• 国内：Jetstar Japanのみ

• 海外：Southwest（米国），WestJet（カナダ），AirAsia（マレーシア），
Jetstar（オーストラリア）, Tigerair（シンガポール）， flydubai（UAE）

• 撤退：Ryanair（アイルランド，1997年）

• 成功事例

• Southwest：ハンドリング，販売等全てを自社で行う

• Flydubai: 情報システム（e‐AWBのみ取扱），自動荷役システムの
導入

 
 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

 

 

 

表 ●●●● 

 

• フレーター保有数
• 大韓航空

• 機体更新中

• アシアナ航空

• エア仁川（2012年設立）
• 東アジアを中心に小型フレーターを
運航する貨物専業LCC

航空会社別フレーター機材数（’16年） 出典：韓国国土交通部

大韓航空 アシアナ エア仁川

旅客機 132 72 0
貨物機 28 11 2

B747‐400F 17 10
B747‐8F 6
B777F 5 1

B737‐400F 2

 
 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

 

渡部氏によると韓国では、貨物 LCC とも言われるエア仁川（貨物専業航空会社）が 2012 年に

設立され、保有するボーイング 737 フレーター 2機を使ってプロジェクト貨物を中心にロシアや

中国を中心に運んでいる。
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韓国国土交通部の航空会社別航空貨物純貨物（＝手荷物除く）取扱量データを表 1.3.5 に示す。

これによると LCC のエア釜山、ジンエアの純貨物取扱量が前年比 2倍、5倍と大きく伸びている

ことが確認できる。

表 1.3.5　韓国の航空会社別航空貨物純貨物取扱量（2016 年）
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表 ●●●● 

 

分類 会社名
国際線 国内線

純貨物（トン） 増減率(％） 純貨物（トン） 増減率(％）

大手
大韓航空 1,197,198 1.2 76,238 -5.1 

アシアナ航空 620,087 5.2 38,628 -3.0 

LCC

エア釜山 29,170 188.5 7,011 -10.2 

エア仁川 9,178 -7.4 

エアソウル 0 153 

イースター航空 846 -16.7 1 

済州航空 6,024 12.9 1 

ジンエア 7,151 490.0 16,489 20.8 

ティーウェイ航空 1,691 91.1 1 

外国航空会社 795,922 9.1 

合計 2,667,267 5.4 138,522 -2.1 

出典：韓国
国土交通部

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

 

 

表 ●●●● 

 

項目 問題点 対応策

機材 小型機材の下部貨物室（ベリー）のため
輸送容量や品目（危険物）が限られて
いる

小ロット貨物（通販，パ
ケット系）の取り込み

荷役 短い折返時間（25‐35分）内での貨物の
荷役に大きな制約がある

荷役時間の短縮（ULD使
用）

運用 昼間の運航がメインで、貨物向けの夜
間時間帯に合わない場合が多い

柔軟な運賃設定
仁川での長距離便接続

設備 貨物取扱に必要な上屋や人員、セキュ
リティ等の設備投資が必要

販売（GSA，FWD）とハンド
リングの外注化

 
 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

 

 

同じく韓国の航空会社別旅客・貨物シェアを図 1.3.1 に示す。旅客については LCC のプレゼン

スがかなり高いが、貨物についてはまだまだ低く、渡部氏はこれをこれからの伸び代であると指摘

している。
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韓国国土交通部の航空会社別航空貨物純貨物（＝手荷物除く）取扱量データを表 1.3.5 に示す。

これによると LCC のエア釜山、ジンエアの純貨物取扱量が前年比 2 倍、5 倍と大きく伸びている

ことが確認できる。

表 1.3.5 韓国の航空会社別航空貨物純貨物取扱量（2016 年） 

 

分類 会社名
国際線 国内線

純貨物（トン） 増減率(％） 純貨物（トン） 増減率(％）

大手
大韓航空 1,197,198 1.2 76,238 -5.1 

アシアナ航空 620,087 5.2 38,628 -3.0 

LCC

エア釜山 29,170 188.5 7,011 -10.2 

エア仁川 9,178 -7.4 

エアソウル 0 153 

イースター航空 846 -16.7 1 

済州航空 6,024 12.9 1 

ジンエア 7,151 490.0 16,489 20.8 

ティーウェイ航空 1,691 91.1 1 

外国航空会社 795,922 9.1 

合計 2,667,267 5.4 138,522 -2.1 

出典：韓国
国土交通部

 

資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料

 

同じく韓国の航空会社別旅客・貨物シェアを図 1.3.1 に示す。旅客については LCC のプレゼン

スがかなり高いが、貨物についてはまだまだ低く、渡部氏はこれをこれからの伸び代であると指

摘している。

 

出典： 韓国国土交通部（ 2016年）
旅客 貨物

 

資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料

図 1.3.1 韓国の航空会社別旅客・貨物シェア（2016 年） 
図 1.3.1　韓国の航空会社別旅客・貨物シェア（2016 年）
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渡部氏が整理した LCC による貨物輸送の障壁を表 1.3.6 に示す。障壁となる問題点としては、機

材の面ではキャパシティーの問題、荷役の面では折り返し時間で積みおろしするのは難しいこと、

運用の面では昼間がメインなので貨物の取扱い時間と合わないこと、設備の面では要員を配置しな

いといけないこと、などが挙げられる。しかし、それぞれの問題にも対応策が考えられ、これらの

解決により LCC による貨物輸送が更に盛んになる可能性がある。

表 1.3.6　LCC による貨物輸送の障壁
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表 ●●●● 

 

分類 会社名
国際線 国内線

純貨物（トン） 増減率(％） 純貨物（トン） 増減率(％）

大手
大韓航空 1,197,198 1.2 76,238 -5.1 

アシアナ航空 620,087 5.2 38,628 -3.0 

LCC

エア釜山 29,170 188.5 7,011 -10.2 

エア仁川 9,178 -7.4 

エアソウル 0 153 

イースター航空 846 -16.7 1 

済州航空 6,024 12.9 1 

ジンエア 7,151 490.0 16,489 20.8 

ティーウェイ航空 1,691 91.1 1 

外国航空会社 795,922 9.1 

合計 2,667,267 5.4 138,522 -2.1 

出典：韓国
国土交通部

 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 

 

 

表 ●●●● 

 

項目 問題点 対応策

機材 小型機材の下部貨物室（ベリー）のため
輸送容量や品目（危険物）が限られて
いる

小ロット貨物（通販，パ
ケット系）の取り込み

荷役 短い折返時間（25‐35分）内での貨物の
荷役に大きな制約がある

荷役時間の短縮（ULD使
用）

運用 昼間の運航がメインで、貨物向けの夜
間時間帯に合わない場合が多い

柔軟な運賃設定
仁川での長距離便接続

設備 貨物取扱に必要な上屋や人員、セキュ
リティ等の設備投資が必要

販売（GSA，FWD）とハンド
リングの外注化

 
 
資料：第 3 回研究会渡部大輔氏講演資料 
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2.　航空貨物輸送の今後の方向性と空港のあり方
2.1　E コマースへの対応

1.1（3）では、第2回研究会講師の東京工業大学の花岡伸也氏の講演をもとにグローバル・バリュー

チェーンへの対応の重要性について整理した。第 3回研究会講師の流通経済大学の林克彦氏が指

摘した中国で急成長している Eコマースも典型的なバリューチェーンの 1つである。

中国における Eコマースは図 2.1.1 に示すように急激に成長（年平均 30％超）しており、2016

年の市場規模は 5.3 兆元で世界最大の Eコマース市場となっている。中国の Eコマース市場特徴

はアリババグループの陶宝（タオバオ）に代表される C to C（Consumer to Consumer：個人間取引）

の比率が高いことであったが、消費者の高品質・高サービス（配送、返品等）志向の高まりにより

同じくアリババグループの天猫（Tmall）に代表される B to C（Business to Consumer：企業対消

費者間取引）が急成長し 2015 年には C to C を上回る市場規模になっている。

中国では都市部に比べて遅れている農村部の小売り環境の格差が問題となっていたが、その対応

として政府は農村 Eコマースの発展促進を進めている。2016 年の農村 Eコマース市場の市場規模

は前年度比 36.6％増の 4,823 億元であり、農村部をカバーする物流網の整備が課題であるものの、

中国の Eコマース市場は今後も更なる成長が想定される。

 

－28－ 

 

 

 

45 76 
126 

198 
293 

85 
112 

154 

182 

237 

0

100

200

300

400

500

600

2012 2013 2014 2015 2016

百億元

年

CtoC

BtoC

出所： 2016年度中国电子商务市场数据监测报告

 
資料：第 3 回研究会林克彦氏講演資料 

図 2.1.1 中国のＥコマース市場規模の推移 
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図 2.1.2 中国の生鮮ネット通販市場取扱額の推移 

 

 

図 2.1.1　中国の E コマース市場規模の推移

また、中国では消費者の安全・健康へのニーズの高まりを背景に、図 2.1.2 に示すように都市部

を中心に生鮮ネット通販市場も急成長している。2016 年における市場規模は約 914 億元であり、

多くはネットスーパーが担っているが、なかには生産から販売までを手掛ける統合型生鮮ネット通

販事業者も出現している。コールドチェーンの整備が課題ではあるが、生鮮は迅速な輸送が必要で

あり、林氏によると今後は航空貨物輸送の活用や航空貨物会社と生鮮ネット通販事業者との提携が

進むとのことである。
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図 2.1.1 中国のＥコマース市場規模の推移 
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図 2.1.2 中国の生鮮ネット通販市場取扱額の推移 

 

 

図 2.1.2　中国の生鮮ネット通販市場取扱額の推移

中国においては越境 Eコマース市場も急成長しており、2016 年の市場規模は 7,600 億元（約

12兆 1,600 億円）に上る。図 2.1.3 に示すように越境 Eコマースも B to B が中心であるが天猫国

際（Tmall Global）や陶宝全球（Taobao Global）に代表される B to C も近年急拡大している。一時期、

インバウンド、特に訪日中国観光客のいわゆる「爆買い」が注目されたが、近年は訪日時にまとめ

買いするのではなく、訪日時に気に入ったもの、気になったものを帰国後に越境 Eコマースで頻

繁に購入する形態に変わってきたと言われている。経済産業省は中国の日本からの越境 Eコマー

スによる購入額を 1兆 366 億円と推計している。林氏はこれら越境 Eコマースの拡大が今後の国

際航空貨物輸送の拡大をもたらすと指摘している。
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図 2.1.3 中国の越境Ｅコマース市場規模の推移 
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中国越境EC市場規模（BtoB及びBtoC）の推移

※日野→中岩さま
「中国越境EC市場規模（BtoB及びBtoC）の推移」というタイトルがうまく消せないので
修正テープを貼るようなイメージで白粉を塗っておいてください。
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また、このように成長する中国の越境 Eコマース市場に対し、林氏は航空貨物を利用した越境 E

コマースプラットフォームの構築が重要になるため、図 2.1.4 に示すように日本の物流事業者はそ

れらと連携し、取り込み可能なモデルを選んで、それを伸ばしていくことが必要と指摘している。
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図 2.1.4 日本の物流事業者による越境Ｅコマース市場の取り込み 

 

 

 

図 2.1.4　日本の物流事業者による越境 E コマース市場の取り込み

ここまで中国の Eコマースを例として整理してきたが、これは既に経済が成熟している韓国や

今後更なる成長が見込まれる東南アジアなど新興国でも同様と考えられる。

Eコマースは非常に新しい分野であり、なおかつバリューそのものを運ぶ形態のものである。従

前の貿易・物流形態とは少し違うものではあるが、国際航空貨物輸送にマッチするものであり、こ

れから更に拡大していくことは間違いない。空港はバリューチェーンを形成するノードの 1つで

あることから、そこで航空貨物の価値（バリュー：時間、費用、品質など）を損ねないことが重要

となる。また消費者の高サービス志向を踏まえると、価値を付加（例：貨物の位置情報、到着予定

情報など）することも重要である。従って、今後の空港のあり方の 1つとして、Eコマースなどを

念頭に貨物の価値を損ねない、可能であれば付加できる空港の設計・形成が考えられる。
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2.2　新興国市場への対応

1.2（3）では、第4回研究会講師の日本貿易振興機構アジア経済研究所の梅崎創氏の講演をもとに、

ASEANにおける航空貨物輸送の特徴について整理した。経済統合が進む ASEANを中心とする東南

アジア地域は今後成長が見込まれる地域であり、経済力に合わせて、より良いもの、価値のあるも

のの世界からの購入が増えると想定され、日本としてもサプライチェーン、バリューチェーンの強

化が不可欠な重要な地域である。

IMF（国際通貨基金）の予測によると表 2.2.1 に示すように ASEAN を含む新興市場国と発展途

上国（以下「新興国」とする）の経済成長率は日本や先進国・地域よりも高い。ASEAN の今後の

経済成長率は 5％台であるが、西のインドの方がさらに高い経済成長が見込まれている。また、表

2.2.2 に示すように新興国の貿易額の伸びも先進国・地域を上回ると予測されている。

このような新興国の経済成長と貿易の拡大を受け、表 2.2.3 に示すように Boeing 社は中国国内

（Domestic China）航空貨物需要についで、アジア域内（Intra-Asia）航空貨物需要が将来的にも大

きく伸びると予測している。

経済も貿易も航空貨物需要もこれからは新興国が伸びていくということを踏まえると、日本の空

港としてもこれら新興国市場への対応が重要であると言える。
表 2.2.1　GDP 成長率の予測

2016 年 2017 年推計 2018 年予測 2019 年予測
世界 3.2% 3.7% 3.9% 3.9%

先進国・地域 1.7% 2.3% 2.3% 2.2%

　　日本 0.9% 1.8% 1.2% 0.9%

新興市場国と発展途上国 4.4% 4.7% 4.9% 5.0%

独立国家共同体（CIS） 0.4% 2.2% 2.2% 2.1%

中国 6.7% 6.8% 6.6% 6.4%

インド 7.1% 6.7% 7.4% 7.8%

ASEAN 原加盟 5カ国 4.9% 5.3% 5.3% 5.3%

欧州新興市場国・発展途上国 3.2% 5.2% 4.0% 3.8%

ラテンアメリカ・カリブ諸国 -0.7% 1.3% 1.9% 2.6%

中東、北アフリカ、アフガニ
スタン、パキスタン

4.9% 2.5% 3.6% 3.5%

サブサハラアフリカ 1.4% 2.7% 3.3% 3.5%
資料：「IMF 世界経済見通し - 改訂見通し -」（2018 年、IMF（国際通貨基金））

表 2.2.2　貿易額（財およびサービス）成長率の予測

2016 年 2017 年推計 2018 年予測 2019 年予測
世界 2.5% 4.7% 4.6% 4.4%

先進国・地域 2.6% 4.1% 4.3% 4.2%

新興市場国と発展途上国 2.3% 5.9% 5.1% 4.8%

　資料：「IMF 世界経済見通し - 改訂見通し -」（2018 年、IMF（国際通貨基金））
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表 2.2.3　地域間航空貨物需要の予測
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表 2.2.3 地域間航空貨物需要の予測 

 

 
 
資料：Boeing 社 

 

 一方、梅崎氏の指摘によると、表 2.2.4 に示すように ASEAN各国とも ASEAN域内の航空貨物路

線の充実に加えて中国路線の拡充が著しく、日本はかなり遅れを取っている状況にある。

表 2.2.4　ASEAN 発便貨物容量への寄与率（2007 － 2017 年）
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表 2.2.4 ASEAN 発便貨物容量への寄与率（2007－2017 年） 

 

From/To ブル
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ンマ
ー

フィ
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ン

シ
ンガ
ポ
ー
ル

タイ ベ
トナ
ム

AS
EA
N

中
国

⽇
本

韓
国

⽶
国

UA
E

ブルネイ 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

カンボジア 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.2% 0.8% 0.4% 1.6% 0.9% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0%

インドネシア 0.1% 0.0% 22.4% 0.0% 0.8% 0.0% 0.0% 1.3% 0.3% 0.1% 25.0% 0.9% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0%

ラオス 0.0% 0.1% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.5% 0.2% 1.5% 0.3% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0%

マレーシア 0.0% 0.1% 0.7% 0.0% 4.1% 0.1% -0.1% 0.9% 0.4% 0.5% 6.7% 1.4% 0.0% 0.0% -0.1% -0.1%

ミャンマー 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 11.2% 0.0% 0.4% 0.8% 0.1% 12.6% 0.2% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0%

フィリピン 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.1% 0.0% 3.1% 0.5% 0.0% 0.0% 3.5% 0.4% 0.3% 0.4% 0.0% 0.1%

シンガポール 0.1% 0.2% 1.3% 0.2% 0.9% 0.4% 0.5% 0.3% 0.8% 0.5% 5.0% 1.1% 0.4% 0.0% -0.4% 0.0%

タイ 0.0% 0.8% 0.3% 0.5% 0.4% 0.8% 0.0% 0.7% 9.1% 0.6% 13.2% 4.9% 0.0% 0.2% -0.1% 0.3%

ベトナム 0.0% 0.5% 0.0% 0.2% 0.4% 0.1% 0.0% 0.5% 0.5% 4.0% 6.2% 1.5% 0.3% 0.8% 0.0% 0.3%

ASEAN 0.1% 1.7% 24.8% 1.5% 6.6% 12.5% 3.5% 5.1% 13.1% 6.5% 75.4% 11.8% 1.2% 1.7% -0.6% 0.8%

（出所）OAGデータベースに基づき報告者作成。

 
資料：第 4 回研究会梅﨑創氏講演資料 
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サプライチェーン、バリューチェーンのグローバル化が進んだ現在の産業は当然のように国をま

たぐ構造となっている。また、対共産圏を含めて様々な面での自由化がますます進んでいる。その

ような中、数ある空港の中から日本の空港を選んでもらい、東南アジアを初めとした新興市場国と

の航空輸送を強化するためには、日本企業や日本の空港は自分たちのやり方を相手国にモディファ

イすることが必要であると考えられる。

例えば、港湾分野ではあるが、台湾の高雄港は、相手サイドに入り込み、相手港の整備や運営な

どを踏まえて相手流に自港のサービスをカスタマイズして港湾間競争に勝とうとしている。東南ア

ジアの関係が長い台湾でもそれくらい工夫しなければ競争に伍していけないとのことである。これ

は港湾の話ではあるが、同じ物流の話であり、空港も同様のことが言えると考えられる。

つまり、日本流を相手に提供するのではなく、日本のやり方を相手のやり方に合わせてカスタマ

イズして合わせることであり、今後の空港のあり方の 1つとして、新興国市場を念頭に相手サイ

ドが使いやすい航空貨物輸送サービスが提供される空港の設計・形成が考えられる。
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2.3　今後の研究課題

（1）2017 年度研究会で得られた知見

2017 年度研究会では、6名の有識者の講演と討論を通じアジアを中心とした航空輸送の現状に

ついて整理し、中国や東南アジアでの Eコマースの進展とインテグレーターの取扱増、ASEAN の

航空貨物輸送量の急増と単一市場化への流れなどの報告から、航空貨物輸送の今後の方向性として、

越境 Eコマースや新興国市場が重要なマーケットであることを抽出した。

これら有望なマーケットを取り込むためのわが国の空港のあり方として、越境 Eコマースへの

対応については、空港はバリューチェーンを形成するノードの 1つであることから、そこで貨物

の価値（バリュー：時間、費用、品質など）を損ねないこと、可能であれば価値を付加（例：貨物

のリアルタイム位置情報、到着予定情報など）できることがポイントである。新興国市場への対応

については、数ある空港の中から日本の空港を選んでもらうため、日本流ではなく相手国のやり方

に合わせた航空貨物輸送サービスを提供することがポイントである。

（2）今後の研究課題

これらのポイントに対しては、諸手続の電子化・ワンストップ化や相手国・機上における事前手

続きなどによる貨物版ファストレーンの実現、Sea & Air や Air & Rail も含むトランジットや空港

アクセス・イグレスの強化など様々な対応が考えられる。

日本の各関係機関・団体・民間企業などにおいても既に国際航空貨物輸送の改善に向けて様々な

取り組みが進められている。

今後の研究課題としては、日本の各関係機関・団体・民間企業などの国際航空貨物輸送の改善に

向けた取り組みと課題について検討する。

世界的な航空貨物サービスレベルを有する海外諸空港の現状と取り組みについて調査を行うこと

で、わが国の国際航空貨物輸送サービスと空港のあり方について検討する。
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１．研究会の開催概要
研究会名　　航空貨物輸送の今後の展望を探る研究会
研究会主査　竹林幹雄　氏（神戸大学大学院教授）
2017 年度開催日時とテーマ・講師等

回 日　時 テーマ 講　師
参加
人数

第
１
回

2017 年
10 月 27日（金）
15:00 〜 17:00

研究会の開催趣旨 竹林 幹雄　氏
　神戸大学大学院教授

53名
国際航空貨物輸送の全体的な動
向

池上 寛　氏
　日本貿易振興機構

アジア経済研究所

第
２
回

2017 年
11 月 21日（火）
15:00 〜 17:00

航空貨物と付加価値〜航空貨物
を生み出す視点〜

花岡 伸也　氏
　東京工業大学准教授

56名
欧米系インテグレーターのアジ
ア市場戦略

小島 末夫　氏
　前国士舘大学教授

第
３
回

2017 年
12 月 14日（木）
15:00 〜 17:00

中国おける航空貨物とＥコマー
スの動向

林 克彦　氏
　流通経済大学大学院教授

35名
韓国における航空貨物輸送と
LCC の現状

渡部 大輔　氏
　東京海洋大学准教授

第
４
回

2018 年
1月 26日（金）
15:00 〜 17:00

ASEAN における航空貨物の動
向

梅﨑 創　氏
　日本貿易振興機構

アジア経済研究所 36名

2017 年度まとめ 竹林 幹雄　氏
　神戸大学大学院教授

※1）本研究会はメンバー制ではなく、どなたでも参加可能な形式で開催した。
※ 2）研究会の会場は大阪キャッスルホテル

２．講演抄録（講演順）
・「国際航空貨物輸送の全体的な動向」
	 池上　寛　氏（日本貿易振興機構アジア経済研究所）………………………………資 - 2
・「航空貨物と付加価値〜航空貨物を生み出す視点〜」
	 花岡伸也　氏（東京工業大学准教授）…………………………………………………資 - 8
・「欧米系インテグレーターのアジア市場戦略」
	 小島末夫　氏（前国士舘大学教授）……………………………………………………資 -20
・「中国おける航空貨物とＥコマースの動向」
	 林　克彦　氏（流通経済大学大学院教授）……………………………………………資 -27
・「韓国における航空貨物輸送と LCC の現状」
	 渡部大輔　氏（東京海洋大学准教授）…………………………………………………資 -36
・「ASEANにおける航空貨物の動向」
	 梅﨑　創　氏（日本貿易振興機構アジア経済研究所）………………………………資 -46
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2017 年度 第 1 回 航空貨物輸送の今後の展望を探る研究会
と　き　2017 年 10 月 27（金）15：00〜 17：00
ところ　大阪キャッスルホテル 6階　鳳凰 ･白鳥の間

「国際航空貨物輸送の全体的な動向」
　講演
　　日本貿易振興機構アジア経済研究所
　　池上 寛

◇はじめに
皆さん、こんにちは。ジェトロ・アジア経済
研究所の池上と申します。私は現在、台北の商
業発展研究院という、サービス業に特化した、
政府中心に産官学で 10年前に設立された研究
院で台湾の国際物流等について調査を進めてお
ります。
はじめに世界的な情勢をみますと、グローバ
ル化が進み、国際分業が構築されています。ジャ
スト・イン・タイムや、サプライチェーン・マ
ネジメントという高度な物流体制を構築されて
いる現況におきまして、航空輸送による高速輸
送が重要視されています。特に東南アジア、東
アジアを中心に国際分業が活発になっている現
状がございます。

◇航空貨物輸送とは
航空貨物の発生要因について、主に 8点挙
げられます。
1つ目が、陸上輸送が物理的に困難という場
合。2つ目が、高価格商品で運賃負担能力があ
るもの。3つ目に、クレーム、納期遅れなどを
カバーして、早急に顧客の要望に応えなければ
ならないもの。一昨年、アメリカで港湾の労働
争議が起こって、それに対応するために、某ファ
ストフード店で冷凍フライドポテトを急遽航空
貨物で輸送されたとかいうのが 1つ当てはま
ると思います。4つ目は、商品価値、コスト関
連での時間の要素が重要視されている場合。5
つ目は、商品の性質から振動、衝撃などを避け
る場合。6つ目は、急激な需要の伸びで供給が

追いつかない場合。7つ目は、各種部品や商品
の継続的補給が必要な場合。8つ目は、国際分
業での工程間生産物流の手段として使用する場
合です。
航空貨物輸送のメリットは、ロジスティクス
全般（投下資本、人件費、保管、包装、保険など）
でのコスト低減を図ることができる、短期間で
の輸送が可能であることが挙げられます。その
他に、競争力の保持と市場の拡大、高速性を生
かして顧客の確保ができることです。また、梱
包包装費と流通費の節減が可能です。航空貨物
は運送中の安全度が高いため最小限の包装で輸
送が可能なためです。また、他の輸送方法に比
べて損傷、紛失、盗難などの事故に遭う危険性
が低く保険料も安いことが挙げられます。しか
しながら、国の状況によっては必ずしもこのメ
リットを享受できるとは限らないということは
指摘しておかなければなりません。
航空貨物輸送に適しているものは、グローバ
ルな生産体制に組み込まれた部品、仕掛け品、
半製品、完成品のロジスティクスに全面的に利
用されたものです。それ以外に、輸送時間に制
限がある生鮮品や、医薬品、修繕用部品、流行品、
商品見本、緊急物品、商業書類などです。高価
な物品である貴金属、貴金属製品、真珠、カメラ、
時計、美術品、毛皮といったもの、あとは、破
損しやすい精密機械器具、コンピューター、光
学機器が該当します。商品サイクルが速く、モ
デルチェンジが盛んな製品も航空貨物輸送に適
していると言えます。

◇航空貨物輸送の概況
まず、日本の国際航空貨物の状況を財務省の
貿易統計から計算して取り上げてみました。
日本からの輸出について、相手国の上位は、
アメリカ、中国、韓国、台湾、香港、タイ、シ
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ンガポール、ドイツ、オーストラリア、イギリ
スが上位 10カ国・地域であり、そのうち航空
貨物がどのくらいの割合を占めているかという
と、例えばアメリカでしたら約 3兆 2,900 億
円で、大体 23％です。上位 10 カ国で見ます
と 49 兆 5,000 億円のうち 16 兆円、世界全体
ですと 70 兆円のうちの約 3割弱である 20 兆
円が航空貨物です（図表 1）。

日本の国際航空貨物の状況

全世界の輸出向け航空貨物のうち，上位10カ国・地域が8割
オーストラリアを除いて，輸出全体の20%以上が航空貨物

台湾，香港，シンガポール，ドイツ，英国の割合が比較的高
い

順位 国・地域名 全輸出額 うち航空貨物 割合

1 アメリカ合衆国 14兆1429億 3兆2898億 23.3%
2 中華人民共和国 12兆3614億 3兆7507億 30.3%
3 大韓民国 5兆204億 1兆4422億 28.7%
4 台湾 4兆2677億 2兆496億 48.0%
5 香港 3兆6515億 2兆3475億 64.3%
6 タイ 2兆9744億 7386億 24.8%
7 シンガポール 2兆1546億 1兆1482億 53.3%
8 ドイツ 1兆9171億 9290億 48.5%
9 オーストラリア 1兆5321億 2412億 15.7%

10 英国 1兆4834億 6180億 41.7%
上位10か国・地域 49兆5055億 16兆5548億 33.4%
全世界 70兆358億 20兆830億 28.7%

（出所）財務省貿易統計ウェブサイトより筆者計算。

表1　日本の輸出上位10カ国・地域

図表 1　日本の輸出上位 10 カ国・地域

輸入は、若干順位が変わっています。中国、
アメリカ、オーストラリア、韓国、台湾、ドイ
ツ、タイ、サウジアラビア、インドネシア、ア
ラブ首長国連邦（UAE）が上位の輸入の相手国
であり、全輸入貨物 66 兆円のうち約 63％で
ある43兆 4,500億円余りがこの上位10カ国・
地域で占められています。この中でも、アメリ
カが 52.5％、台湾も 59.3％、ドイツが 45.7％
で、これらの国・地域からの輸入における航空
貨物の割合が非常に高いということが言えます
（図表 2）。

全世界の輸入航空貨物のうち，63%が上位10カ国・地域

アメリカ，台湾，ドイツの割合が高い一方，オーストラリア，サウジ
アラビア，アラブ首長国連邦の割合が非常に低い（原油など天然
資源の輸入が中心のため）

航空貨物は輸出額が輸入額を上回る

順位 国・地域名 全輸入額 うち航空貨物 割合

1 中華人民共和国 17兆190億 4兆3806億 25.7%
2 アメリカ合衆国 7兆3221億 3兆8411億 52.5%
3 オーストラリア 3兆3211億 557億 1.7%
4 大韓民国 2兆7221億 5178億 19.0%
5 台湾 2兆4953億 1兆4805億 59.3%
6 ドイツ 2兆3945億 1兆954億 45.7%
7 タイ 2兆1897億 4258億 19.4%
8 サウジアラビア 2兆1249億 15億 0.1%
9 インドネシア 1兆9889億 1053億 5.3%

10 アラブ首長国連邦 1兆8802億 42億 0.2%
上位10か国・地域 43兆4576億 11兆9079億 27.4%
全世界 66兆420億 18兆7588億 28.4%

(出所）表1に同じ。

表2　日本の輸入上位10カ国・地域

図表 2　日本の輸入上位 10 カ国・地域

全体を通じて見ますと、航空貨物自体は輸出
額が輸入額を超えているのが現状です。
続いて世界的な動向を見ますと、2000 年、

2001 年が IT 不況、あるいはリーマンショッ
クのあった 2007 年から 2008 年は減少し、
2008 年と 2009 年はほぼ同じで頭打ちの状況
です。2010 年以降は上昇に転じており、基本
的には一貫して増加傾向にあると言えます。
このうち、国内航空貨物は、2000 年に 1,100
万トンだったのが、今 1,800 万トンから 1,900
万トンで約 700 万トン増加している一方で、
国際航空貨物が 2000 年に 1,900 万トンだっ
たのが 2016 年には 3,430 万トンで国内航空
貨物以上に伸びているということで、2000 年
代に入って以降、国際航空貨物が大きく増加し
てきていることが言えます（図表 3）。

２．航空貨物輸送の概況

航空貨物取扱量全体

2000年以降，基本的には
一貫して増加傾向

国内航空貨物

この間，約700万トン増加

国際航空貨物

17年間で1500万トン増加

（2000年：1880万トン

→2015年3430万トン）

★航空貨物取扱量の変化

図表 3　航空貨物取扱量の変化（2000 〜 2016 年）

航空貨物輸送量（トンキロメートル）で見
ますと、2000 年に 1,000 億トンキロメートル
だったのが 2010 年以降は 1,600 億トンキロ
メートルを超え、2016 年には 1,800 億トンキ
ロメートルに近くなってきています（図表 4）。
2001 年は同時多発テロもあったのですが、
IT 産業で成り立っている台湾が戦後初めてマ
イナス成長したのが 2001 年ですので、台湾で
はどちらかというと同時多発テロよりは IT バ
ブル崩壊で減ったと言われています。同時多発
テロあるいは IT 不況と、リーマンショックに
端を発する世界金融危機による一時的な落ち込
みが、重量よりはトンキロメートルで顕著に出
ているということです。これは恐らく遠距離の、
遠ければ遠いほど貨物があまり運ばれなかった
ということが言えると思います。
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地域別航空貨物の取扱量の動きで見ていきま
す。これは IATA に加盟している航空会社の提
出資料ですので、データとしては捕捉率 90％
未満です。アジア太平洋地域では 2005 年に
1,100 万トンだったのが、2015 年には 1,300
万トンまで増加しています。全体的にどの地域
も伸びてはいますが、アジア太平洋地域が概し
て増加しています。次いで多いのはヨーロッパ
地域ですけれども、アジア太平洋地域との航空
貨物取扱量は倍近い差ということで、やはり航
空貨物は基本的にはアジアを中心に展開がなさ
れていると言えます（図表 5）。
アジア地域と主要地域の航空貨物輸送につい
て言えることは、アジア域内、アジア＝北米
地域、アジア＝ヨーロッパ地域、アジア＝中
東、アジア＝南西太平洋で足し上げていきます
と、2000 年に 500 億トンキロメートルだっ
たのが 2015 年には 1,084 億トンキロメート
ルにまで増加していることです。これは全体の
1,800 億トンキロメートルのうち 60％を占め
ており、アジア地域が多く関係していると言え

ます。かつアジア域内
が、2000 年 が 68 億
トンキロメートルだっ
たのが 2015 年には
177 億トンキロメー
トルで、約 3 倍にま
で増加しています。
路線別航空貨物取扱
量では、2000 年には
北アメリカ＝ヨーロッ
パが一番多かった一
方、アジア域内の取扱量

が急増していることによって、アジアの航空貨
物による輸送が活発化してきていると言えます
（図表 6）。
次に空港別の貨物取扱量を見ていきます。
2005 年では、香港が 1番、成田が 2番目に取
扱貨物量が多かった。そして、仁川、アンカレッ
ジ、フランクフルト、シンガポール、台湾の中
正と続きます。中正国際空港は 2006 年に台湾
桃園国際空港と名称を変更しています。2016
年までの間、香港は世界で最大の航空貨物の
取扱空港を維持しています。仁川も 260 万ト
ンの取扱量がありますが、実は 2010 年から
2016 年の間はほとんど頭打ちです。あと、上
海の浦東空港は急増しており、今後ここが中心
になり得ます。その理由としては、インテグレー
ターが浦東空港に地域ハブを置いているためで
す。
成田空港が実は減少傾向で、223 万トンで
あったのが 212 万トン、さらには 210 万トン
を切り始めて、速報値で見ると台湾の桃園空
港とほぼ同じになってきています。今のとこ

★航空貨物輸送量の変化

（2000年以降の主な変化）
●2000年：1016億トンキロメートル⇒2010年以降1600億トンキロメートルを維持
●2001年の米国同時多発テロ，2009年は前年のリーマンショックに端を発する世
界金融危機による一時的な落ち込み
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図2 国際航空貨物輸送量の変化

（出所） 図1に同じ。

IATA（国際航空運送協会）のデータによると，最も多くの貨物を取
り扱っていたのは，アジア太平洋地域

アジア太平洋地域では，前年比で減少した都市もあるが，概し
て増加の傾向

次いで多いのがヨーロッパ地域（2009年除く）であるが，その取
扱量では，アジア太平洋地域が圧倒

地域別航空貨物取扱量の動き

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年
アジア太平洋地域 1099.0 1160.0 1220.0 1145.2 1020.3 1261.4 1186.7 1219.0 1226.1 1297.3 1310.3
ヨーロッパ地域 629.2 664.9 669.3 658.9 514.6 570.1 647.1 698.8 732.0 789.3 775.1
北米地域 565.5 603.7 622.2 601.9 518.6 502.1 495.7 527.6 524.2 567.8 565.0
中東地域 228.9 249.8 350.8 310.9 358.9 376.3 395.7 453.6 490.6 530.2 589.0
ラテンアメリカ地域 65.0 62.8 65.3 79.9 69.2 96.2 102.4 110.9 114.8 133.2 133.5
アフリカ地域 39.7 45.3 32.8 37.0 37.6 61.6 62.2 65.4 65.4 73.8 72.6

表3　地域別航空貨物取扱量（2005～2015年）

（注）　IATA加盟航空会社の提出資料であり，データ捕捉率は90%未満。

（出所）　IATA（各年版）"World Air Transport Statistics"より筆者再計算。

（単位：万トン）

図表 4　航空貨物取扱量の変化

図表５　地域別航空貨物取扱量（2005 〜 2015 年）
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の取り扱いが非常に増加しています。FedEx が
2000 年に 133 万トン扱っていたのが、2015
年には2位になりましたが190万トン取り扱っ
ています。その意味で、インテグレーターが航
空貨物輸送の中心的存在になっています。
アジアについて見ますと、90 年代いわゆる
アジア NIEs と呼ばれた韓国、台湾、香港、シ
ンガポールの航空会社が上位にランキングされ
ています。韓国の大韓航空、台湾のチャイナ
エアライン（中華航空）、香港のキャセイパシ
フィック、シンガポール航空の 4航空会社が
2005 年以降には上位 10 位に入ってきていま
す（図表 8）。３．航空貨物輸送を担う航空会社の状況

■国際航空貨物の場合

2000年の上位にランクさ
れた先進国の航空会社
は2005年以後，見当た
らず

FedEx社とUPS社のインテ
グレーターと呼ばれる航
空会社の取扱量が多い

アジアでは，アジアNIES
の航空会社が上位にラ
ンク

近年は中東系航空会社
による国際航空貨物取
扱量が著しく増加

表6 国際航空貨物取扱量上位10航空会社 （単位：万トン）
2000年 2005年

順位 航空会社名 国籍 取扱量 航空会社名 国籍 取扱量

1FedEx社 アメリカ 132.9FedEx社 アメリカ 167.1

2ルフトハンザ航空 ドイツ 106.7ユナイテッド航空 アメリカ 139.4

3大韓航空 韓国 98.4チャイナエアライン 台湾 134.4

4シンガポール航空 シンガポール 96.8大韓航空 韓国 126.6

5キャセイパシフィック航空 香港 76.9シンガポール航空 シンガポール 121.4

6ブリティッシュ・エアウェイズ イギリス 72.2UPS社 アメリカ 117.1

7UPS社 アメリカ 69.4キャセイパシフィック航空 香港 111.8

8エアフランス フランス 67.6ルフトハンザ航空 ドイツ 110.2

9日本航空 日本 64.1エミレーツ航空 UAE 92.6

10ＥＡＴ社 ベルギー 55.2エバー航空 台湾 84.4

上位10社計 840.2 上位10社計 1,205.0

2010年 2015年

順位 航空会社名 国籍 取扱量 航空会社名 国籍 取扱量

1FedEx社 アメリカ 196.5エミレーツ航空 UAE 245.4

2エミレーツ航空 UAE 177.7FedEx社 アメリカ 190.6

3大韓航空 韓国 166.1キャセイパシフィック航空 香港 155.8

4UPS社 アメリカ 158.0カタール航空 カタール 146.6

5キャセイパシフィック航空 香港 157.9大韓航空 韓国 145.8

6チャイナエアライン 台湾 134.7UPS社 アメリカ 145.7

7ユナイテッド航空 アメリカ 129.8チャイナエアライン 台湾 130.6

8シンガポール航空 シンガポール 114.9シンガポール航空 シンガポール 108.4

9ルフトハンザ航空 ドイツ 103.7ルフトハンザ航空 ドイツ 93.9

10エバー航空 台湾 85.0エティハド航空 UAE 90.4

上位10社計 1,424.3 上位10社計 1453.2

（出所）表3に同じ。

（注）EAT社は2010年にDHL社の傘下に入る。

図表 8　国際航空貨物取扱量上位 10 航空会社（単位：万トン）

航空会社についてもう 1つ取り上げなけれ
ばならないのが、近年、中東系の航空会社が
取扱量を非常に増やしてきていることです。
2000 年には中東系の会社は入っていなかった
のですが、2005 年にエミレーツが初めて 9番
目に入りました。それでも当時は 92万トン余
りしか取り扱っていなかったのが、2010 年に
は 2 位で 177 万トン、2015 年にはエティハ
ドとかカタールといった航空会社も入ってきて
います。2010 年以降、航空会社の動きは大き
く変わってきており、それがまだ続いているの
が現状です。恐らくこれからは中国系が多く
入ってくるのではと考えられますが、今後 10

◇航空貨物輸送を担う航空会社の状況
次に、貨物を輸送している航空会社の状況を
見ていきたいと思います。
2000 年には、FedEx、ルフトハンザ、大韓、
シンガポール、キャセイ、ブリティッシュ、
UPS、エアフランス、JAL、EAT といった航空
会社が上位に入っていました。EAT は 2010 年
に DHL 社の傘下に入っています。2000 年に
上位にランクされていた先進国の航空会社がラ
ンクから外れていく一方で、FedEx と UPS、イ
ンテグレーターと呼ばれるところの航空貨物

ろ 200 万トン取り扱っているのが、2016 年
の速報値でいうと香港、仁川、ドバイ、上海浦
東、成田、台湾の桃園の 6空港で、2010 年は
7つあったのが 6つに減っていますので、若干
の貨物の集中化ということも言えると思います
（図表 7）。

アジア地域と主要地域の航空貨物輸送

• 航空貨物輸送量全体：15年
間で倍の水準に

• 中でもアジア地域が関係する
輸送量は2000年の507.7億ト
ンキロメートルから1084.8億
トンキロメートルになり，大きく
増加，60％以上はアジア地
域が関係する輸送

• 航空貨物取扱量全体：1000
万トン増加

• 2000年の最大の取扱量は北

アメリカ＝ヨーロッパ（北大西
洋）地域であったのが，アジア
域内の取扱量が急増⇒アジ
ア域内での航空貨物による
輸送が活発化

2000年 2005年 2010年 2015年
<航空貨物輸送量>（億トンキロメートル）

アジア域内 68.1 137.8 139.3 177.4
アジア=北米地域
（北中太平洋）

177.3 309.4 280.7 383.2
アジア=ヨーロッパ地域 218.6 300.0 294.7 259.9
アジア=中東 16.7 37.0 61.7 111.0
アジア=南西太平洋 27.0 39.5 40.9 53.3

アジア：小計 507.7 823.7 817.3 1084.8
北アメリカ=ヨーロッパ（北大西洋） 183.1 178.5 165.0 181.5
ヨーロッパ域内 24.1 25.1 10.8 30.2
北アメリカ域内 3.9 2.8 7.9 -
国際航空貨物：全体 903.3 1235.0 1309.5 1805.2
アジアが占める割合（%） 56.2% 66.7% 62.4% 60.1%

2000年 2005年 2010年
<航空貨物取扱量>（万トン）

アジア域内 210.4 586.6 584.0
アジア=北米地域
（北中太平洋）

225.9 459.9 296.4
アジア=ヨーロッパ地域 253 345.1 355.9
アジア=中東 31.8 83 136.9
アジア=南西太平洋 44.1 54.6 58.0

アジア：小計 765.2 1,529.2 1,431.2
北アメリカ=ヨーロッパ（北大西洋） 276.4 294.1 282
ヨーロッパ域内 141.4 216.3 77.8
北アメリカ域内 31.7 20.5 21.7
国際航空貨物：全体 1,546.2 2,449.9 2,531.9
アジアが占める割合（%） 49.5% 62.4% 56.5%

　　航空貨物取扱量の2015年値は不明。

表4　アジア地域と主要地域との航空貨物

（出所）　表3に同じ。

（注）　IATA加盟航空会社の提出資料であり，データ捕捉率は90%未満。

　　アジアと他地域の輸送の場合，両地域から輸送された貨物輸送量の合計を示す。

図表 6　アジア地域と主要地域との航空貨物★空港の動き

空港は航空貨物輸送の基点であり，アジア地域での航空貨物輸送
が中心であるため，空港もアジア中心に展開されている

実際，2016年では上位10空港のうち，6空港はアジア地域

ただし，成田空港のみ取扱量が減少傾向。仁川も頭打ちか？

（単位：万トン）

順

位 空港名 取扱量 空港名 取扱量 空港名 取扱量

1 香港（中国） 340.2 香港 413.1 香港 452.1
2 成田（日本） 223.3 仁川 263.4 仁川 260.3
3 仁川（韓国） 212.0 上海浦東 234.3 ドバイ 259.2
4 アンカレジ（米国） 197.6 ドバイ（UAE） 218.3 上海浦東 252.9
5 フランクフルト（ドイツ） 183.6 フランクフルト 214.9 成田 208.3
6 シンガポール（シンガポール） 183.4 パリ 214.2 台湾桃園 208.1
7 台湾中正（台湾） 169.2 成田 212.6 フランクフルト 198.6
8 パリ（フランス） 168.7 シンガポール 181.4 シンガポール 197.0
9 上海浦東（中国） 160.2 アンカレジ 178.7 パリ 191.2
10 アムステルダム（オランダ） 145.0 台湾桃園 175.3 アンカレジ 186.3
（出所）　IATA（各年版） "Worldwide Airport Traffic Statistics". ただし，2016年値は台

湾交通部ウェブサイト。なお，両資料とも原資料はACI(各年版）”Annual World Airport
Traffic Report。
（注）　台湾中正は2006年台湾桃園国際空港に名称変更。

表5　国際航空貨物取扱い上位10空港の比較

2005年 2010年 2016年（速報値）

図表 7　国際航空貨物取り扱い上位 10 空港の比較
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年でもまだ大きく動きは変わっていくと考えら
れます。
続いて、国内航空貨物について見ていきたい
と思います。アメリカ、中国は国土が大きいの
で、航空貨物が非常に利用されています。例え
ば 2000 年において、FedEx、UPS という二大
インテグレーターが約 600 万トン扱っていて、
この 2社が他社を圧倒しています。中国につ
いては、近年所得が上がってきていますので、
非常に購買力が上がっている。しかもそれを越
境 ECという形でやっています。もちろん国内
も多く、例えば、11月 11日が中華圏では「独
身の日」といわれ、その日に中国人たちは大量
に物を買います。これに伴って貨物、航空貨物
量がすごく上がる現象が起きるということです
（図表 9）。今後も国内線の航空貨物の取り扱い
も成長していく余地は十分に考えられます。表7 国内航空貨物取扱量上位10航空会社 （単位：万トン）

2000年 2005年

順位 航空会社名 国籍 取扱量 航空会社名 国籍 取扱量

1FedEx社 米国 380.6FedEx社 米国 529.4

2UPS社 米国 256.5UPS社 米国 302.5

3全日本空輸 日本 41.7中国南方航空 中国 63.0

4日本航空 日本 33.3日本航空 日本 44.9

5中国南方航空 中国 30.6中国国際航空 中国 42.0

6ユナイテッド航空 米国 29.6全日本空輸 日本 40.6

7大韓航空 韓国 29.2中国東方航空 中国 38.2

8デルタ航空 米国 27.7ユナイテッド航空 米国 25.1

9ノースウェスト航空 米国 24.1大韓航空 韓国 22.9

10アメリカン航空 米国 22.0デルタ航空 米国 22.4

上位10社計 875.3 上位10社計 1,131.0

2010年 2014年

順位 航空会社名 国籍 取扱量 航空会社名 国籍 取扱量

1FedEx社 米国 498.5FedEx社 米国 518.1

2UPS社 米国 292.9UPS社 米国 302.5

3中国南方航空 中国 83.3中国南方航空 中国 96.1

4中国国際航空 中国 62.5中国国際航空 中国 70.5

5中国東方航空 中国 52.7中国東方航空 中国 65.8

6日本航空 日本 43.7全日本空輸 日本 49.0

7全日本空輸 日本 41.9日本航空 日本 35.7

8ユナイテッド航空 米国 25.7海南航空 中国 34.3

9海南航空 中国 25.0ｶﾞﾙｰﾀﾞ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ航空 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 32.2

10深圳航空 中国 22.2深圳航空 中国 28.0

上位10社計 1,148.4 上位10社計 1,232.2

（出所）表3に同じ。

（注）ノースウェスト航空は2010年3月にデルタ航空に吸収される。

■国内航空貨物の場合

• 上位10位社の合計が2000
年の875.3万トンから2015
年の1232.2万トンに大きく
増加

• 上位2社はFedEx社とUPS社
のインテグレーターであり
，3位以下を圧倒

• 航空会社の国籍は米国，
日本，中国，韓国，ｲﾝﾄﾞﾈｼ
ｱの5カ国のみ

• 国土が大きい米国・中国，
島国の日本・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ，

• 中国の航空会社の台頭

⇒今後のさらに成長の可能性

図表 9　国内航空貨物取扱量上位 10 航空会社（単位：万トン）

◇航空貨物輸送の今後と課題
航空貨物輸送の今後と課題というところで、
既に言いましたが、国際航空貨物はアジアを中
心に展開がなされています。その一方で、成田、
シンガポールのチャンギ空港では頭打ちになっ
てきています。
インフラという意味におきまして見ていき
ますと、アジアの主要空港でほとんどが 4,000
メートル級の滑走路を複数運用しているのが現

状です。成田、桃園、チャンギの各空港では増
設の決定、あるいはそれに向けての議論が現在
進行しています。航空貨物を増やすことや、も
ちろん路線拡張のためにも滑走路の拡張が現在
進んでいます。滑走路の増設は人の移動に貢献
しますが、路線が増えることによって航空貨物
も集まるのも事実です。
そして、中国の動きもやはり考えなくてはな
らなりません。中国の航空産業は発展途上であ
ると言われています。規制産業でがんじがらめ
になっていて、中国ではさらに国有企業を中心
となっているため、参入は極めて限定されてい
ます。この状況はいつまで続くのか、国内貨物
輸送、それも経済発展とともにどうなっていく
かを考える必要があります。
それと、アジアにおける航空会社が航空貨物
に対してどういう戦略を立てているかが違って
います。例えば、JAL は破綻した影響もあり、
貨物機を全て売却しました。同様にタイ国際航
空も全て売却しています。シンガポールとか
チャイナエアラインは、現在の状況を基本的に
維持していく方針です。大韓航空とエバー航空
は、貨物専用機を発注してさらに航空貨物輸送
に力点を置く方針です。台湾を調べている関係
で、例えばチャイナエアラインとエバー航空は、
バランスシート上から見ると、収入の約 4割
を航空貨物で稼いでいます。チャイナエアライ
ンは元国営航空会社ですので、エバー航空と比
べて圧倒的に資本力を持つ中で現状維持をしよ
うとしています。その一方で、エバー航空は拡
張しようとしています。果たしてこれが台湾の
航空産業、航空貨物産業の輸送の部分にどうい
う影響を与えるかということも今後見ていく必
要があると思います。

◇関西国際空港の今後
最後に、関西国際空港の今後ということで、
これは私見ですが、述べさせていただきたいと
思います。
今後を考えると、1つはやはり 24 時間空港
を活かす貨物の集貨、航空会社の誘致が重要と
考えます。関空と伊丹と神戸が一体化したとい
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うこともありますし、大阪港とか神戸港からの
貨物、シー・アンド・エアというところも少し
考えていく必要があると思います。
積みかえ貨物の取り扱いについて、例えば台
湾は、1990 年代に政策的に輸出入中心の空港
から積みかえ貨物中心の空港に変わり、一気に
取扱量を増やしたという歴史があります。そう
いうのも 1つの参考になるのかなと思います。
また、地方、特に関西より西の貨物を集めるこ
とも重要と思います。
もう既に整備されていることも知っています
が、保冷が必要な医薬品、農産品、食品の取り
扱いをさらに拡充することも大切でしょう。日
台間貿易で重量別航空貨物を見ると、約 1割
が農産品、生鮮品です。台湾から日本へ来てい
るのはウナギ、近年はマンゴーが非常に増えて
きています。そういう貨物に対応していくのが
1つでしょう。
1990 年代から台湾は、当時は李登輝さんの
ときから国際物流に非常に注目してきて、李登
輝、陳水扁、馬英九、各政権がそれぞれ総合的

な物流政策を打ってきました。昨年政権交代で
就任した蔡英文総統は現時点で総合的な物流政
策はつくっていませんが、担当部署の経済部商
業司というところでは、台湾の中のコールド
チェーンとかをもっと力を入れていきたいし、
IC 化をさらに進めたいとのことでした。

◇おわりに
この 20 年間、今日取り上げた 2000 年代前
半から見ても、近年は ECなど国をまたぐ形で
一般の人々が簡単に購買できるという意味では
大きく変わってきています。その中で、関空は
もちろん企業の貨物を重要視するだけではな
く、個人の貨物を取り扱っていけるような体制
を整えていくのが望ましいと思います。これは
空港だけではなく企業の方々のお考えもあるか
と思います。このような状況下で、どのように
航空貨物を捉えるかが重要であろうと思いま
す。
以上で終わらせていただきます。ご清聴あり
がとうございました。
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2017 年度 第 2 回 航空貨物輸送の今後の展望を探る研究会
と　き　2017 年 11 月 21（火）15：00〜 17：00
ところ　大阪キャッスルホテル 7階　松・竹・梅の間

「航空貨物と付加価値
〜航空貨物を生み出す視点〜」　
　講演
　　東京工業大学准教授
　　花岡 伸也

◇はじめに
皆さま、こんにちは。IATA が最近、航空貨
物についてどのように考えているのかご紹介す
ることも兼ねて、「航空貨物と付加価値〜航空
貨物を生み出す視点〜」というタイトルに変更
させていただきました。本日のお話から何かヒ
ントを得ていただければと思っております。

◇ IATA レポート：
　「Value of Air Cargo Connectivity」
IATAが2017年に出版したレポートに「Value 
of Air Cargo Connectivity」があります。IATAが貨
物に力を入れていることがわかります。現状で、
ボリュームについては航空貨物の割合は低いけれ
ども、価値ベースでは世界で35％が航空で運ば
れており、1日当たり150億ドルが航空貨物輸
送です。また、トンベースでいくと実は重量自体
は増えていないのですが、トンキロは徐々に増え

ています。2012年以降、今も伸びております。
Strengths・Weaknesses・Opportunities・
Threats、つまり、強み、弱み、機会、脅威を表
すSWOT分析が経営学でよく用いられます（図
表1）。この指標で、航空貨物の強みとして、
Speed、Reliability、あと Security が挙げられて
います。弱みはOver-Capacity、供給過剰である
ということです。世界的に徐々にフレーターが
減っているのは、供給過剰が一因です。その一
方で、Opportunities は、今後どういう成長の機
会があるかということで、1番に出てくるのは
e-Commerce。さらに、Dronesがキーワードです。
経済成長も航空貨物輸送にとって機会といえま
す。脅威については、これは貨物だけでなく航空
全般ですけれども、テロや機内の火災があります。
近年、機内持ち込みのリチウム電池のチェックが
厳しいですが、火災予防のためです。

◇航空貨物需要の発生要因
航空貨物需要の発生要因ということで、七つ
の要因を挙げました（図表 2）。1999 年に出
版された木下氏の書籍からの引用です。
まだグローバル・サプライチェーンがそれほど
発達していなかった当時でも書かれていたのが、

8番目「現地での工場生産のため、
またはアフターケアが重要な商品
で各種の部品を継続的に補給しな
ければならない場合」、もう1つは
「国際的規模での商品の分業生産
を行う場合の工程間生産物流の手
段として利用する場合」。これは特
にスピードを要求される場合です。
生産工程の中で、スピードを要求
されればされるほど航空貨物が重
要になってくる。当時から木下氏
がグローバル・サプライチェーン

SWOT Analysis of Air Cargo

(c) Hanaoka, 2017 4

IATA (2017) IATA Air Cargo Strategy

図表 1　航空貨物輸送における SWOT 分析
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の重要性を見据えていたことがわかります。

航空貨物需要の発生要因
1. 海上輸送，陸上輸送が物理的に困難な場合．

2. 高価格商品で運賃負担力のある場合．

3. クレーム，納期遅れなどをカバーして早急に顧客の要望に応えなけれ
ばならない場合．

4. 商品価値，コストとの関連で時間の要素が重要視される場合．

5. 商品の性質から振動，衝撃，過度の取扱を避ける必要がある場合．

6. 新製品の販売に際しての初期市場占拠を図る場合．

7. 急激な需要の伸びに供給が追いつかない場合．

8. 現地での工場生産のため，またはアフターケアが重要な商品で各種の
部品を継続的に補給しなければならない場合．

9. 国際的規模での商品の分業生産を行う場合の工程間生産物流の手段
として利用する場合．＞グローバル・サプライチェーン

木下達雄（1999）国際航空貨物運送の理論と実際，同文館出版

(c) Hanaoka, 2017 5

図表 2　航空貨物需要の発生要因

90 年代後半に「グローバルバリューチェー
ン」という用語が登場しました。研究分野とし
てもここ数年注目され始めたもので、貨物の価
値がどのようにつながっているかという議論
が、今日のお話の 1つです。

◇グローバルバリューチェーン
アップル社でデザインされ、中国で組み立て
られた iPhone の利益構造の図を見ると、利益
の半分以上の 6割近くがアップル社に行って
います（図表 3）。
日本の企業の利益がほとんどないのは、一部
のパーツだけを作っているためです。また中国
は世界最大の iPhone 生産・輸出国ですけれど
も、その付加価値は中国にほとんど落ちていな
いということです。貿易額で単純に統計を見る
場合は、輸出額、特に製造業の輸出額が重要
で、それが経済成長に関係する一つの指標とし

て見てきたわけですが、輸出額だけでは自国経済
への影響を十分に理解できないことから、サプラ
イチェーン上の付加価値の大きさを見る、という
のがグローバルバリューチェーンの視点です。
古典的な国際貿易では、1国で中間財から完
成品までを製造し、貿易します（図表 4）。し
かし、例えばアパレルでは、デザインはイタリ
アで、裁断はイギリスで、縫製は中国で行い、
それぞれ分業体制ができています。しかも、生
み出している価値はそれぞれ異なります。そ
の価値をきちんと計測するのがグローバルバ
リューチェーンの考え方です。生産工程の中で
生まれた価値の流れに注目したもので、学術的
には色々なアプローチがあり、確固とした計算
方法が確立していないのが現状です。

(c) Hanaoka, 2017 7

猪俣哲史：グローバル・バリューチェーン（GVC）とは
http://www.ide.go.jp/library/Japanese/Publish/Download/Collabo/pdf/2017_aboutGVC.pdf

GVCとは「価値分配のグローバル・ゲームとして見た生産・消費の
ネットワーク」 （猪俣，2017）

生産工程の中で生まれた価値の流れに注目

図表 4　グローバルバリューチェーン

ボーイングのドリームライナーの製造では日本
も含め様々な国が携わっており、アメリカ1国で

はなし得ない。こうしたことが製造業
では一般的になりつつあります。価値
に注目するべきという考え方が高まっ
てきたわけです。
WTO（世界貿易機関）とジェトロ

（日本貿易振興機構）が共著で 2011
年に出したレポートには、グローバル
バリューチェーンと貿易の関係とし
て、左側がインプット、右側がアウト
プットを示した図が掲載されています
（図表 5）。国際需要、インフラ開発や
貿易政策、さらにFDIといった各国の

Global Value Chain (GVC)
グローバルバリューチェーン

(c) Hanaoka, 2017 6

Kraemer, Linden, and Dedrik (2011)

中国は世界最大の
iPhone生産国・輸出国

米国アップル社でデザインされ，中国で組み立てられた
iPhone 4の利益と費用の構造 (2010年)

ある国の財・サービスの総輸
出額シェアの大きさとその国
が獲得する付加価値の大きさ
は必ずしも連動しない．

清田耕造 http://www.rieti.go.jp/jp/columns/a01_0460.html

図表 3　グローバルバリューチェーンの一例
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インプットから、グローバルバリューチェーンと
国際貿易によって生み出されたものが、右側にア
ウトプットとしてあります。まずは中間財の増加
で、これは昨今、サプライチェーンを論じる上で
無視できない、注目すべき点です。また、Need 
for new statistical measuresと言うことで、どのよ
うにして新たに統計を計測するのか。使いやすい
のは産業連関表ですけれども、どのように新しい
解釈を加えていくのか。さらに、国内と地域間の
グローバルバリューチェーンのインパクトがどう
なるかにも注目する必要があります。GVCと国際貿易

(c) Hanaoka, 2017 9

WTO and IDE‐JETRO (2011) Trade patterns and global value chains in East Asia: From trade in goods to trade in tasks.

図表 5　グローバルバリューチェーンと国際貿易

グローバルバリューチェーンの計測方法は学
術的に現在進行形で、幾つかの流れがあります
（図表 6）。
規模の収穫逓増について着目したものとか、
生産者の異質性に注目したものがあります。最
も重要な論文が、左側にあるデューク大学の

Gereffi教授らのグループが2005年にまとめた
ものです。グローバルバリューチェーンを定義
し、それ以降、ほかの研究にも派生している状
況です。研究分野として発展途上ですが、付加
価値に注目しようという流れが研究者間でも共
有されていると言えます。
教科書レベルですけれども、付加価値とは何
か改めて説明すると、果物を生産者が生み出す
と、それを流通して小売店が売ることによって
新たに付加価値が生まれます（図表 7）。誰が
価値を生み出しているかを付加価値として計測
するものです。

11(c) Hanaoka, 2017

https://jp.ub‐speeda.com/analysis/archive/05/
11(c) Hanaoka, 2017

https://jp.ub‐speeda.com/analysis/archive/05/

図表 7　付加価値の概念

さらにわかりやすい例
として、原材料と加工品
と流通があり、それぞれ
が生み出した付加価値を
計算していくと、その国
内の総額が GDP になり
ます（図表 8）。グロー
バル・サプライチェーン
を通して生産される生
産物が、原材料、加工
品、流通と、それぞれの
付加価値がどの国で生み
出されているのかを見る
のがグローバルバリュー
チェーンの考え方です。

表 6　グローバルバリューチェーン研究の多様なアプローチ

GVC研究の多様なアプローチ

(c) Hanaoka, 2017 10

Dollar, D., Guilherme Reis, J. and Wang Z. ed. (2017) Measuring and analyzing the impact of GVCs on economic 
development, WB+IDE‐JETRO+OECD+UIBE+WTO.
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具体的に計算しているひとつの事例を示し
ます（図表 9）。ここでの数字は仮想数値です。
車を生産する際に、アメリカがエンジンをタイ
に輸出、またドアの一部はマレーシアからタイ
に輸出、最終的に自動車完成品をタイで生産す
るというものです。
Value Added、つまり付加価値が一番左側の
列で、仮想数値として 10、40、35、15 とい
う数値があります。タイで自動車を製造してい
るので Capital + labor や他の付加価値はタイで
生まれています。このように、ほかのパーツは
タイで生まれていますけれども、ドアはマレーシ

ア、エンジンはアメリカです。この結果、一番右
側の輸出額についてTraditional measureで計測す
ると、貿易統計上では、合計額100をタイが輸
出したとなりますが、付加価値ベースではタイ
が75になります。産業連関表は、この部分を分
けていますが、貿易統計でも分けて計算可能であ
り、これは一事例です。どこで付加価値を生んだ
のかを具体的に統計として使うのも、グローバル
バリューチェーンの試みの一つです。
グローバルバリューチェーンを考える上で無
視できないのは、スマイルカーブというもので、
英語では「Smiling Curve」と呼ばれています（図
表 10）。
台湾の acer の創業者である Stan Shih（スタ
ン・シー）氏のアイデアによって描かれたもの
で、intangible は無形、tangible は有形という
意味です。1970 年代は、アイデアを出す部分、
生産部分、マーケティングやアフターサービス
等の部分の付加価値はお互いにそれほど差があ
りませんでした。ところが、グローバルバリュー
チェーンが進んだ 2000 年代以降になると、研
究部門やデザインのようにアイデアを出す無形
の部分の価値が高まる一方で、有形の生産過程
の部分は労働力として賃金の安いところで生産
され、付加価値は以前よりも下がっています。
逆に、生産後のマーケティングやサービスの付
加価値は上がっており、ここに注力すべきとい
う考え方です。海外から製造業の生産工場を誘
致しても、自国に付加価値はあまり生まれてい
ないのではないかという考え方で、先ほどお示
しした iPhone の場合と同じです。スマイルカーブ (Smiling Curve)とGVC

(c) Hanaoka, 2017 14

Original idea from Acer’s founder Stan Shih (Taiwanese)

Dollar, D., Guilherme Reis, J. and Wang Z. ed. (2017) Measuring and analyzing the impact of GVCs on economic 
development, WB+IDE‐JETRO+OECD+UIBE+WTO.

スマイルカーブ (Smiling Curve)とGVC

(c) Hanaoka, 2017 14

Original idea from Acer’s founder Stan Shih (Taiwanese)

Dollar, D., Guilherme Reis, J. and Wang Z. ed. (2017) Measuring and analyzing the impact of GVCs on economic 
development, WB+IDE‐JETRO+OECD+UIBE+WTO.図表 10　スマイルカーブとグローバルバリューチェーン

12(c) Hanaoka, 2017

https://jp.ub‐speeda.com/analysis/archive/05/
12(c) Hanaoka, 2017

https://jp.ub‐speeda.com/analysis/archive/05/

GVC計測の一事例（仮想数値）

(c) Hanaoka, 2017 13

WTO and IDE‐JETRO (2011) 
Trade patterns and global value 
chains in East Asia: From trade 
in goods to trade in tasks.

GVC計測の一事例（仮想数値）

(c) Hanaoka, 2017 13

WTO and IDE‐JETRO (2011) 
Trade patterns and global value 
chains in East Asia: From trade 
in goods to trade in tasks.

図表 8　付加価値の合計

図表 9
グローバルバリュチェー

ン計測の一事例



資−12

◇グローバルバリューチェーンと航空貨物の関係性
次にグローバルバリューチェーンと航空貨物
との関係性です。こちらは IATA の 2016 年レ
ポートからです（図表 11）。GVCと航空貨物の関係性
Shepherd et al. (2016) 
Value of Air Cargo: Air Transport and Global Value Chains, IATA.

(c) Hanaoka, 2017 15

*ATRS 2017 Antwerp, 
Industry Keynote Speech 
Mr. Brian Pearce, Chief 
Economist, IATA, said
“Few research between trade 
and air transport”. 

“to examine the linkage between air cargo and GVC trade”
Transport is an important input into GVC and the important role of 
speed and reliability. Air transport is frequently an attractive 
option for parts and components with a high value to weight ratio. 

Shepherd, etal. (2016) 

図表 11　グローバルバリューチェーンと航空貨物の関係性

このレポートの目的は、”examine the linkage 
between air cargo and GVC trade”であり、航空貨
物とグローバルバリューチェーンに何らかの関係
性があることを各種統計から確認する試みです。
IATAはこのレポートで、エアカーゴを評価する
指標を新たに作りだした。おそらく、貨物の指標
を作成するのは、IATAにとって初めてだと思い
ます。先ほど示したSWOT分析にありますように、
Speedと Reliabilityがエアカーゴの強みで、それ
がグローバルバリューチェーン、特にhigh value 
to weight ratioと関連すると指摘しています。
棒グラフにおいて、1995 年と 2011 年のグ
ローバルバリューチェーン貿易と、ノングロー
バル・バリューチェーン貿易を比較しています。
国内で生産し、完成品をほかの国へ輸出するの
がオレンジのノングローバル・バリューチェー
ン貿易です。貿易額は当然増えていますけれど
も、この数値はエアカーゴのみで、青とオレン
ジが両方増えている中で、2011 年には割合と
してほぼ半々になり、エアカーゴにおけるグ
ローバルバリューチェーンの重要性が高まって
いることがわかります。
この IATA レポートでは、貿易円滑化にエア
カーゴが貢献するには何をすべきかがまとめら
れており、電子化の推進や single window が挙
げられています。single window は、税関、検
疫などのプロセスを一つの窓口で実施するシス

テムのことです（図表 12）。
Trade Facilitation Initiative for Air Cargo

(i) facilitation of electronic processing, 
through eAWBs and eFreight

(ii) implement “single window” 
processing

(iii) Coordinated border agency 
procedures to reduce duplicative 
controls

(iv) Implementation of risk 
management controls at border to 
combat illicit activities and facilitate 
compliant traders

(v) put in place processes to approve 
release of shipments in advance of 
their actual arrival.

(c) Hanaoka, 2017 29

Shepherd, etal. (2016) 

図表 12　貿易の円滑化に向けた航空貨物輸送での対策

また、reduce duplicative controls、つまり
二重チェックの削減も提案されており、同じ
ような確認プロセスは削減するべきというも
のです。さらに、risk management controls 
at border to combat illicit activities において、
illicit activities とは不正行為のことです。不正
行為と闘うために、例えば電子化によって賄賂
を撲滅する効果もあります。特に開発途上国で
の電子化は、国境で業務をしている役人によ
る賄賂収受の防止に非常に効果的です。最後
の advance release は、物資が到着する前にプ
ロセスを終えられるように手続を進めることで
す。これは航空会社からの要望と思いますけれ
ども、IATA が各国に要望している内容です。
以上が、グローバルバリューチェーンの概要
および IATA によるエアカーゴ取り組みの説明
になります。

◇シンガポールの航空貨物
今日の講師のきっかけとなったのは、ジェト
ロのアジア経済研究所の池上寛氏が編集した書
籍「アジアの航空貨物輸送と空港」で、シンガ
ポールの一章を担当したことによります。そこ
で、ここからは書籍の内容ご紹介します。
シンガポールは、ASEANで最大の航空貨物取
扱量を持つ国です（図表13）。チャンギ空港の
国際貨物取扱量はここ10年伸び悩んでいます。
ほかのASEAN諸国の中で、インドネシアは国内
貨物と国際貨物が取扱量で拮抗しています。取
扱量でいけば、シンガポールのチャンギ空港は、
2015年に世界で15番に位置づけられます。
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書籍を執筆中に分析して初めて気づいたこと
があり、取扱量と金額で、実は過去の傾向が大
きく異なります（図表 14）。
シンガポールの場合、輸出と輸入の大小関係
さえ逆転しており、取扱量を示す重量ベースで
は輸入が輸出を上回っていますが、金額ベース
では輸出が輸入より上になっています。なぜこ
のようなことが起きているのか、これはあくま
で私の推察ですけれども、シンガポールは、実
は物を移動させるトランジット機能だけでな
く、加工貿易国でもあり、輸入貨物は部品や原
材料系が多い。そして国内で加工した後、高付

加価値な完成品を輸
出している可能性が
大きいと考えてお
り、このような逆転
現象が起きていると
推察しています。重
量と金額の両方の数
値を見ることによっ
て、その国の産業構
造の一端が理解でき
ることに気づき、そ
れによって、本日前
半に説明したグロー
バルバリューチェー
ンの重要性にも気づ
きました。
前述のように、重
量ではシンガポー
ルは2006年以降か
ら停滞しています。
2010年に少し増えて
いますが、基本的に
は伸びていない。金
額でも2012年以降、
輸出は停滞気味です
が、全体的には2000
年から見れば伸びて
います。航空貨物は
付加価値が高い物資
を運びますので、そ

の意味でも金額に注目することは大切です。
チャンギ空港は、チャンギ・イーストというプ
ロジェクトを実施中で、2020年代後半には第3
滑走路を運用開始します（図表15）。軍用として
利用されている3番目の滑走路を、民間に開放
するのです。中央でT字型になっているのが第5
ターミナルです。第5ターミナルは、そこだけ
で5,000万人の旅客数を処理できるという大容量
の空港となります。
現滑走路の一番奥の、北側にあるのがカーゴエ
リアです。カーゴエリアについては、SATSとい
うターミナル会社が6つのターミナルを持って

シンガポールの航空貨物
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図6‐1 ASEAN各国の国際・国内航空貨物取扱量（2014）

（出所） ACI （2015）より筆者作成。
（注） 国名後の数字は，国際あるいは国内航空貨物輸送実績のあった空港数。

2015年航空貨物取扱量 [単位：t]

上位20空港（国際・トランジット・国内合計）

ACI Airport Statistics Infographics
http://www.aci.aero/Data‐Centre/Airport‐Statistics‐Infographics 

• ASEAN最大の航空貨物取扱量
• チャンギ空港の航空貨物取扱量は2006年以降伸び悩み

[単位：万t]

30(c) Hanaoka, 2017貨物取扱量と輸送金額の傾向の違い

• 輸出と輸入の上下関係が異なる。加工貿易立国のため，輸入貨物は材料や部品が中心
で，輸出貨物よりも金額当たり重量が重い（輸出貨物の単価が輸入貨物よりも高い）。

• 貨物取扱量と輸送金額で推移の傾向が異なる。
輸出：取扱量は2006年以降停滞も，金額は2006年以降も伸びている。
輸入：取扱量は2012年にピークも，金額は緩やかに伸び続けている。
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図6‐2 シンガポールの国際航空貨物輸送金額の推移
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図6‐3 シンガポールの国際航空貨物取扱量の推移

（出所）IHS Global Insightより筆者作成

注：取扱量にトランジット貨物は含まれていない

（単位：万t）

31(c) Hanaoka, 2017

図表 13　シンガポールの航空貨物（1）

図表 14　シンガポールの航空貨物（2）
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おり、そのほかにロジスティクスパークがありま
す。SATSはCool Portを運用しています。アジア
経済研究所の研究会から予算をいただき、2015
年にチャンギ空港に見学に行ったときに中を見せ
ていただきましたが、細かく温度調節できる区画
が複数あります。ほかの空港でも最近増えている
とは思いますけれども、細かい温度調節がCool 
Port の売りだそうです。SATSのほかにも、エミ
レーツ系のdnataが運用する貨物ターミナルがあ
り、2社がチャンギ空港内で競合しています。欧
米系のインテグレーターであるDHLも、東南ア
ジアの基地をここに持っています。
次にエアラインとして、シンガポール航空は、
子会社であるシルクエアやスクートのベリース
ペースも含めて全体的に統合して運用すること

チャンギ空港 Changi East

（出所） Changi East 
http://www.changiairport.com/corporate/p
artner‐us/changi‐east.html

• 軍専用の第3滑走路を
民間航空に開放。

• 2020年代後半に完成
予定。

• 第5ターミナル（旅客処
理能力年5000万人），
工業団地等。

航空貨物センター
ロジスティクスパーク
• 貨物センター8ターミナル
• SATS 6ターミナル
• SATS ‐ Cool Port
• dnata
• 欧米系インテグレーター

の東南アジアの拠点

（出所）Changi Airport Group

(詳細 p.200‐201)
32(c) Hanaoka, 2017

シンガポール航空カーゴ社

• シンガポール航空グループ会社全体の航空貨物マネジメント最適化。
• シルクエアとスクートのベリースペース運用を2015年に開始。
• フレイター所有数 2006‐2007年 16機（最大），2015年 8機

[B747‐400F]            2017年 7機へ．将来はフレイター運用撤退も(CAPA, 3/Feb/2017)．
• 中東系航空会社（エミレーツ航空・カタール航空）の台頭に対抗できず。
• 中国への輸出と米国からの輸入が中心（図6‐4・図6‐5, p.193‐194）。

シンガポール航空Annual Report FY2015/16

• 2017年後半にスクート（Scoot）にブランド
統一。タイガーエア台湾は名称が残る。

• コラムの懸念が現実化（コラム⑥，p.206）
(1) シンガポールに国内線がない。
(2) 航空旅客顧客層。

LCCの簡素サービスを好まない？
(3) シンガポール航空・シルクエアとの

カニバリゼーション。

シンガポール航空グループ会社

33(c) Hanaoka, 2017

を、2015 年から始めました（図表 16）。
貨物専用機であるフレーターの所有数を、
2007 年をピークに減らしており、将来はフ
レーター事業から撤退するかもしれないと
CAPA のニュースに書かれていました。2015
年に実施したインタビューで担当者の方がおっ
しゃっていたのは、中東系エアラインの台頭に
対抗するのは難しく、フレーターで勝負する時
代ではない、とのことでした。
シンガポール航空のグループ会社である短距離
LCCのタイガー航空のブランド名はなくなり、長
距離LCCであるスクートに名称が統一されまし
た。ただし、台湾にある子会社のタイガーエア台
湾だけは、いまも名称が残っています。シンガポー
ルのLCCがASEANの中でなかなか力を発揮でき

ない理由として、国内線が
ないこと、顧客層がLCCと
マッチしていないこと、あ
と親会社であるシンガポー
ル航空とも競い合っている
ことが考えられます。子会
社のLCCをスクートに統合
したのは、中長距離帯に絞っ
ているとも考えられます。

◇ 今 後 の グ ロ ー バ ル バ
リューチェーンと航空貨物
需要の動向
日本海事センターの松田
氏に、ここに示しているデー
タをつくっていただきまし

た。左側が重量ベースで、右側が金額ベースで
す（図表17）。金額ベースは為替レートの影響が
あるので、そこに注意する必要があります。つま
り、米ドルに換算しているので、例えば為替レー
トが円安になると、それだけで数値が下がりま
す。日本の金額ベースが2012年以降に下がって
いるのは、安倍政権になってから円安になった影
響があったためで、実は価値そのものはそれほど
変わっていない可能性もあります。そういう意味
では、金額ベースの場合、為替レートも並行して
グラフを作るべきですけれども、ここで示した傾

図表 15　シンガポールのチャンギ空港

図表 16　シンガポール航空カーゴ社
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向として、金額ベースで日本はリーマンショック
後の2009年以外は、2011年まで伸びています。
一方、重量ベースでは2000年代に全然伸びてお
らず、傾向が異なります。
中国や韓国は重量ベースでも金額ベースで
も、すごい勢いで伸びています。台湾、香港も
同様で、かなりの勢いで伸びているのがわかり
ます。東南アジアについては、リーマンショッ
クの影響を受けていますが、大体金額ベースで
上昇、重量もある程度は伸びています。タイは

輸入の重量が輸出以上に伸びています。そのほ
かに、マレーシア、インドネシア、フィリピン、
ベトナムとありますが、ベトナムは IATA のレ
ポートで電子機器が注目されており、それによ
るとベトナムは鋳造が産業として強いそうで、
中間財として機械部品の輸出入が伸びていま
す。実際、ベトナムは金額ベースでマレーシア
とタイを猛追しており、ベトナム・ドンの為替
レートが上がっているのでその影響もあると思
いますけれども、それでも大きく伸びています。 

貨物取扱量と輸送金額の傾向の違い
→今後のGVCと航空貨物需要の動向を読む

(c) Hanaoka, 2017 34

松田琢磨氏（日本海事センター研究員）作成

（単位：万t）

35

（単位：万t）

（単位：万t）

(c) Hanaoka, 2017 松田琢磨氏（日本海事センター研究員）作成
図表 17　貨物取扱量と輸送金額の傾向の違い
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図表 17　貨物取扱量と輸送金額の傾向の違い（続き）

(c) Hanaoka, 2017 松田琢磨氏（日本海事センター研究員）作成

（単位：万t）

（単位：万t）

36

（単位：万t）

（単位：万t）

(c) Hanaoka, 2017 37松田琢磨氏（日本海事センター研究員）作成
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38松田琢磨氏（日本海事センター研究員）作成(c) Hanaoka, 2017

次に、航空貨物の金額／重量比率を示します
（図表 18）。ここ 5、6 年でも数値は変化して
おり、例えば先に紹介した iPhone の分析のと
おり、中国の輸出の金額／重量比率は、ほかの
国に比べて低いです。日本もシンガポールと比
べたらかなり低いことがわかります。香港や台
湾よりも低いです。シンガポールが、いかに高
付加価値なものを輸出しているかという点が、
この数値を見るとはっきりとわかります。

図表 17　貨物取扱量と輸送金額の傾向の違い（続き）

(c) Hanaoka, 2017 39松田琢磨氏（日本海事センター研究員）作成

IATAがElectrical Machineryに注目 (Shepherd, etal., 2016)
マレーシア・タイを猛追．

(c) Hanaoka, 2017 39松田琢磨氏（日本海事センター研究員）作成

IATAがElectrical Machineryに注目 (Shepherd, etal., 2016)
マレーシア・タイを猛追．

航空貨物・金額／重量比率
2011 2012 2013 2014 2015 2016

日本 輸出 10.2 10.6 10.2 9.7 9.0 9.4
輸入 8.9 9.5 9.1 9.2 8.4 8.2

中国 輸出 5.7 6.1 6.2 6.6 6.3 6.1
輸入 11.2 11.9 12.6 12.7 14.1 14.0

韓国 輸出 8.4 8.1 9.4 9.4 8.9 8.9
輸入 9.2 9.2 9.2 9.0 8.7 8.4

台湾 輸出 13.8 13.9 14.3 14.7 13.9 14.7
輸入 11.0 11.3 11.7 12.5 12.9 13.5

香港 輸出 12.5 13.5 15.5 15.4 19.5 19.9
輸入 15.4 16.8 19.4 22.0 23.0 22.6

(c) Hanaoka, 2017 40

[千ドル/t]

2011 2012 2013 2014 2015 2016
シンガポール 輸出 20.2 20.0 20.9 21.6 25.9 26.2

輸入 12.4 12.0 12.2 13.2 13.2 13.4
マレーシア 輸出 8.2 7.8 8.0 8.8 8.6 8.7

輸入 9.2 8.9 8.9 8.5 7.6 7.5
タイ 輸出 7.5 7.5 7.4 7.8 8.4 8.4

輸入 6.6 5.8 5.8 5.3 5.2 4.8
インドネシア 輸出 4.7 4.4 4.0 3.4 3.2 3.0

輸入 3.8 3.8 4.0 4.0 4.1 3.6
フィリピン 輸出 11.3 11.3 11.5 11.0 9.9 9.8

輸入 6.9 7.0 6.6 5.9 5.4 5.1
ベトナム 輸出 3.2 4.0 6.0 6.4 7.8 7.9

輸入 2.6 2.9 3.6 3.2 3.5 3.4

• 日本の輸出貨物の低付
加価値化?

• 中国は高付加価値消費
大国へ?

• 韓国と日本は同傾向?
• 台湾は順調に輸出貨物
が高付加価値化?

• 香港の輸出入高付加価
値化進展．輸入の比率
が高い理由?

• シンガポール輸出
貨物の超高付加価
値化?

• マレーシア・タイの
GVCの位置づけは
同傾向?

• フィリピンの比率低
下の理由?

• ベトナムの急速な
輸出高付加価値
化．

図表 18　航空貨物・金額／重量比率
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までほとんど自動化できる可能性が高い分野で
あるので、eAWBの電子化が進めば、オートメー
ション化も進むと思っています。

図表 20　生産から物流に係るオートメーション化予測

(c) Hanaoka, 2017 412011年以前の分析もする必要がありますけれ
ども、日本の航空貨物の金額／重量比率がどのよ
うに推移してきたのかを見ることで、日本のサプ
ライチェーンあるいはグローバルバリューチェー
ンがどう変わってきたかという分析ができると
思っています。スライドの右側のコメントは、こ
のデータを見てのコメントですので、今後、さら
に分析を深める必要があります。
この図は、参考までに、ASEAN 域内で
ASEAN6 カ国がお互いにどういったものを航
空輸送しているかを示しており、2014 年度の
データです（図表 19）。ほとんどの輸出入で電
子機器がトップになっていますが、例えばベト
ナムからタイへの航空輸送では、生鮮食品が
トップシェアで、特徴が表われています。
テクノロジーの話を最後にします。マッキン
ゼーからレポートが出ており、航空貨物ターミ
ナルは全部オートメーション化できるというも
のです（図表 20）。last-mile もドローンが運ぶ
ことから、人の手が要らないのという内容です。
航空貨物は、発ターミナルから着ターミナル

図表 19　ASEAN 諸国間の品目別航空貨物輸送金額の割合

(c) Hanaoka, 2017 42

McKinsey & Company: Air freight 2025: 
Agility, speed, and partnerships

(c) Hanaoka, 2017 42

McKinsey & Company: Air freight 2025: 
Agility, speed, and partnerships
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◇まとめ
グローバルバリューチェーンの観点から航空
貨物の動向を読むという視点を持つことで、今
後、貿易戦略も含めて付加価値の高いものをど
こで生産するべきか、また航空貨物需要がどこ
で生み出されるかという動向がつかめると思い
ます。グローバルバリューチェーンの観点から
IATA が二つの指標を提案しており、IATA 自身
が貨物を重視していることがよくわかります。
Air Waybill の電子化は急速に進むと思って
います。よって、電子化に合わせて航空貨物の
運用を効率化することは、エアラインやフォ
ワーダーだけでなく、様々な関係者にとって重
要なことです。
また 2年前にシンガポールの航空貨物動向
を分析して気づいたのは、重量だけでなく金額
を見ていくことの大切さです。海上輸送につい
ても、短距離貨物の付加価値額はおそらく上
がっているはずです。海上輸送もスピード重視
の貨物が増えていることから、航空貨物と近海

図表 21　まとめ

海上輸送はある程度競合しており、それを分析
すると海上輸送と航空輸送の競合関係が見えて
くるかもしれません。ただし、為替レートの変
化の影響を無視できないので、基準化してから
金額／重量比率を計算することにより、より正
確な関係を見ていくことができると思っていま
す（図表 21）。
空港内の自動化は本格的に進むと思います。
つい最近の日経新聞で、ドイツで自動化が進ん
でいて、2025 年には実用化されるという記事
がありました。空港はもともと、ターミナル内
の自動化は一部できていますので、自動化の実
験もしやすいところです。旅客以上に貨物の運
用は最新技術を応用しやすいので、実務の方に
とっては積極的に勉強し、吸収していくことが
大事だと思っております。

以上で発表を終わります。御清聴ありがとう
ございました。

まとめ

• グローバルバリューチェーンの観点から航空貨物の
動向を読む．

• IATAが２つの指標（AFTIとEEFI）を提案．

• 航空運送状電子化(e‐AWB)は急速に進む．

• 航空貨物の数値は重量ではなく金額を見る．

金額／重量比率とGVCの関係については，海上輸送

の分析も必要あり（特に新興国）．

（対ドル為替レートの影響も無視できないので解釈は要注意）

• 技術的には，空港内貨物ハンドリングの自動化が急
速に進む可能性．

(c) Hanaoka, 2017 1
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2017 年度 第 2 回 航空貨物輸送の今後の展望を探る研究会
と　き　2017 年 11 月 21（火）15：00〜 17：00
ところ　大阪キャッスルホテル 7階　松・竹・梅の間

「欧米系インテグレーターの
アジア市場戦略」

　講演
　　前国士舘大学教授
　　国際貿易投資研究所（ITI）客員研究員
　　小島　末夫

◇はじめに
皆様、こんにちは。ただ今ご紹介いただきま
した小島と申します。この 3月まで東京の国
士舘大学 21世紀アジア学部に所属しておりま
した。
ジェトロアジア経済研究所の池上さんの研究
会に私も参加しておったわけですけれども、私
の担当が欧米系のインテグレーターということ
でしたので、その関係をもちまして本日報告さ
せていただきます。

◇欧米系インテグレーターの概要と国際エクス
プレス市場における位置
まず、欧米系のインテグレーターということ
ですが、簡単に、おさらいも兼ねてインテグレー
ターの概要から始めたいと思います。
大きく分けてアメリカ系とヨーロッパ系のう
ち、最初にアメリカ系のインテグレーターであ
るUPS からお話をさせていただきます。
UPS の歴史は非常に古くて、1907 年の設立
ですから今年でちょうど 110 年となります。
UPS は、当時弱冠 19 歳の Jim Casey（ジム・
ケイシー）がアメリカン・メッセンジャー・カ
ンパニーという会社を立ち上げたのが始まり
で、今日に至っています。現在、ジョージア州
のアトランタに本社があります。
続いて、フェデラルエクスプレス（FedEx）
につきましては、現在の社長、会長兼 CEO の
Frederic Smith（フレデリック・スミス）とい

うもともとアメリカの海兵隊員であった方が仲
間と一緒に 1971 年に設立され、テネシー州の
メンフィスに本社を置いています。
それに対して、もう 1つヨーロッパ系のイ
ンテグレーターである DHL は、Dalsey（ダル
シー）、Hillblom（ヒルブロン）、Lynn（リン）
という 3人の起業家によって 1969 年に立ち
上げられたアメリカが発祥の会社です。しかし、
2002 年にドイツポスト（独）の 100％子会社
になり、現在は本社がドイツのボンに置かれて
います。
次に各社それぞれの特徴についてですが、ア
メリカ系のインテグレーターは、自社の貨物専
用機（フレーター）を多数保有しており、ハブ・
アンド・スポークというシステムを Frederic 
Smith 氏が航空貨物輸送業界に初めて導入した
ことにより、それが UPS も含めてアメリカで
主に展開されています。他には、世界的な観点
からグローバル・ネットワークを構築して国際
規模で拡大することに特徴がみられます。
それに対して DHL は、UPS、FedEx が多数
の貨物機（フレーター）を所有しているのとは
反対に、ほとんどそういう資産を持たない、い
わゆるノンアセット型というところに 1つの
特徴があります。では一体、飛行機そのものを
どういうふうに調達、利用されているかという
ことになりますが、傘下の航空会社やリース会
社などから活用しています。例えば、アメリカ
とアジア路線においては、ポーラーエアカーゴ
に委託するとか、あるいはアジアとヨーロッパ
の路線については、ルフトハンザ・カーゴとの
合弁会社であるエアロ・ロジックというところ
を主に使っています。アジア域内に関しては、
キャセイパシフィックとの合弁で作ったエア・
ホンコンから主にリースで供与を受けていま
す。ただ、このエア・ホンコンについては、最
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4

国際エクスプレス市場におけるトップ４企業のアジア太平洋地域シェア推移

2005年 2007年 2009年 2011年 2013年 2013/2005

会社
シェア
（％）

会社
シェア
（％）

会社
シェア
（％）

会社
シェア
（％）

会社
シェア
（％）

ポイント
増減

1位 DHL 33 DHL 34 DHL 34 DHL 40 DHL 44 11

2位 FedEx 22 FedEx 24 FedEx 21 FedEx 21 FedEx 20 -2

3位 UPS 10 UPS 12
EMS＆
Empost

17 EMS 14 UPS 11 1

4位 TNT 7 TNT 8 UPS 10 UPS 10 TNT 4 -3

合計 72 合計 78 合計 82 合計 85 合計 79 7

（出所）Deutsche Post DHL『Annual Report』各年版より筆者作成。

（注）１）2005年の数値については、DPWNの『Annual Report』に基づく。

２）EMS（Express Mail Service）とは、国際スピード郵便のこと。

万国郵便連合加盟の各国郵政庁（日本の場合は日本郵便で、中国では中国郵政集団）がサービスを提供している。

３）Empostは、1997年5月にUAEドバイで設立されたクーリエ・サービス会社である。

図表 1　国際エクスプレス市場における

トップ 4 企業のアジア太平洋地域シェア推移

◇欧米系インテグレーターのアジア市場進出と
拠点（ハブ）形成
それでは、欧米系インテグレーターが今日の
主題であるアジア市場への進出をどのように
行ってきたかについて話を進めます。
急成長を遂げてきたアジア地域に照準を合わ
せる中で、1980 年代にまず最初に選ばれた先
が日本です。なぜ最初に日本が選ばれたのか。
それは、アメリカ〜アジア路線を見た場合に、
当時は今日と異なりアメリカ〜アジア間に中継
基地が必要であったということで、その中継基
地として日本が最適であったためです。
上記三大インテグレーターの中で日本市場に
最初に進出したのは DHL で、まず先に香港に
DHL インターナショナル香港という会社がで
きており、その日本支社という形で進出したの
が 1972 年のことです。1969 年の会社立ち上
げですので、わずか 3年後に日本へ進出を果
たしていることになります。
続いて進出したのがアメリカの FedEx です。
こちらは、当時アメリカの国際宅配便会社で
大手企業でありましたジェルコ・エクスプレ
ス・インターナショナルという会社を買収した
FedEx が、そのジェルコの日本支社を受け継ぐ
形で日本進出を果たしたのが 1984 年でした。
最後のUPS は、1986 年にヤマト運輸との業
務提携により進出するということで日本への足
がかりをつくりました。
その当時注目されていたのが、いわゆる太平

近キャセイパシフィック航空が全て買収しまし
た。つまり、他社依存になるわけで、ネットワー
ク的には、バーチャル・ネットワークを展開し
ているというところに大きな特徴があります。
またインテグレーターは、一般的に国際エ
クスプレス輸送に大きな強みを持っています
が、世界の航空貨物輸送の中で国際エクスプレ
ス関連の取り扱いシェアがどのように変化して
いるかをみると明らかです。ボーイング社の調
べによると、例えば 1992 年の段階ではわずか
4.1％で小さなシェアでしたが、2008 年にな
ると 13.4％、2015 年時点では 17.6％まで上
昇し、ほぼ 18％のラインにまで達しています。
その意味で、世界の航空貨物輸送の中でインテ
グレーターの国際エクスプレス貨物の取り扱い
シェアが非常に大きくなってきているというこ
とがご理解いただけると思います。
ここで 1つ注目いただきたいのは、とりわけ
近年の国際エクスプレス貨物の取り扱いシェア
の上昇です。リーマンショックがあった 2008
年以降に国際エクスプレス貨物の取扱高が伸び
た増分の半分は、国境を越えたEC（Eコマース）、
いわゆる越境オンラインショッピングの配送・
輸送でもって達成のです。そのあたりは最近の
ネット通販増大の傾向とも合致していると思わ
れます。
さらに、国際エクスプレス市場において、ア
ジア太平洋地域におけるインテグレーターの
シェアがどのように推移しているかを見たの
が図表 1 です。これを見ていただきますと、
DHL が断トツで 2000 年代の後半から 1位を
占めており、2013 年には実に 44％ものシェ
アを占めています。2005 年からの約 10 年間
の動きの中では 11ポイントも増加していると
いうことで、ここに目立った特徴がみられます。
一方、アメリカ系である FedEx、UPS の場
合、対照的に 2位の FedEx、3位の UPS ともに、
この 7、8年ぐらいの動きの中では増減がプラ
スマイナス 1、2％にとどまってあまり変かが
なく、特に増えている状況にもありません。
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洋路線への乗り入れをどの会社が一番乗りを
果たすかという点でした。その際に FedEx 対
DHL・UPS 連合という形で最終的に争われ、結
果的には 1988 年に FedEx が初めてアメリカ
から太平洋路線便の乗り入れを果たしました。
その翌年の 1989 年には、当時最大の航空貨物
会社であったフライング・タイガー社の親会社
を買収するということで、日本からアジアも視
野に入れる形で権益をつかんだのが FedEx で
あったわけです。
そこで 1990 年代になりますと、アジア地域
の中でどこに拠点を置いたらいいのかというこ
とが、一番の主題であったかと思います。そ
うした中で、具体的には台湾とフィリピンの 2
カ国・地域が中心となっていくことになります。
当時 UPS では、実際にアジア地域の中でど
こに拠点を置くかということを考えた場合、日
本とシンガポールの間で 4時間以内に主要都
市を結ぶのに適したところはどこかということ
が選択の基準でした。そして 7カ所の空港か
ら消去式で最終的に選ばれたのが台湾の台北で
あり、それは 1996 年のことだったのです。
翌 1997 年には、続いて FedEx も台北に進
出したのですが、FedEx はその 2年前、1995
年の段階で既にフィリピンに出ています。事
実、1995 年にはかつてアメリカの海軍基地が
あったスービック湾に進出し、そこにアジア太
平洋地区ハブを設けたのが FedEx です。アメ
リカ本国におけるメンフィスと同じような役割
を、この当時はスービック湾に求めました。台
湾とフィリピンですが、FedEx の場合はフィリ
ピンから台北、UPS の場合は逆に台北からフィ
リピンへ、だが今度は旧クラークの空軍基地が
あったところに出るというのが 1990 年代の大
きな流れだったのです。
次いで 2000 年代に入ると、一番のポイント
になった先が中国です。中国は「世界の工場」
ということで最も注目されていましたので、当
然の帰結として次は中国への進出が実行され
ることになりました。具体的に挙げると、UPS
は上海に 2008 年の段階で進出し、FedEx は中
国南部の広州に 2009 年に進出しました。

確か 2007 年のことだったと思いますが、ド
イツポストの当時の会長が日本を訪れた際に、
「2005 年まではアジア市場の中で最大の市場
は日本でしたが、2006 年からは中国に代わり
ました」とそんな話をしておられます。
このようにインテグレーターが複数のハブを
アジア各地に形成することによってどういう動
きをしたかと申しますと、マルチハブ戦略の下
でハブの用途をイントラアジア、いわゆるアジ
ア域内の輸送と、対世界、ほかの地域とのグロー
バル輸送に分けた取り組みが加速されていきま
した。
そうした状況の一端につき、空港別に見た世
界航空貨物の取扱量ランキングと、航空ハブが
どのように設置されたか図表 2でおつかみい
ただきたいと思います。

6

アジアの主要空港別世界貨物取扱量ランキングと航空ハブの設置状況
(単位：位,万トン)

空港 2005年 2010年 2015年 航空ハブ（設置年）

順位
貨物

取扱量
順位

貨物
取扱量

順位
貨物

取扱量

香港 2 343 1 417 1 446 ・UPSの香港ハブ（1988年）

・DHLのセントラル・アジアハブ（2004年）

上海浦東 9 186 3 323 3 327 ・UPSの国際ハブ（2008年）

・DHLの北アジアハブ（2012年）
・FedExの国際エクスプレス・カーゴハブ
（2017年）

チャンギ 10 185 11 184 15 189 ・FedExの南太平洋地区ハブ（2012年）

・DHLの南アジアハブ（2016年）

広州白雲 26 75 21 114 19 154 ・FedExのアジア太平洋地区ハブ（2009年）

スワンナプーム 19 114 20 131 22 123 ・DHLのバンコク・ハブ（2006年）

深圳宝安 － － 25 81 24 101 ・UPSのアジア域内ハブ（2010年）

関西 22 87 26 76 32 75 ・FedExの北太平洋地区ハブ（2014年）

（出所）ACI（各年版）”ACI Annual World Airport Traffic Report－Cargo Traffic”より筆者作成。

図表 2　アジアの主要空港別世界貨物取扱量

ランキングと航空ハブの設置状況

香港空港が航空貨物の取扱量では 2010 年以
降毎年世界 1位を記録しており、上海の浦東
空港が世界第 3位ということで、あとアジア
地域の空港が並んでいます。香港、上海浦東、
広州の白雲、深圳の宝安空港、これらの中国の
空港においてはそれぞれ貨物取扱量の順位が
徐々に上がっているのに対して、シンガポール
のチャンギ、タイのスワンナプーム、関西空港
などは、反対にそれぞれその順位を下げている
のが分かります。

◇欧米系インテグレーターの対中国展開
2000 年代に入って中国がメインの主戦場に
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移っていったお話を申し上げましたが、どのよ
うにインテグレーターが中国展開を図ってきた
かについて述べます。
中国への足がかりを初めて求めようとしたの
が、1980 年代に入った頃あたりです。それは
図表 3のところに示してありますので、同表
と併せてご覧いただければ幸いです。
例えば、DHLは 1980 年にシノトランス（中
国外運）との代理店契約で進出し、それから
FedEx は 1984 年、UPS は 1988 年となってい
ます。
日本への進出は、DHL が 1972 年に日本へ
の足がかりを設け、FedEx は 1984 年というこ
とでしたから、日本と中国でほぼ同じ頃に何ら
かの形の進出を果たしていたことになります。
実際、UPS は 1986 年に日本、1988 年には中
国へということです。そういう意味で、中国に
も早くは 1980 年代から関わってことが明らか
です。
中国と申しますと、現在進めている改革開放
政策が 1978 年末に初めて導入されました。イ
ンテグレーターが進出した頃はまさに改革開放
政策が採られて間もないころですので、依然と
して旧来の社会主義計画経済体制が色濃く残っ

ている時代です。そんな訳で、今日と異なり様々
な規制がある中で出ていったということは押さ
えておく必要があると思います。
そうした中で、中国への進出にあたり、国際
エクスプレス分野だけでなく、国内エクスプレ
ス便の開拓にも注力していることが挙げられま
す。これは国際だけでなく国内、中国の市場は
非常に巨大ということで、国内エクスプレス貨
物の取り扱いということです。当該部門に外資
系で最初に進出したのはDHLです。とはいえ、
一歩先行して進めたものの、結果的には中国の
地場企業との価格競争に負ける形で国内市場か
らの撤退を余儀なくされました。
残ったアメリカ系の FedEx、UPS 両社の方は、
中国との合弁会社の権益を活用することによっ
て同事業を存続し、2014 年 8月にはようやく
アメリカ系のインテグレーターに国内エクスプ
レス貨物の取り扱いが正式に認可されました。
それをステップに後ほど触れます EC市場への
参入を鋭意進めているところです。
次は浦東国際空港の話をしたいと思います。
その前に最近の日中間の航空路線を見てみます
と、例えばポーラーエアカーゴや UPS の日中
間における路線の流れでは最近深圳から日本へ

9

三大インテグレーターの中国進出の歩みと航空ハブの設置
インテグ
レーター DPDHL社 FedEx社 UPS社

中
国
市
場
で
の
事
業
展
開

1980年 シノトランス（中国外運）と代理店契約 1984年 中国でのサービス開始 1988年
シノトランス（中国外運）との合弁会社
設立

1986年 合弁で「DHLシノトランス」を設立 1996年 自社機による定期便を北京・上海に就航 2001年 米国からの直行便が中国乗り入れ

1996年
シノトランスと合弁で金鷹国際貨運代理
公司を設立

1999年 天津大田航空代理公司と合弁企業を設立 2003年 揚子江快運航空と独占的提携

2003年 シノトランスの株式5％取得 2001年 上海とアンカレッジを結ぶフライト開始 2005年
中国国内でエクスプレスサービスを
開始

2004年 中国国内の宅配便市場に参入 上海浦東空港にエクスプレスセンター設置 中国との合弁企業を独資化

香港にセントラルアジアハブを新設 2003年 深圳とアンカレッジを結ぶ直行便就航 2006年
上海で中国初のＵＰＳエクスプレス
センターを設置

2005年 上海＝米国間の夜間直行便を就航 2004年 エクスプレス部門は中国地区本部を上海に 2008年
上海浦東空港内の大型ハブが稼働
開始

2007年 中国との合弁企業独資化で合意 2007年 中国国内のエクスプレスネットワーク自営化 2010年
深圳宝安空港に新しいアジア域内
ハブを開設

2008年 香港のセントラルアジアハブの拡張完了 天津大田集団の保有株式の買収完了

2012年 北アジアハブを上海浦東空港に開設 2009年
広州白雲空港のアジア太平洋地区ハブが
稼働開始

航
空
ハ
ブ
の
概
況

所在 上海浦東国際空港 上海浦東国際空港 上海浦東国際空港

空港 香港国際空港 広州白雲国際空港 深圳宝安国際空港

敷地 8万8,000㎡ 13万4,000㎡ 10万5,000㎡

面積 3万5,000㎡ 8万2,000㎡ 8万9,000㎡

仕分 2万個+2万通（毎時） 1万2,000個（毎時） 1万7,000個（毎時）

能力 3万5,000個+4万通（毎時） 2万4,000個（当初）（毎時） 1万8,000個～3万6,000個（毎時）

稼働 2012年6月 2017年早期予定 2008年12月

2008年9月（拡張） 2009年2月 2010年5月

投資額 1億7,500万ドル 1億ドル以上 1億2,500万ドル

3億1,000万ドル 4億5,000万ドル 1億8,000万ドル

（出所）各社のホームページおよびニュースリリースなどより筆者作成。

図表 3　三大インテグレーターの中国進出の歩みと航空ハブの設置
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の増便が特に目立っております。その背景には、
香港のチェクラップコク空港でのスロット、い
わゆる発着枠が非常にタイトな状況にあるとい
うことで、陸路で香港から深圳へ運んで日本へ
運ばれるというルートが最近増えていることが
あるものと思われます。
改めて上海浦東空港のお話に移らせていた
だきます。浦東国際空港は、中国の建国 50周
年に当たる 1999 年の 10 月に開港しました。
2016 年、昨年の航空貨物の取扱量は 344 万
トンで、世界ランキングでは世界第 3位とい
うことです。ここには主に 2つの貨物ターミ
ナルがありまして、1つは西地区、もう 1つ
は東地区と言われており、インテグレーター
が進出して拠点を設けているは前者です。UPS
が 2008 年、DHL が 2012 年に進出しており、
FedEx の方は今年の3月あたりに貨物ターミナ
ルの中に建物、上屋自体はもう既に出来上がっ
ていると聞いています（注：公式発表によれば、
2018 年 1月初めに正式稼働）。
図表 4は上海の浦東国際空港の平面図にな
ります。
こうして三大インテグレーターが全て 1つ
の浦東国際空港の中に進出しているということ
で、世界広しといえども、他には全く類例がな

いと思います。そのため、インテグレーターに
とっての一大拠点として浮上し、競争もこれか
らますます激化していくのではと考えられま
す。
他方、中国南部の方には、UPS が香港の隣
の深圳にハブを設けており、DHL は香港にそ
れを持っています。また FedEx については、
2009 年に中国の広東省広州にアジア太平洋地
区ハブを設けているため、中国北部に当たる華
東地区の上海にもそろって拠点を新たに設けた
ことになります。

◇欧米系インテグレーターをめぐる最近のアジ
アでの主な動き
最後に、インテグレーターをめぐる最近のア
ジアでの主な動きについて紹介します。
まず、シンガポールのチャンギ国際空港に
は、DHLが南アジアハブを昨年 10月に設けま
した。こうした形で設けた航空ハブがアジア太
平洋地区では4番目ということです。すなわち、
香港、タイのバンコク、上海に次いでシンガポー
ルになります。ここの役割としては、東南アジ
アと南アジアのネットワークの中心的役割が期
待されています。南アジアというと通常イメー
ジするのは、インドやバングラデシュなどの国

を思い起こしますが、
DHL は北アジアハブ
が上海にあるので、シ
ンガポールのチャンギ
を南アジアハブと呼ん
でいるということで
す。
実 は、 同 国 に は
FedEx が も う 既 に
2012 年 10 月時点で
南太平洋地区ハブを設
置しており、既に稼働
しています。南太平洋
地区があればそれに対
応する北太平洋地区も
あるというわけで、2
年 後 の 2014 年 4 月

（出所）上海浦東国際空港カーゴターミナル社（PACTL WEST）の紹介パンフレット 12

図表 4　浦東空港の平面図
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に関西空港に北太平洋地区ハブを開設してもい
ます。
もう 1つは、韓国の仁川空港の例をお話し
申し上げたいと思います。仁川国際空港には、
FedEx が今年 9月に新しいカーゴターミナルの
建設に調印したという記事が出ております。
仁川空港と申しますと、2014 年の北太平洋
地区ハブを関西空港に設けるに当たり、誘致を
めぐって成田か関空かあるいは仁川かというこ
とで争われた経緯があると伺っております。最
終的には関西空港にハブを設けたということ
ですが、新たな動きとしては、FedEx が新しい
カーゴターミナルを現有施設の 2倍以上の広
さに拡張するということです。工期の完工予定
が 2021 年と聞いており、まだしばらく先です
が、今後どのように関空とのデマケを行い事業
展開されていくのかといったところはウォッチ
していく必要があると思います。
先ほど航空貨物輸送の中で、国際エクスプレ
ス貨物輸送の増分の約半分が越境 EC関連だと
いうお話を申し上げました。近年ネット通販の
増加が急増し耳目を集めている中で、私がここ
でお話を申し上げたいのは、シンガポールおよ
び中国のケースです。
チャンギ空港で上屋事業などを展開する
SATS（シンガポール・エアポート・ターミナ
ル・サービシス）というところが、シンガポー
ルの民間航空庁と共同出資をして今年の 4月
に EC 専用のエアハブを稼働させたと言われて
います。ASEANの EC市場の中ではインドネシ
アが一番大きいのですが、それに次ぐのがシン
ガポールです。同国が今後 ASEAN の EC ハブ
として非常に期待が高まっているという話を聞
くわけですが、その背景として、実は次のよう
な動きがいま起こっているわけです。
アメリカや日本ではアマゾンが圧倒的に強い
ことは周知のことであります。ただ、中国にお
きましては政府の庇護というか政策の規制もあ
り、アリババ集団が圧倒的な強みを持っていま
す。その両雄がシンガポールのEC市場をめぐっ
て現在まさに火花を散らしているのです。
ドイツのロケット・インターネットとい

う EC 関係の会社がありますが、その傘下に
Lazada（ラザダ）というところがあります。
これは東南アジア 6カ国に商圏が広がってい
る東南アジア最大のネット通販大手企業で、
本社をシンガポールに置いています。そこを
2016 年 4月に買収したのがアリババ集団であ
り、その他にもシンガポールポストに出資をし
て、現在 10％強の出資比率で第 2の大株主に
なっているほどです。
一方のアマゾンは、ようやくと言うか、いよ
いよと申したら良いでしょうか、ASEAN の EC
市場を目指してシンガポール進出を果たしたの
が今年 7月のことでした。そういう形で、イ
ンテグレーターとの直接的な協力関係はまだ
はっきりしませんが、これからは当然インテグ
レーターをも巻き込んだ動きが展開されていく
のではないか。特に物流面でどういうサービス
が実施されていくのか、とりわけ越境 ECの分
野では輸送の動きに注目していく必要があると
思っております。
中国につきましては、2つお話をしたと思い
ます。
1つは、順豊エクスプレス（SFE）という宅
配の民営大手事業者に関してです。中国におけ
る航空貨物輸送の分野にも宅配大手の参入が続
いており、その中で最も注目されているのがこ
の順豊エクスプレスです。同社は貨物専用フ
レーターを既に 41機保有しています。世界的
にはフレーターの数が減少傾向にあるという話
も聞きますが、いずれにしても現在 41機まで
持っておるという事実です。それから、ハブ
空港の運営にも SFE が参画しようとしている。
具体的には、2017 年から、湖北省の省都・武
漢の近くに鄂州というところがありまして、そ
こで湖北国際物流ハブ空港の建設が始まってい
ます。つまり、SFE はハブ空港の運営にまで手
を伸ばそうとしているのです。
インテグレーターとの関係で申し上げます
と、今年 5月にその SFE がアメリカのインテ
グレーター UPS との間で合弁会社を設立しま
した。ここでは BtoB、BtoC 双方の越境貿易で
物流のサービスを展開していくということがう
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たわれており、当面は中国発のアメリカ向け
路線を開拓していくことが中心になっていく
ようです。近い将来そのあたりが、中国発で
ASEAN 向け、東アジア向けということも十分
考えられます。あるいは逆に、ASEAN の貨物
を中国へ運ぶといった動きもこれからは考慮に
入れていく必要があると思っています。
それからもう 1つ、中国最大の ECセールに
ついて。いわゆるダブル 11（独身の日・11月
11 日）ということで、今年の同日の売上げは
楽天の年間流通額に近い 1,682 億元を記録し、
邦貨換算で実に約 2兆 8,700 億円という桁違
いのスケールの売り上げがあったと伝えられて
います。通常 1日当たり平均のそれが 100 億
元と言われていますので、その当日だけでもの
すごい売り上げがあったかご想像いただけるの
ではないかと思います。当然のことながら販
売されればそれを今度は運送しなければなり
ませんので、配送量たるやものすごいものが
あります。昨年の場合でも 7億件ぐらいが 11
日〜 13 日間ほどかけて運ばれたと聞いていま
す。宅配 1社当たりで見ますと最大の会社は
約 5,000 万件の処理をやっているということ
ですから、インテグレーターも含めて内外各社
がどのように関与していくのかということは、
改めて注視していく必要があると思っている次
第です。

◇関空への期待
なお事務局の方から、関空への期待というか、
どういうふうに見ているのかを追加して話して
くださいということでしたので、2、3だけお
話をして、私の報告を終わりたいと思います。
まず関西空港は、24 時間空港であるという
のが何よりも非常に大きいメリットだと思いま
す。この関空においても LCC の取り込みが鋭
意なされていますが、最近の動きの中で私が 1
つ注目したいのは、LCC の中でも飛行時間が 4
時間以上の長距離 LCC というのが登場してき
ているということです。旅客が中心とは思いま
すが、貨物の取り扱いもそれなりに増えていく
可能性があるのではないかと思料しますので、

そのあたりはきちんとウォッチしていく必要が
あるのではと感じております。
もう 1つは、先ほども紹介した中国の宅配
大手の順豊エクスプレス（SFE）が、今年の年
末から関西空港と中国江蘇省の省都であります
南京の間で、貨物定期便を週 1往復で運航し
てくるということですので、中国の内陸都市
と関空とのラインがこれから増えていくこと
もあるのではないかと思います。その際にも
う 1つ視野に入れていただきたいのは、周知
の通り中国では「一帯一路」ということで、中
国から欧州への鉄道貨物輸送が盛んに行われて
います。インテグレーターとの関係で申せば、
DHL、UPS は、主としてヨーロッパから中国
への貨物鉄道輸送にも参画しています。そうい
う中で、先ほどの関空〜南京路線のように、関
空から中国の内陸都市へ航空で運んで、それか
ら中国の約 40都市よりヨーロッパへの直行列
車が連絡されておりますので、そこにつなげて
いくようなモーダルシフトの形で air & rail 輸
送を検討するのも 1つの可能性としてあるの
ではないかというのが私の申し上げたかった点
でございます。

◇おわりに
蛇足になりますけれども、私は大学での教員
生活 15年間、主に中国の物流のことについて
研究してまいりました。その集大成としてまと
めた本を今春『世界の物流を変える中国の挑戦』
（創土社）というタイトルで上梓することがで
きました。ぜひ一度、皆様手にとってご覧いた
だければ大変ありがたく存じます。
私の報告はここまでとさせていただきます。
どうもご清聴ありがとうございました。
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2017 年度 第 3 回 航空貨物輸送の今後の展望を探る研究会
と　き　2017 年 12 月 14（木）15：00〜 17：00.
ところ　大阪キャッスルホテル 6階　鳳凰・白鳥の間

「中国における航空貨物とEコマースの動向」
　講演
　　流通経済大学
　　林　克彦

◇はじめに
ご紹介どうもありがとうございました。流通
経済大学の林でございます。
「中国における航空貨物とEコマースの動向」
というテーマで、中国の Eコマースと航空貨
物の動向について話をした上で、それが航空貨
物にどのような影響を及ぼしているかという順
番でお話をさせていただきたいと思います。

◇中国における E コマースの動向
中国ではネット通販が非常に急成長してお
り、伝統的な店舗型の小売にも大きな影響を及
ぼしています。
まず中国におけるネット通販の急成長の状況
です。棒グラフがB to CとC to C、いわゆるネッ
ト通販の販売額の推移です。折れ線のほうが小
売市場に占めるシェアです。これを見ていただ
くと、毎年 30%ぐらいの非常に高い伸びでネッ
ト通販が伸びています。その結果、現在、アメ
リカも追い抜いて世界最大のネット通販市場、
5.3兆元といった規模になっています（図表1）。中国におけるネット通販の急成長 

• 年平均 ％を超える急成長　→　 年 兆元（世界最大）
• 社会消費財小売市場全体に占める比率 ％（世界最高水準）
• インターネット普及、ネット通販利用者数急増（約 億人）
• スマホ普及、モバイル が圧倒（シェア ％）
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図表 1　中国におけるネット通販の急成長

 

小売市場に占める比率は 15%。日本の 5%台
と比べ 3倍ぐらいの水準で世界最高の比率で
す。また、さらに最近の特徴としては、スマホ
が普及しておりまして、スマホから買い物をす
る、いわゆるモバイル ECが 8割を超え、日本
やアメリカと比べてもはるかに高い状況です。
このようにネット通販が大きく小売を変えてい
るという状況にあります。
こちらがドルで見たものですけれども、アメ
リカが約 4,000 億ドル、中国が 9,300 億ドル、
日本は 700 億ドルということで、アメリカも
追い抜いて世界最大の市場になっています（図
表 2）。
中国のインターネット人口は、現在約7億人。
全体の人口は 13億人以上いますので、さらに
これからネット通販が増えると予想されており
ます。参考）中国・日本・米国のネット通販市場環境 

出所：経済産業省『我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備報告書』  

図表 2　中国・日本・米国のネット通販市場環境

中国のネット通販では、これまでは C to C、
C といってもスモール B、小さな商店が多いと
言われていますが、これが非常に大きなシェア
を占めていました（図表 3）。しかし、消費者
は品質やサービス水準、配送、返品などを重視
するようになっており、だんだん B to C のネッ
ト通販事業者から買う比率が高まっています。
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BtoCへシフト 
• 高い 比率（中国市場の特徴）

•  伸び率低下するも成長
•  市場の約 割を陶宝（タオバオ）が占有

•  の急成長
•  消費者は、品質、サービス水準（配送、返品等）を重視
•  年に を上回る
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図表 3　中国における BtoC へシフト

C…to…C は、大体 9割ぐらいが陶宝（タオバオ）
というモールで取引されております。B…to…C の
事業者別のシェアは、モール型の天猫（Tmall）
が 58%と圧倒的に高いシェアを持っています。
C…to…C の陶宝（タオバオ）と合わせて、アリバ
バグループはネット通販で圧倒的に大きなシェ
アを持っています（図表4）。ただ、Tmall はモー
ル型ということで、これまで物流にあまり力を
入れていなかったこともあり、消費者満足度は、
必ずしも高くありませんでした。そこで、アリ
ババグループは物流に非常に力を入れて、消費
者満足を高めようとしております。BtoC-EC市場の上位集中化 

天猫
 

京東
（

 

唯品会
 

蘇寧
易購

 

国美
在線

 

当当
 

アマゾン
中国  

一号
店

 

その他
 

• 天猫（ ） ％
•  モール型（出店料、広告料、手数料等が収益源）
•  のタオバオと合わせてアリ
ババグループが圧倒的シェア

•  流通総額 兆元（世界最大規
模）

•  消費者満足度 位（中国電子商
務研究中心調べ）

• 京東（ ％
•  直営＋モール型
•  消費者満足度 位

• 唯品会
•  直営型
•  消費者満足度 位

• 蘇寧易購 ％
•  直営＋モール型
•  消費者満足度 位
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市場の企業別シェア
（  

図表 4　 BtoC-EC 市場の事業者別シェア

それから、第 2位が京東（JD.com）ですけ
れども、4分の 1ぐらいを占めております。基
本的に直営型で、自社で仕入れてそれを販売し
ています。最近では取扱品目を増やすために、
モール型も増やしています。こちらのほうは直
営主体で、物流にも非常に力を入れてきたため、
消費者満足度はかなり高いです。3位の唯品会

や 4位の蘇寧易購は直営型中心で物流にも力
を入れ、早く確実に届けていることもあり、満
足度が高いサイトとなっております。
一方、既存型の実（リアル）店舗の売上高に
ついてみると、連鎖店（スーパー、コンビニ、
百貨店等のチェーン店）1位の蘇寧の販売額が
1,700 億元で、先ほどの天猫（Tmall）や京東
と比べると小さく見えます（図表 5）。これは、
ビジネスモデルの違いによるもので、Tmall は
出店料や広告料で儲けているため単純に比較は
できません。しかし、流通総額で比較すると
10 倍ぐらいの差があり、小売シェアをネット
通販が大幅に奪う状況となっています。

図表 5　中国連鎖店販売額上位企業（2016 年）

最近では、大都市圏ではリアル店舗が過剰に
なっており、店舗整理やリストラがなされてい
ます。多くの連鎖店が EC に取り組みを始め、
ネット通販が小売に大きな影響を及ぼしていま
す。さらにネット通販は、単にネット上だけで
はなくて、リアル店舗の取組を強化してオンラ
イン to オフラインというネットとリアルを統
合するという戦略に出ており、リアル店にプ
レッシャーをかけています。
京東の例でいきますと、コンビニやスーパー
と提携・出資しています。なかでも、テンセン
トとの提携が注目を集めています。テンセント
は日本の LINE のようなWeChat を運営してお
り、ネット通販への誘導やWeChatPayment に
よる決済機能を強化しています。
蘇寧は、もともと家電量販店ですが、直営
中心型の EC を 2010 年に開始して、その後、
全国に 1,600 店舗あるリアル店舗を活用して、
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オンライン to オフラインでプレゼンスを高め
ています。
蘇寧は、これまではリアル店舗と直営型ネッ
ト通販中心でした。しかし、2015 年にアリバ
バと提携し、Tmall に出店するとか、アリババ
が主宰する物流ネットワークに加盟するとか、
蘇寧の実店舗でアリババの扱っている商品を受
け渡すとか協力関係を深めています。　アリバ
バは、最近では新小売（ニュー・リテール）を
標榜し、EC だけではなくて、実店舗・金融と
の結びつきを強化しています。蘇寧との業務提
携では、出資まで行い、蘇寧の第 2位の株主
になっています。スーパー、コンビニ、食品スー
パー等への出資、提携を強化し、6,000 店の実
店舗を展開しています。実店舗でのネット通販
商品の受け渡しやスピード配送を始めたり、無
人店舗の運営始めたりしています。さらに、決
済・金融事業の強化では、アリペイを使って、
ネット通販の決済だけではなく、様々な金融事
業も強化しています。
さて、ネット通販に戻りますと、ネット通販
が量的にも質的にも急速に成長しています。大
きな変化として挙げられるのは、大都市だけで
なく農村地域にまでネット通販が拡大し始めた
ことです。都市部と比べて小売環境が整ってい
ない農村部の買い物環境を改善するため、国務
院は、政策的に農村部の ECを発展させること
を決定しました。農村EC市場は、5,000億元（約
6兆円）まで、急成長しています。
消費財を農村部で販売するだけでなく、農産
物を都市部に販売する生鮮ネット通販の成長も
期待されています。その実現には、農村部まで
カバーする物流網の整備が課題になっていま
す。
ネット通販各社も、新たな商機として取り組
みを進めています。アリババは、「千県万村計画」
を発表しています。500 県 2 万 8,000 以上の
農村拠点を構築し、農村淘宝の専属従業員を雇
う計画です。パソコンやスマホを持っていなく
ても使えなくても注文できる、あるいは決済手
段を持っていなくても現金で決済できる拠点や
パートナーを全国に拡大しています。

京東は、100 万店のコンビニをつくる目標
を掲げており、その半分は農村に設ける計画で
す。　
中国では、過去に食品に異物が混入する等の
問題が多くあり、とくに都市部では食の安全や
健康意識が高まっています。このため、生鮮ネッ
ト通販が、2016 年で 900 億元規模になるほ
ど急成長しています（図表 6）。
生鮮ネット通販の急成長 
•  消費者の安全、健康へのニーズの高まり　→　都市部で急成長
•  年 億元市場に
•  多くはネットスーパー
•  なかには生産から販売まで手掛ける統合型生鮮電商も
•  コールドチェーンの整備が課題
•  迅速な航空貨物輸送の活用、航空貨物会社と生鮮電商の提携
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生鮮ネット通販市場取扱額の推移 

図表 6　中国における生鮮ネット通販市場取扱額の推移

多くの生鮮ネット通販は、日本のネットスー
パーのような店舗配送型の物流を採用していま
す。しかし、最近では、農村部から直接農産物を
都市まで持ってくる産直型事業者も増えていま
す。なかには、自社で農産物の生産に関与するよ
うな統合型の生鮮電商もあらわれています。
ネット通販の急速な普及を反映して、広い国
土を迅速に結ぶ物流網の整備が求められていま
す。小型貨物な迅速な輸送という点で、航空輸
送が活用されるようになっています。とくに生
鮮ネット通販の場合には、コールドチェーンの
整備も必要になります。このため、ネット通販
事業者が航空貨物会社と連携して生鮮ネット通
販体制を構築する動きも出ています。こういう
動きが、中国国内の航空貨物輸送に影響を及ぼ
しています。

◇中国における越境 E コマースの動向
こちらは B to B も含めた越境 ECマーケット
の推移です（図表 7）。輸出を中心に 7兆元近
い規模まで達しています。輸出が 5.5 兆元、輸
入が 1.2 兆元というすごい規模です。
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越境ECの拡大 
•  越境 （ を含む）急成長

•  年 兆元規模（ によれば 兆元）
•  輸出中心（ 年 兆元）
•  輸入も急拡大（ 年 兆元）
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中国越境 市場規模（ 及び ）の推移 

図表 7　中国越境 EC 市場規模の推移（輸出及び輸入）

これまで B to B が中心でしたが、次第に B 
to Cいわゆるネット通販に当たるものが増えて
います（図表 8）。企業間だけではなく、いわ
ゆるネット通販が増えており、直近で 11% ま
で急拡大しています。2016 年の越境ネット通
販は大体 7,600 億元、12兆円という規模です。
越境ネット通販（BtoC-EC） 
•  これまで が中心（ 年 ％）、輸出入別の比率は不明
•  ネット通販（ の比率は小さい（ ％）が急拡大
•  年越境ネット通販は 億元（約 兆 億円）

•  経済産業省推計では中国から日米への輸出 億円
•  同、中国の日米からの輸入 兆 億円

•  越境ネット通販が国際航空貨物輸送を拡大
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中国越境 市場規模（ 及び ）の推移 

図表 8　中国越境 EC 市場規模の推移（BtoB 及び BtoC）

経済産業省の推計で見ますと、中国の日本と
アメリカからの輸入合わせて 2.17 兆円、中国
から日本とアメリカへ輸出合わせて 4,500 億
円、輸出入合計 2兆 6,200 億円と経産省では
推計しています（図表 9）。これと比較すると、
中国は日本、アメリカ以外ともかなり多くの
ネット通販がやりとりされているということに
なります。
中国の越境ネット通販がネット通販に占める
比率は 1割を超えています。日本と比べ、中
国や英語圏では、越境 ECがかなり浸透してお

り、ビッグマーケットになっています。主要な
中国ネット通販事業者をみると、流通総額で
一番大きいのはアリババグループの天猫国際
（Tmall Global）です。その次が陶宝全球（Taobao 
Global）。両者合わせて 4割ぐらいになります
（図表 10）。日中米国間越境ネット通販（経済産業省推計） 

出所：経済産業省『我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備』 

図表 9　日中米国間越境ネット通販主要輸入ネット通販事業者 

天猫国
際  

淘宝全
球 

 
网易考拉 
海

京 全球

唯品 国

洋

海
外 

小
その他

•  天猫国際（
•  モールに海外大手ブランドを誘致
•  税関、 、物流企業と提携し、輸入プ
ラットフォームを構築

•  陶宝全球（
•  出店
•  海外代理購入主体

•  網易考拉海購（
•  自社直接買付＋直郵
•  バイヤーが大量購入、国内保税区で保管

•  京東全球購（
•  自社直接買付＋直郵

•  唯品国際（
•  特価品の保税輸入＋直郵

•  洋碼頭（
•  自社物流会社貝海国際設立
•  海外購入プラットフォーム設置
•  海外小売業者が直接国際配送手配

•  越境ネット通販事業者との連携がカギ  2016年度中国 子商 市 数据 告 

越境 市場の企業別シェア
（  

図表 10　主要輸入ネット通販事業者

Tmall Global のほうは、モールに海外の大手
ブランドを誘致して税関や EMS（Express Mail 
Service：国際スピード郵便）、物流企業と提携
して、輸入プラットフォームを構築しています。
中国の場合、越境 EC については行郵税、越
境 EC税が適用されます。輸入する際に特定の
品目について割安な税率が適用されて、消費者
も年間決まった額しか買えないというように
なっています。消費者が何元買ったのか、この
品目が越境 ECで扱われる品目なのかといった
ことを管理することが必要になります。このよ
うな管理を効率的に行うために、越境ECプラッ
トフォームを構築し、それを通じて輸入をして
います。陶宝（タオバオ）は、C to C 主体です
ので、日本に留学している学生等が代理購買し
て、それを EMS で送るというような海外代理
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購入が主体になっているかと思います。
網易（NetEase Koala）や京東全球は、自社
直接買付型を採用しています。バイヤーが直接
海外で買い付けて、それを中国国内の保税区で
保管し、注文があったら通関し配送する方式で
す。
日本では、中国への越境ネット通販が大きな
ビジネスチャンスとして注目されています。中
国の越境ネット通販ビジネスのやり方をみてみ
ると、日本の事業者にとって中国の越境ネット
通販事業者と連携を深めることが大きな鍵にな
ることが分かります。

◇中国における宅配便の動向
さて、また中国国内の話に戻りまして、宅配
便の話に移りたいと思います。
宅配便、家に配るということですが、中国で
はもともと家に配るサービスは郵便小包しかあ
りませんでした。ところが、ネット通販の急成
長ととともに、快递と呼ばれる EXPRESS、早
く届けるという便が発達しました。もともと手
渡しで届けるサービスではなくて、家の前に放
置しちゃうとか、代理店に取りに行ってくださ
いとか、ロッカーをつくってそこから持って
いってくださいというやり方もあります。
こちらが快递の取り扱い個数と営業収入の推
移です（図表 11）。取り扱い個数は年間 312
億個まで増え、アメリカを上回って世界一です。
日本は昨年40億個を超え、パンクしそうで困っ
ている状況ですが、その 8倍を運んでいる中
国でも大変な状況になっています。快 （宅配便）事業の急成長 

•  宅配は、もともと郵便小包（ ）のみ
•  ネット通販成長とともに、快 （宅配便）が発達
•  参入が急増し、事業者数は 社以上
•  宅配便取扱個数急増、世界第一位 億個（ 年）
•  一定規模以上快 企業の営業収入、 億元（ 年）

16 2,000  
 2016年度中国 子商 市 数据 告、国家郵政局郵政行業発展統計公報 

快 取扱個数と営業収入の推移 

図表 11　宅配便取扱個数と営業収入の推移

地域別にみると、沿海部が非常に多くなって
います。地域間が一番多くて伸び率も高いです。
国際も対前年比 44% というすごい伸び率を示
し 6億件を扱っています（図表 12）。地域別快 取扱量（2016年） 

取扱量（億件） 対前年伸び率（％） 
域内   
地域間   
国際（香港・マカオ含む）   

出所：  

域内・地域間・国際別快 取扱量（ ） 

快 取扱量上位 都市（ ） 

図表 12　域内・地域間・国際別宅配便取扱量（2016 年）

主要な宅配便事業者ですが、売上高でみると
日本でもよく知られている順豊がトップです。
しかし、取扱量でみると三通一達と呼ばれてい
るフランチャイズ型の宅配便事業者が上位を占
め、園通や中通はそれぞれ 44億個という膨大
な宅配便を扱っています。ただ、フランチャイ
ズ型事業者はサービス水準の向上が課題となっ
ております。
宅配便の運営方式は、直営方式とフランチャ
イズ方式に大別されます。直営方式は集配、幹
線輸送、ターミナル運営等を全て自社で行う、
日本やアメリカでは一般的な方式です。順豊、
EMS は直営方式を採用しており、航空機まで
運航しています。高サービスですが、どうして
も高コストになってしまいます。順豊の場合は、
B to C よりも B to B 主体で、ネット通販関連
は 6%程度と推定されています。
フランチャイズ方式は、本部（フランチャイ
ザー）がネットワーク全体の管理や、システム
化、ブランド化を行います。幹線輸送も行う場
合もありますが、アウトソーシングするケース
も多くみられます。集荷、配達はフランチャイ
ジー（加盟店）が特定地域で分担します。ほと
んどの中国の宅配便企業はこのフランチャイズ
方式をとっておりますが、これは初期投資が軽
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微で簡単に始められるからです。その一方で、
全体のサービス水準を維持するのが難しいとい
う課題があります。
これまでは運賃が安価なフランチャイズ方
式が主役でした。ところが、C to C より B to C
のほうが伸びているということからもわかるよ
うに、優れたサービスに対するニーズが高まっ
ており、フランチャイズ方式の事業者はサービ
ス改善が必要な段階となってきています。中国
政府も、消費者クレームが目立つため、毎年快
递事業のサービス水準の調査を行い公表するよ
うになりました。
サービス水準が低いのは、参入が急増して競
争が激化し単価が下がっていることも影響して
います。荷物 1個当たりの運賃が幾らか見る
と 12.8 元まで低下しており、採算性も低下し
ております。しかも、最近は中国でも労働力確
保が困難な状況となっています。
こうした中で、順豊、三通一達という大手企
業は株式を上場し、投資を拡大してシステム化
を進めています。中央政府も「宅配業発展『十三・
五』計画」を発表し、サービス水準の向上を図
りながら 2020 年には 700 億個を取り扱うと
いう目標を立てています。
ネット通販の配送サービス水準を高めるた
め、ネット通販事業者自ら物流を手掛けるケー
スも目立っています。なかでも京東や蘇寧と
いった直営型のネット通販事業者は、モール型
事業者と比べて物流に力を入れてきました。例
えば京東は、全国に物流センターの整備を続け
ており、宅配専門の物流子会社も設立していま
す。蘇寧も、これまで物流センターの整備だけ
でなく実店舗から配送を行うなど様々な宅配方
式を導入してきました。
アリババは、直営型ネット通販事業者と比べ
て物流への取組が手薄でしたが、2013 年に菜
鳥網路科技有限公司を設立し、急速に物流網の
整備を進めています。宅配業者との共同出資に
より、全国 24時間以内配送を目標に全国に物
流センターを整備しています。2014 年には、
農村部を除いて全国 48時間以内で配送可能と
うたっています。2015 年には、中国郵政とも

提携を開始しネットワークを拡大しています。
さらに蘇寧との提携により、その実店舗もネッ
トワークに取り込んでいます。このように物流
プラットフォームを構築する一方、アリペイを
中心とする決済・金融プラットフォームとあわ
せてマルチプラットフォーム企業として新しい
ビジネスを切り開いています。
このような宅配便事業者やネット通販事業者
の物流ネットワーク構築の動きは航空貨物輸送
にも影響を及ぼしています。

◇中国における航空貨物の動向
中国の航空会社の輸送量を見ると、経済成長
とともに急成長してきました（図表 13）。リー
マン・ショック以降すぐ立ち直ったかに見えま
したが、2010 年ごろから中国経済が高度成長
から新常態に移行し、航空貨物輸送量は足踏み
状態になりました。

億トンキロ 万トン 

万トン 億トンキロ 

資料：民航行 展 公  

中国民間航空貨物輸送量（中国航空会社による国際・国内輸送量）の推移 

再び急拡大する中国民間航空貨物輸送 

加盟 

リーマン
ショック 

高度成長か
ら新常態へ

ネット通販
ブーム？ 

改革
開放 

社会主義
市場経済 

・長期的に右肩上がりで増加
・ 年頃から中国経済が高度成長期から中高度成長期へ移行
・航空貨物輸送量も停滞
・ 年以降、再び航空貨物輸送量が急増 

図表 13　中国民間航空貨物輸送量

（中国航空会社による国際・国内輸送量）の推移

ところが、2014 年以降、再び航空貨物輸送
量が急増し始めます。この要因は、品目別の統
計が入手できないため不明ですが、ネット通販
の急増も影響していると考えられます。また、
そのほかに、スマートフォン等のハイテク製品
やその部品が大量に輸送されるようになったこ
とも指摘されています。
こちらは国内と国際を分けた推移ですが、
2014 年以降国際も国内も伸びています。ここ
にもネット通販急成長が影響しているのはない
かと思います（図表 14）。
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国際・国内別民間航空貨物輸送量（億トンキロ） 

 国際航空路線  国内航空路線 中国 年  

 国際航空路線  国内航空路線 

国際・国内別民間航空貨物輸送量（万トン） 

国内・国際ともに航空貨物輸送量増加傾向 

図表 14　国際・国内別民間航空貨物輸送量

ICAOの2016年版Annual Reportの国内・国際
トータルで見ると、中国の航空貨物輸送量はアメ
リカに次ぐ世界2位になっています。香港を加
えるとさらにアメリカに近づきます。国際輸送だ
けで見ると第3位ですけれども、香港を入れる
と世界1位になります（図表15）。
貨物郵便取扱量という統計を見ると、先ほど
の統計と比べ 2倍以上になっています。これ
は積みと下ろしと外国の航空会社の積み下ろし
も入っているためと思われます。この統計では
地域別取扱量が分かりますが、やはり沿海部の
上海、北京、広州の空港で多くの貨物を扱って
いることが分かります（図表 16）。
国際航空評議会の統計で空港別貨物取扱量を見

てみましょう。2015年値で少し古いですが、香
港が1位、上海浦東が3位を占めています。中
国の空港の貨物取扱量は、世界でも非常に大きな
シェアを占めるようになっています（図表17）。空港（本土）貨物郵便取扱量も増加傾向 

上海 浦
 

北京 首都
 

广州 白云
 深圳 宝安

 

成都 双流 
杭州 山 
州 新  

上海 虹  

昆明 水 

重 江北 

南京 禄口 
厦門 高崎 

その他 

年民航机 生 公  

空港別貨物郵便取扱量（ 年、万トン）空港貨物郵便取扱量の推移（万トン） 

図表 16　空港別貨物郵便取扱量世界の空港貨物取扱量ランキング（2015年、ト
ン） 

香港 
メンフィス 
上海浦東 

アンカレッジ 
仁川 
ドバイ 

ルイビル 
成田 

フランクフルト 
台湾桃園 
マイアミ 

ロサンゼルス 
北京 

シンガポール 
パリ＝シャルル・ド・ゴール 

シカゴ・オヘア 
アムステルダム・スキポール 

ロンドン・ヒースロー 
広州白雲 

カタールハマド 

出所：国際空港評議会（ ） 

図表 17　世界の空港貨物取扱量ランキング（2015 年、トン）

現在、中国には航空会社が 59 社あります。
参入規制が緩和されるな
か、増大する航空需要を見
込んで参入が増えていま
す。その中でも、貨物専
業の会社が 8社あります。
とはいえ輸送シェアでみる
と、中航集団、南航集団、
東航集団が多く、これに海
航集団も入れると 86% を
占めています。その他の
航空会社のシェアはまだ
14% に過ぎませんが、伸
び率は 4 集団より高い航
空会社も多く今後の展開が
気になるところです（図表
18）。

世界第2位の航空貨物輸送量 
•  国内＋国際で、アメリカに次ぐ世界第 位

•  世界の航空市場の約 割
•  国際では世界第 位、香港を含めれば世界第 位 

資料：  

国別航空貨物輸送量（ 年、百万トンキロ） 

図表 15　国別航空貨物輸送量（2016 年、百万トンキロ）
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資料：民航行 展 公  
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東航集
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海航集
団 

 

その他 
 

航空集団公司別貨物輸送量
（ 年、国内＋国際、
トンベース） 

急拡大する中国民間航空貨物市場 

•  航空会社（ 年末）
• 国有 社、民営 社
• うち航空貨物専業 社

• 貨物輸送シェア
•  大集団への集中（ ％）
• 海航集団含め ％シェア

• その他企業の急成長
• 対前年成長率 ％
• 貨物専門企業の成長

図表 18　中国民間航空貨物市場

IATA 統計で国際航空貨物輸送量ランキ
ングトップ 20 社をみると China Airlines、
Southern、Eastern の 3 社が入っています。同
じく国内航空貨物輸送量ランキングをみると
Southern、Eastern、Hainan、Shenzhen、四川、
順豊が入っています（図表 19）。中国の航空会
社にとって、貨物輸送は重要なビジネスです。
中航集団、南航集団、東航集団ともに貨物専業
の部門や会社を設けています。世界の定期貨物航空会社輸送量（トンキロ）ランキング 

資料：  

図表 19　世界の定期貨物航空会社輸送量（トンキロ）ランキング

順豊は 2009 年に設立されたばかりですが、
貨物機数を 36機まで増やしてネットワークを
拡大しています（図表 20）。以前は直行型路線
が主体でしたが、最近では深圳や北京がハブに
近い役割を果たしているようです。順豊航空（SF Airlines) 

 

•  年設立
• 急送専門航空会社として急
成長

• 保有機　計 機
•  機
•  　 機
•  　 機
•  　 機

• 航空路線
• 深圳、上海、北京中心に
路線

図表 20　順豊航空の航空輸送網

国土交通省の統計により、日中間の輸出入量
の推移をみると横ばい傾向が続いています（図表

21）。2016年度は、輸出入とも増加していますが、
ハイテク関連製品やその部品の貿易拡大を反映し
た結果のようです。日本で話題となっている中国
向け越境ネット通販が航空貨物輸送量に及ぼす影
響についてはいろいろ議論があります。海上輸送
による保税型が中心であり、直送型の航空貨物輸
送量はそれほど増えないといわれています。ネッ

図表 21　日本から中国への輸出・輸入航空貨物量の
推移（千トン）

日本から中国への輸出・輸入
航空貨物量の推移（千トン） 

輸出（本土のみ） 

輸出（香港含む） 

輸入（本土のみ） 

輸入（香港含む） 

注） １わが国税関に対する輸出・輸入申告がなされた貨物。
　　 ２継越貨物を除く。
出典） 「日本出入航空貨物路線別取扱実績」（国土交通省航空局） 

年度 
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ト通販商品は品目分類が多岐にわたり統計上把握
しにくいとも言われています。
こちらには、日中間の航空会社別運航便数を載
せてあります（図表22）。中国航空会社は旅客便
数では70％を占めているのに対し、貨物便数では
16％にとどまっています。貨物便では全日空が週
54便、日本貨物航空が13便を運航しており、日
本の航空会社の便数が46％を占めています。さら
に貨物便では、第3国に当たるアメリカのフェデ
ラルエクスプレスが29.5便、ユナイテッドパーセ
ルサービスが17便運航しており、グローバルネッ
トワークを拡大していることが分かります。

図表 22　日中航空路線運航状況（週間便数）

◇ E コマースの航空貨物への影響
以上のようにネット通販が急成長し、迅速な
輸送サービスが求められています。宅配事業者
やネット通販事業者は、広大な中国全土さらに
は国際的な輸送ネットワークを整備し始めてお
ります。そのなかで、迅速な航空貨物輸送は重
要な要素となっています（図表 23）。

図表 23　 E コマースの航空貨物への影響

中国国内航空貨物市場は、急成長を遂げてお
り、今後も拡大が期待されます。膨大な国内市
場を糧に、中国の航空貨物事業は規模を拡大し
ており、なかでも中国版インテグレータの躍
進がみられるようになりました。アメリカの
FedEx や UPS は、巨大な国内航空貨物市場で
の収益をもとに、国際航空貨物市場への進出を
続けています。同じようなことが中国発で起こ
るかもしれません。
越境 EC については、航空貨物を利用した越
境 ECプラットフォームの構築が重要になって
います。日本から中国への越境 ECモデルをみ
ると、航空貨物を利用したものでは直送モデル
と混載モデルがあります。日本の物流事業者は、
越境ネット通販サイトのプラットフォームと連
携して越境 ECを取り込んでいくことが必要に
なっています（図表 24）。

　　　　　　　　　以上

日本の物流事業者による越境ネット通販市場の取込み 

 宮武等（予定稿） 

日本の物流
事業者が取
込み可能な
モデル 

日本の物流事業者による越境ネット通販市場の取込み 

 宮武等（予定稿） 

日本の物流
事業者が取
込み可能な
モデル 

図表 24　日本の物流事業者による
越境ネット通販市場の取込み 
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2017 年度 第 3 回 航空貨物輸送の今後の展望を探る研究会
と　き　2017 年 12 月 14（木）15：00〜 17：00.
ところ　大阪キャッスルホテル 6階　鳳凰・白鳥の間

「韓国における航空貨物輸送と LCC の現状」
　講演
　　東京海洋大学
　　渡部　大輔

◇はじめに
東京海洋大学の渡部と申します。本日はどう
ぞよろしくお願いいたします。
本日、韓国の航空貨物という話と、LCC も入
れてくれというお話をいただいております。今
回、旅客についてというよりは、LCC の貨物輸
送の現状についてお話しする程度になってしま
うことをご了承下さい。
最初に自己紹介ですが、私は今、東京海洋大
学の流通情報工学科というところにおります。
専門としては物流システム工学や空間情報工学
といった、地理情報を使って施設配置や交通
ネットワークの解析といった研究をやっている
人間です。
韓国との関係でいうと、今からちょうど 20
年前ですけれども、学生時代に第二外国語とし
て韓国語を勉強しまして、ソウル大学の語学研
修を受講しました。当時、仁川空港が建設中と
いうことで、遊覧船で見ながら、こんな田舎に
こんなどでかい空港をつくってどうなるのかな
と思っていました。それが今、20 年後になっ
てこうなったのかと感慨深いところがありま
す。
もう 1つの転機は、今から 10年前に今の大
学で勤務することになりまして、そこで韓国海
洋大学という釜山にある大学の窓口教員を担当
することになりました。ここ 7〜 8年、釜山
には年 4〜 5回ほど、大学院の面接やセミナー
で訪問する機会が増えたということがありま
す。
今日の話題は、ベースとしては 2014 年、

2015 年の研究成果をもとにして進めた話にな
ります。まず最初に、空港整備と国内線の話を
します。その次に国際線と航空貨物の品目の話
をして、あとは航空会社、特に LCC 貨物の話
をして、それほど深くないですがフォワーダー
の話、最後に、政府や空港会社が中心になって
いる貨物空港としてのハブ戦略についてまとめ
ます。
統計自体は、2016 年のデータを主に使って
おります。御存じのとおり、今年 2017 年は
非常にいろいろなことがありまして、例えば 3
月に大統領が罷免されて 5月に革新系の文在
寅新大統領にかわったり、9月のミサイルの配
備で中国との関係が著しく悪化して不買運動と
か観光客が大激減したり、大きな変化がありま
した。更に、現在進行形ですけれども、北朝鮮
の影響により経済的、政治的な様々な変動があ
りました。そういったところについては、今回
は全く考察できていません。そういった意味
で、どちらかというと、中長期的な傾向はこう
ですという話にとどまっていることをご了承下
さい。

◇空港整備と国内線貨物
日本と韓国、面積については大体日本の 4
分の 1ぐらい、北海道よりちょっと大きいぐ
らいというイメージです。人口は 5,200 万人
ということで、日本の半分よりちょっと少ない
ぐらい。GDP は 1.5 兆ドルということで、日
本の 4分の 1程度の規模感です。
そういった中で航空貨物を見ていきますと、
国際線については、韓国のほうが若干多いとい
うことになっています。一方、国内貨物は圧倒
的に日本のほうが多いです。
空港について見てみますと、国際線旅客につ
いては、成田と羽田と関空を足すと日本が若干
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大きいです。一方、貨物については、これを足
し合わせても仁川のほうが大きいです。
国内線について見てみますと、空港の数が、
日本は 100 近いということでかなり大きい数
になっていますが、一方、貨物を見てみると、
実は、韓国の金浦〜済州間とほぼ同じというこ
とになっています。羽田〜千歳間が世界的に見
ても旅客でかなり多いということは昔から刷り
込まれていたのですが、実は韓国の航空貨物と
国内線は、済州路線に限ってですがかなり増え
ているということがわかっています。仁川空港
は首都圏の第 2空港として、もともとあった
金浦空港の国際線機能を移転、拡張して 2001
年にできました。現在も滑走路が 3本あって、
24 時間運営の沖合にあるということで、本格
的な貨物ハブとしての機能がある空港になって
います（図表 1）。

• 航空貨物取扱重量

• 主要空港

• 国内線貨物

航空貨物日韓比較（2016年）
日本 韓国

国際線貨物 341万トン 378万トン
国内線貨物 181万トン 29万トン

出典：国土交通省，韓国国土交通部

成田空港 羽田空港 関⻄空港 仁川空港
国際線旅客 2957万人 1517万人 1865万人 5715万人
国際線貨物 208万トン 40万トン 71万トン 353万トン

日本 韓国
国内空港数 97 15
国内線主要区間 羽田・千歳

174千トン
金浦・済州
178千トン

図表 1　航空貨物日韓比較（2016 年）

ちょうど同時期に東アジアでは、香港の
チェックラップコクや上海の浦東なども同様に
大規模な空港が整備されました。
空港の取扱高について見ましても、先ほども
お話がありましたように、国際線でいうと仁川
は香港に次いで第 2位ということになります。
成田の第 5位に比べても多いです。
時系列的に見てみますと、これは国際線と国
内線を足したものになりますが、2000 年代か
ら香港、メンフィスがこのように競い合うよう
な形で増加しています。もう1つ特徴的なのが、
急激に追い上げているのが上海、ドバイです。
そして、急増ではないのですが、増減を繰り返
しながらも増加している仁川、アンカレッジ、

UPS のハブであるルイビルが挙げられます（図
表 2）。空港貨物取扱：国際＋国内

出典：ACI

急増：⾹港，メンフィス，上海，ドバイ
成⻑：仁川，アンカレッジ，ルイビル
停滞：成田，パリ，フランクフルト

図表 2　空港別貨物取扱量（国際＋国内）

韓国は、大韓航空、アシアナ航空という二大
キャリアがあります。こちら、左側は国際、右
側が国際と国内と合わせたものですが、国際線
で見ると、大韓航空は第 4位ということです。
　国際、国内になると若干変わってきまして、
やはり国内は弱いというところが傾向として見
ることができます（図表 3）。

航空会社貨物取扱（2016年）

出典：日刊
カーゴ（元
データIATA，
2016年）

国際＋国内

国際

国際

世界
第4位

世界
第6位

図表 3　航空会社貨物取扱（2016 年）

特徴としては、フレーターで運ぶ比率が非常
に高いということになります。こちらが IATA
のデータをベースに航空統計要覧に載っていた
数値から計算したものですけれども、FedEx、
Emirates、Cathay、大韓といったように貨物取
扱量が多い順に並べてあります。
中東系になると、ベリーカーゴの比率がか
なり高いです。それが大韓航空になると、70%
以上がフレーターになります。アシアナもさら
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に高くなっています。傾向としては、韓国系、
中華航空、台湾系、エバー航空がフレーターの
比率が高くて、Cathay や中国系が半分ぐらい、
中東系はベリーが多い感じで、日本は圧倒的に
ベリーカーゴという傾向が見られるかと思いま
す（図表 4）。
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貨物専用便

主要航空会社のフレーター率

•主要航空会社に
おける貨物取扱
（国際＋国内，
トンキロ，2015
年）

•韓国系：高いフ
レーター率
• 大韓航空：7割
• アシアナ：9割

航空統計要覧（元データIATA，2015年）より作成

図表 4　主要航空会社のフレーター率

韓国の航空会社は、ボーイング 747 のよう
な大型貨物専用機で大陸間を飛ばして、サムス
ンや LGといった家電製品を輸送している構図
となっています。
次に、航空貨物の国家的な政策の変遷につい
て見てみますと、やはり航空政策、公共政策と
ともに、輸出中心とした産業政策も大きな関係
があるということが分かります（図表 5）。
1970 年代からの経済成長といったところ
で、航空市場も徐々に成長を続けてきました。
特に 1980 年代後半のソウルオリンピックや民
主化、輸出産業の成長などを契機として大きく

拡大しました。そのときにアシアナ航空も設立
されたりして、自由競争ということで拡大して
きたということになります。1998 年のアジア
通貨危機は、東南アジアとともに韓国もかなり
大きな影響を受けました。そこで、日本でいう
バブル崩壊のような社会の大きなパラダイムシ
フトがあったということになります。そういっ
た中で、2001 年の仁川空港の開港が大きな出
来事としてあります。それを持続的に発展させ
て、LCC の参入や、自由化も進めながら世界に
大きく出てきたということが長期的な流れにな
ります。
貨物の取り扱いの統計について見てみます
と、左側が、1970 年から 2016 年までの貨物
の増加、下側が国内線、上側が国際線になりま
す（図表 6）。航空貨物取扱量の推移

• 国際線：増加傾向
• 1990年代からの増加→仁川開港(‘01年)以降急激な伸び→リー
マン・ショックによる減少→再び増加傾向

• 国内線：増加→減少→停滞傾向
• 高速道路と高速鉄道(KTX)の影響→旅客便撤退による減少
• 済州島を中心としたLCC旅客便拡大→減少に⻭⽌め

国際線・国内線貨物取扱量（純貨物・手荷物・郵便物の合計）出典：韓国統計庁，韓国国土交通部
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図表 6　韓国における航空貨物取扱量の推移

これを見ていただいてもわかるように、やは
り 1980 年代の後半から 90年代にかけて非常

に増加し、それが継続
しているような関係が
見てとれるかと思いま
す。右側は、2000 年
からを拡大したもので
す。
国際線は、リーマン・
ショックとかアジア通
貨危機とかSARSとか、
いろいろな要因があっ
て落ちているところは
ありますが、基本的に
は増加傾向です。その

航空貨物の国家政策
•韓国における航空政策の変遷

1969-1987年 1988-1997年 1998-2003年 2004年-現在

特徴
急成長 継続的成長と工業化 安定成長と航空安全の高ま

り
離陸と急変化

航空政策

• 工業化を通じた初期の成
長期間と経済開発5か年計
画に基づく輸出主体の経済
政策
・航空法の改正を通じた航
空業界発展の基礎

・国際線の拡大
・国際化に向けた国内空港
の施設改善（空港開発基本
計画の成立，1991年）
・海外旅行規制緩和による
航空需要の急増

・航空協定の積極的な推進
・航空安全と航空政策の機
能分離
・航空安全政策への国際標
準の導入

・仁川空港のハブ化戦略の
促進
・代替交通手段と景気停滞
による航空需要の減少

規制緩和

・市場独占
・航空会社の民営化（大韓
航空設立）
・韓国における本格的な航
空市場の出現

・複数航空会社による自由
競争時代の到来
・国内航空券の価格報告制
度の導入

・不定期航空運送事業の免
許制から登録制への変更
・同事業の要件格上げ
・航空会社と空港に対する
継続的な監督機能

・国内情勢に適応した航空
サービス提供に向けた制度
改善
・航空自由化の促進

重要関連事
項

・航空機材の大型化
・米国における航空規制緩
和法と航空輸送競争法の成
立

・航空協定（米国，オランダ）
と新国際航空輸送政策
（1995年）
・欧州における段階的な航
空自由化の進展

・仁川国際空港開港
・急激な国際航空市場環境
の変化（9/11テロ，SARS，
燃料価格高騰）
・航空安全基準のカテゴリー
II評価とそれに伴う航空安全
政策の強化
•韓国のICAO理事会メン
バー選出

・日中韓航空市場統合の促
進に関する意見交換
・高速鉄道の開通
・地方空港における航空利
用減少
・LCCの新規参入

図表 5　韓国における航空政策の変遷
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一方、国内線を見ると、このように 2000 年か
ら急減していることが見てとれます。非常に特
徴的なのは、韓国の高速鉄道（KTX）が 2002
年に開通したということで、国内線、特に沿線
の主要都市からの国内線の撤退、それに伴って
ベリースペースがなくなってしまったために貨
物が運べなくなったということで、大きな減少
が見られました。
その一方で、2000 年代中頃からの LCC の増
加で、ベリーの空きスペースを使って現状維持
ということで進んでいるということになりま
す。この辺の国内線の急減というものは、同様
に新幹線が開通している日本では見られない現
象と思っております。
以上が概略的な話で、ここから各論的な話で、
まず空港の話をしていきます（図表 7）。

図表 7　韓国の空港の概要

仁川空港は、首都のすぐ近くにありますが、
韓国全体でいうとかなり北東の端っこの端っこ
になります。韓国第 2の都市釜山と 400kmぐ
らい離れています。仁川空港は、もともとあっ
た金浦空港から、さらに都心から離れた仁川市
の沖合に、2001 年に開港しました。韓国の輸
出入貨物の 99.4% を取り扱っているというこ
とで、ほぼ独占しているような状況になります。
そして基本的には全てほぼトラックで空港まで
運んでいるのが現状です。
続いて、金浦空港。これはもともとソウルの

玄関口であったわけですけれども、ソウルの都
心とも近いということで、国内線のハブになっ
ています。その一方で、羽田や上海といった東
アジアの主要都市からシャトルの国際線が運航
されています。
あとは、済州島にある済州空港です。韓国最大
の島で、観光の目的地としてはここがメインのと
ころになります。島の北側の旧市街地に空港があ
りますが、LCCの最近の増加でかなり発着が増え
ているということです。そういった意味で1つ
の空港では処理が追いつかないことから、南側の
リゾートエリアの近いところにも空港がほしいと
いうことで、現在新空港を計画中です。
あとは、金海空港です。これは韓国第 2の
都市釜山の玄関口ということになります。これ
は軍民共用空港で拡張の余地も少ないというこ

とで、新空港をつくろうという計
画が 2000 年代で盛り上りました。
候補地が 2つぐらいありましたが、
海側につくるか山側につくるか、加
徳島というところと密陽という都市
ですけれども、そのどちらにするか
という綱引きをして、最終的に現空
港の拡張に落ちつきました。釜山市
民としては、この海側の加徳島が近
くていい、釜山新港と非常に近い
ということで Sea and Air ですとか
いった新しい物流の拡張もできるの
ではないか、そんな目論見もありま

した。その一方で、山側の密陽ですと、韓国第
3の都市である大邱近いということがありま
す。大邱は前大統領の朴槿恵さんのお膝元でも
あり、大邱も軍民共用空港なので負担が軽減で
きるなど、色々な思惑がありましたが、最終的
には現地点での拡張ということに落ちついたと
いうことがあります。
このように、韓国の空港整備というものは、
近年非常に大きくさま変わりしているというこ
とがあります。
空港の整備について、近年は地方空港の移転・
統合が進められています。小規模な空港を移転・
統合とともに、中国路線を中心に国際線の誘致を

空港の概要
＜主要空港＞
• 仁川空港：ソウル近郊の仁川沖
に位置。北東アジアのハブ空港
となるべく’01年に開港。輸出入
貨物の99.4％を処理(‘16年，純貨
物・重量) 

• 金浦空港：ソウル都心部へのア
クセスが強み。国内線とともに、
近距離主体の国際線が就航。

• 済州空港：韓国最大の済州島の
玄関口。国内線の旅客・貨物で
第一位。島内南部における新空
港の計画中。

• 金海空港：韓国南部、釜山の玄
関口。新空港建設ではなく、現
空港の拡張決定(2016/6)。
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図るといったことが進め
られています。
航空貨物についての施
設を見てみますと、圧倒
的に仁川のターミナルの
面積が大きくて、金浦、
金海といったところは桁
が 1 つ違うぐらい、施
設面でも非常に大きな選
択と集中が進められてい
ますということになりま
す。
国内線の貨物について
見てみますと、先ほど説
明したソウルの金浦と離
島の済州島が 6割近く占めていて、それ以外
にも済州路線が上位を占めて、約 8割が済州
発着の貨物ということになります。
このように、基本的に内陸路線での国内線の
貨物はほとんどプレゼンスが非常に低いという
ことがわかるかと思います。

◇近年の国際線航空貨物動向
国内線の話は、規模も小さいので、国際線の
お話に移りたいと思います。
2016年の話になりますが、航空貨物の比率は
金額ベースで27%､ 重量ベースでは0.18%です
ので、オーダーとしては日本とほぼ同じです。
取扱量が拡大した原因としては、原油が下
がったり、輸出入貨物が増えたり、中国向けが
メインですけれども化粧品とかファッションや
通販の貨物が増えたり、乗客の手荷物が増えた
り、仁川のトランジットも増えた等が要因に
なっています。
方面別に見てみますと、東南アジア、日本、
中国が増えています。品目別に見てみますと、
左が輸出で、右側が輸入、上が金額、下が重量
になっています（図表 8）。
まず、輸出は金額ベースで見ると、圧倒的に半
導体やスマートフォンのような電子電気機器です。
重量ベースで見るともう少し薄まりますが、基本
的には機械や工業製品が上位を占めています。

輸入に関しても電子機器や機械類が多いです
が、重量ベースで見ると、農産物や生活品、生
活用品のほかに、半導体の材料になる鉱物や金
属製品の比率が高いです。
輸出に関してもう少し製品別に見てみますと、
半導体メモリーやプロセッサ・コントローラ、電
子機器、無線電話機が上位を占めています。伸び
率を見てみると、補助記憶装置、メモリー・SSD、
有機ELパネルがかなり増えています。電話機な
ど通信機器の量は多いですが、減少が続いていま
す。これは、生産拠点が中国やベトナムに移転し
ていて、重量のかさむものが海外にシフトしてい
ることが影響しています。一方、高価な部品、高
付加価値の部品が増えています。
方面別に見ると、香港、上海、成田が多いで
すが、増加を見てみますとハノイ、こちらには
サムスンのスマホの組み立て工場があるなど、
急増しています。
貨物については、仁川はトランジット貨物が
4割を占めます。成田空港は 3割ですので、そ
れに比べても多いということになります。経年
的に見ると、ベース貨物である輸出入貨物は増
加しています。トランジット貨物は、一時期か
らは停滞しています。トランジット貨物を見て
みますと、トランジット貨物の取扱量は 2009
年までは増加していましたが、2010 年で急減
しています。これは中国国内での特に東北部、

国際線貨物：品目別

国際線航空貨物における輸出入実績（2016年）出典：韓国国土交通部

輸出・金額
134,338
百万ドル

輸入・金額
114,855
百万ドル

輸出・重量
591千トン 輸入・重量

778千トン

図表 8　韓国の国際線貨物量（品目別）
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山東省のあたりの空港で北米・欧州直行便が増
えてトランジットを使う必要がなくなったこと
になります。Sea and Air も一つ特徴的であり、
山東省を中心に航空貨物の取り扱いがかなり逼
迫していたことから、充実している仁川港の
フェリー便と仁川空港の国際航空ネットワーク

を活用することで、スピードと運賃でメリット
の高い Sea and Air が取り組まれてきたという
経緯があります。その Sea and Air もある程度
増えてきているんですが、やはり中国本土の航
空貨物の取り扱い体制の整備も関係してきます
（図表 9）。トランジット貨物

• Sea and Air輸送：海上運賃の安さ＋貨物便ネットワーク
• 仁川港：天津，⻘島，煙台，威海等の中国港湾と国際フェ
リー航路を週2‐3便運航（仁川・⻘島間17時間）

• 全体の取扱量に対する比率：1.5％程度（2014年）
• 2011年の急減：中国内空港発着の北米・欧州直行便の増加の
影響

出典：仁川国際空港公社（2015年） 出典：仁川港湾公社（2015年）

図表 9　仁川空港の Sea and Air トランジット貨物

◇航空貨物業界
続いて、航空貨物業界について見ていきます。
韓国の大手のフルサービスキャリアは大韓航
空、アシアナ航空です。それととともに 2005
年以降に複数個の LCC が設立され、さらに地
方を拠点とした LCC がこれから設立される予
定になっています。
国際線貨物輸送については、上位はフルサー
ビスキャリア、ほかにインテグレータやエクス
プレス各社が続きます。航空会社は、フレーター
をメインで運用しています。あと特徴的なの
はエア仁川、貨物 LCC とも言われるんですが、
小型のボーイング 737 のフレーターを使って
プロジェクト貨物を中心に、ロシアや中国を中
心に運んでいます。
貨物の取扱量について、2016 年で純貨物、
手荷物は除いたものを見てみますと、LCC、中
でもエア釜山、ジンエアが前年比の 2倍、5倍
のかなり大きな伸びが増えていますということ

が確認できます（図表 10）。
エア仁川はアシアナ系、ジンエアは大韓航空
系ということで、仮説としては、大手系の LCC
がベリースペースを活用しているのではないか
ということが見られます。
航空会社の貨物取扱
•航空貨物純貨物取扱量（2016年）

• LCC：エア釜山（アシアナ系），ジンエア（大韓航空
系）→大手航空会社系の高い伸び

• 仮説：大手によるLCCベリースペースの活用
分類 会社名

国際線 国内線

純貨物（トン） 増減率(％） 純貨物（トン） 増減率(％）

大手
大韓航空 1,197,198 1.2 76,238 -5.1 

アシアナ航空 620,087 5.2 38,628 -3.0 

LCC

エア釜山 29,170 188.5 7,011 -10.2 

エア仁川 9,178 -7.4 

エアソウル 0 153 

イースター航空 846 -16.7 1 

済州航空 6,024 12.9 1 

ジンエア 7,151 490.0 16,489 20.8 

ティーウェイ航空 1,691 91.1 1 

外国航空会社 795,922 9.1 

合計 2,667,267 5.4 138,522 -2.1 

出典：韓
国国土交
通部

図表 10　韓国の航空貨物純貨物取扱量（2016 年）

旅客との対比をしてみますと、旅客ももちろ
ん伸びてはいますが、30%とか 50% といった
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ぐらいですので、それに比べると、貨物の伸び
は著しいといえます。
このように、LCC において貨物もこれから取
扱量が増えていくのではと考えられます。
国際線、国内線のシェアを見てみますと、
左側の図が旅客、右側が貨物です。このように、
国際線、国内線ともに旅客では大韓が 25%、
アシアナが 20% となっている一方、貨物では
大韓が 40％、アシアナが 20% ということで、
きれいにすみ分けができています。旅客を見
てみると、国内線では LCC は 6 割近いシェア
があり、圧倒的に LCC の存在感があります。
国際線のほうも LCC は 2 割近く、プレゼンス
がかなり高まっています。一方で、貨物を見
てみると、国際線、国内線ともに LCC のプレ
ゼンスがかなり低いということになります。
ですから、これだけ伸びしろがあるのではな
いかということが見てとれるわけです（図表
11）。

•大手航空会社：大韓航空，アシアナ
• 旅客：半分以下，特に国内線のLCC躍進
• 貨物：国際線・国内線ともに約2/3のシェア

→疑問：貨物におけるLCCの伸びしろが大きい？

出典：韓国国土交通部（2016年）

航空会社シェア：旅客・貨物

旅客 貨物

図表 11　韓国の航空会社別シェア（旅客・貨物）

LCC は貨物を扱うほどメインではない、つ
まり収益性の高い旅客をメインにして、貨物は
2の次ということです。要因としては、機材の
面ではキャパシティーの問題、荷役の面では折
り返し時間で積みおろしするのは難しいこと、
運用の面では昼間がメインなので貨物の取扱い
時間と合わないこと、設備の面では要員を配置
しないといけないこと、などが挙がられます。
ですが、それぞれの問題に対応策はあるかなと
思っています（図表 12）。

• LCCにおける貨物利用
• 収益性の高い航空旅客をメイン→貨物取扱量は大手に
比べると大幅に少ない

• LCCにおける貨物利用の障壁

LCCによる貨物取扱

項目 問題点 対応策
機材 小型機材の下部貨物室（ベリー）の

ため輸送容量や品目（危険物）が限
られている

小ロット貨物（通販，
パケット系）の取り込
み

荷役 短い折返時間（25‐35分）内での貨物
の荷役に大きな制約がある

荷役時間の短縮（ULD使
用）

運用 昼間の運航がメインで、貨物向けの
夜間時間帯に合わない場合が多い

柔軟な運賃設定
仁川での⻑距離便接続

設備 貨物取扱に必要な上屋や人員、セ
キュリティ等の設備投資が必要

販売（GSA，FWD）とハ
ンドリングの外注化

図表 12　 LCC による貨物取扱の問題点・対応策

実際に LCC は貨物を運んでいないのかとい
うとそうではなくて、例えば Jet star は行って
います。海外でいうと southwest、Air　Asia
も日本でも取り扱いするとかいったところはい
ろいろあります。その一方で、Ryanair は撤退
しています。セオリーがあるのかというとそう
ではなく、例えば southwest はハンドリングと
か販売を自社やってなるべく内製化をする一方
で、情報システムを自動化するようなことで効
率化を進めて成功しているというような事例が
見てとれます。こういったところで、LCC の貨
物輸送というところはまだまだ研究の余地があ
るかなと思っています。
続いてフォワーダー業界です。上位を見てみ
ますと、LG 系のパントスやサムスンといった
荷主系のフォワーダーや、物流大手の大韓通運、
外資系が上位に見られます。ただし、シェアは
各社小さく、大手 5社を合わせても 23% で、
小さいフォワーダーが乱立しています。この中
で、サムスンの物流戦略の変化が大きな影響を
与えていて、日本通運はサムスン専用の部署を
つくって急速に伸ばしています。
日本の場合ですと大手 5社を合わせると 6
割ということで、韓国が零細企業のフォワー
ダーがかなり多いということがわかります。そ
れによって日系のフォワーダーが現地のネット
ワークや、電子部品等に関する専門性で伸ばし
ているということが挙げられると思います。

◇仁川空港のハブ戦略
最後のお話になります。仁川空港のハブ戦略
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です。
仁川空港は、2001 年に開港して、都心から
は約 50km になります。今は鉄道ができたの
でかなり便利になったと思います。
開港以来、拡張工事を進めていて、現在、第3
段階になります。目玉は、来年1月にオープン
する予定の第2旅客ターミナルビルです。こち
らは大韓航空がメインで使う予定になります。最
終的な計画としては、滑走路が5本となり、貨
物取扱量が年間1,000万トン以上といったような
壮大な計画が立てられています。地図内のオレン
ジ色に塗り分けたところが、FTZに指定されてい
る貨物地区になります（図表13,14）。仁川空港

出典：仁川国際空港公社

•貨物ターミナル地区・空港物流団地→FTZに指定

第一旅客ターミ
ナル

第二旅客ターミ
ナル（建設中）

図表 13　仁川空港全体図

•貨物ターミナル地区，空港物流団地→隣接
仁川空港の物流機能

出典：仁川国際空港公社

貨物ターミナル地区

空港物流団地

図表 14　仁川空港の物流機能

貨物地区は大きく 2 つに分けられていて、
いわゆる貨物上屋のある「貨物ターミナル地区」
と、その背後地にフォワーダーの倉庫や半導体
のような付加価値の高い製造工場とかパーツセ
ンターが立地している「空港物流団地」があり
ます。それらが空港の敷地内で隣接しているの
が大きな特徴です。貨物ターミナル地区は非常
に整然と上屋が並んでいまして、大韓航空の大

きな施設があってその反対側にアシアナと外資
系の航空会社、エクスプレスの施設がある構成
になっています（図表 15）。
仁川空港

出典：仁川国際空港公社

•貨物ターミナル地区

図表 15　仁川空港の貨物ターミナル地区

また、PFI を使って民間事業者が整備したこ
とが大きな特徴になっています。貨物上屋の合
計面積としては成田とほぼ変わらないですが、
成田の場合、小さな上屋が点在しているという
ことがあります。さらに仁川空港は FedEx の
専用ターミナルを再来年につくることが予定さ
れています。大韓航空の上屋を見学する機会が
ありましたが、内部は広く、輸出入貨物、トラ
ンジット貨物を効率的に処理できるような動線
が整備され、中でも自動のトランスファーク
レーンや蔵置用の立体倉庫を用いて搬送や保管
業務を効率化・自動化しているというのが大き
な特徴です。これらは香港やシンガポールなど
の主要空港にもある施設ではあります。
空港物流団地についても同じく PFI で整備さ
れています。貨物ターミナル地区のすぐ横に
あり、物流企業主体の第 1期地区、製造業主
体の第 2期地区があります。第 2期地区では、
主に半導体工場を想定していますが、土地を賃
貸に制限しているため、工場を買いたい製造業
が多いことから入居率が低水準になっていると
のことです。
貨物地区は FTZ に指定されていて、関税や
賃貸料免除の優遇措置があります。さらに、韓
国の FTA を活用した関税のメリットがありま
す。トランジット貨物の誘致として、航空会社
向けに新規就航のフレーター着陸料を下げる、
フォワーダー向けに空港団地の賃料を下げる等
のインセンティブを用意しています。
第 3段階工事の貨物地区については、エク
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スプレス貨物を中心とした整備を予定していま
す（図表 16）。また、空港に鉄道が乗り入れて
いるということで、それを使って FedEx が医
薬品を内陸から旅客用の高速鉄道（KTX）に載
せて貨物として運んだり、それとあまり計画が
進んでいないようですが、Cargo KTX という
ような貨物専用の高速列車を運行する予定があ
ります。
KTXは、仁川からソウルを抜けて南東部の釜
山方面、南西部の全羅道方面と路線があるので、
貨物の8%がトラックから鉄道にシフトすると
いうような需要予測があります（図表17）。
高速鉄道を使った貨物専用列車というのは
世界的にそれほど例がなくて、例えば TGV が
1984 年から運転していましたが、結局 30 年

経過して老朽化で廃止になり、あまりうまく
いっていないのが現状です。日本の新幹線も昔、
貨物構想があったわけですけれども、やはり実
現は難しそうです。その中で韓国での取り組み
が、今後どうなるのかは注目していきたいとこ
ろです。

◇航空貨物の国家政策
最後に、国家政策になります。
これは韓国の中期・長期計画を定期的に、5
から 10 年間のスパンで立てていて、それが
2015 年辺りに大きく更新されました。
この中で航空関係を見てみますと、貨物 LCC
やエクスプレス貨物を増やそう、電子商取引に
対応しよう、生鮮食品エクスプレス貨物を増や

そう、インセン
ティブを強化
しよう、空港
物流団地を活
性化させよう、
e-Freight や 電
子化を進めよう
等が挙げられて
います（図表
18）。
それをさらに
ブレークダウン
した空港総合計
画ということが
あります（図表

19）。これも、需要予測を基にして、仁川空港
に全体の投資額の 9割を行うといったように、
需要が見込まれる拠点空港の施設は拡充する一

仁川空港の物流機能
•第三段階建設工事：’17年完成予定

• エクスプレス貨物を中心とした第二貨物ターミナル地区
などの整備

• KTXによる貨物輸送（ ’20年予定）

旅客ターミナル地区

貨物ターミナル地区

空港物流団地

新鮮貨物処理
施設

第2旅客ターミナル

エクスプレス貨
物ターミナル

第3段階物流団
地予定地(’19年)

中小EC企業
空港直送
輸出支援
サービス

早期供給敷地(’17年)

出典：韓国国土交通部

仁川空港の物流機能
•第三段階建設工事：’17年完成予定

• エクスプレス貨物を中心とした第二貨物ターミナル地区
などの整備

• KTXによる貨物輸送（ ’20年予定）

旅客ターミナル地区

貨物ターミナル地区

空港物流団地

新鮮貨物処理
施設

第2旅客ターミナル

エクスプレス貨
物ターミナル

第3段階物流団
地予定地(’19年)

中小EC企業
空港直送
輸出支援
サービス

早期供給敷地(’17年)

出典：韓国国土交通部

図表 16　仁川空港の第三段階建設工事

図表 17　仁川空港を基点とした鉄道輸送

仁川空港の物流
機能

• Cargo KTX，Cargo Train 
eXpress（CTX）：KTXによる
貨物輸送
• 半導体や携帯電話，医薬品な
どの製造業が集積する⻲尾や
大邱などの内陸都市と仁川空
港との間を最高時速300km/h，
約140分で結ぶ

• 需要予測：仁川空港から輸出
される半導体製品を対象とし
た分担率→約8%の貨物が高速
貨物鉄道へ転換見込み

• 高速鉄道専用列車による貨
物輸送の事例
• フランス高速鉄道TGV：郵便
輸送専用列車 TGV La Post

• 1984年運行開始→2015年廃⽌
出典：Oh et al 2015

航空貨物の国家政策
•中⻑期戦略の刷新（2015年以降）

• 国家物流基本計画（2016‐2025）
• 新しい物流事業の発掘支援（貨物LCC育成，トランジット貨
物に対するインセンティブ強化，生鮮・エクスプレス貨物等
新成⻑品目の育成

• 国際空港・港湾の物流ハブ機能の強化と投資誘致（半導体，
バイオ，電子商取引など）

• 第2次航空政策基本計画: ’15‐’19
• 新規航空貨物の創出（生鮮・エクスプレス貨物等）
• 国際航空物流の経営環境改善（インセンティブ強化，輸出支
援体系構築）

• 空港物流団地活性化および施設拡充（高付加価値貨物，製造
業誘致）

• e‐Freightの実現に向けた航空物流統合プラットフォームの構
築

図表 18　国家政策（基本計画）
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方、そうでないところは最低限の投資をすると
いう、選択と集中の考え方が明確になっていま
す。航空貨物の国家政策
•中⻑期戦略の刷新（2015年以降）

• 第5次空港開発中⻑期総合計画: ’16‐’20
• 2030年までの航空需要予測

• 国内線：中枢・拠点空港を除いて停滞または減少
• 国際線：年平均5%前後で着実に成⻑

• 圏域別の空港開発計画や投資計画等
• 計画期間中の投資額（2兆13億ウォン、約2130億円）のうち仁
川空港の拡張工事に約9割投資

• 需要増が見込まれる中枢・拠点空港：施設拡充
• その他の地方空港では安全施設の補強、不定期便・LCC・中小
型航空機の就航と活性化支援など：最小限の投資に抑える

図表 19　国家政策（総合計画）

長期・中期の計画も重要ですが、やはり短期
的に何が必要なのかということで、強化策が政
府からも発表されています（図表 20）。これは、
世界第 2位の地位を確固たるものにするため
に何をすべきかということで、物流団地の入居
や、宅配エクスプレスへの支援、FedEx のター
ミナル整備のような国際エクスプレスの強化、
空港内での処理の速度の向上のための各種の自
動化、通関手続きやシステムの効率化を進める
ことで、2020 年までに 300 万トン、昨年よ
りも 1割増という数値目標も出しています。
国家が主導して空港会社、フォワーダー、キャ
リア、荷主など関係者それぞれ取り組むべき課
題を共有し、具体的な数値目標を掲げています。

仁川空港のハブ化戦略
•仁川空港の航空物流
競争力強化策(‘16/12)
• 仁川空港の北東アジア
航空物流ハブ化→世界
第2位の空港の確固た
る地位を確立

• 目標：’20年までに航
空貨物流動量300万ト
ン/年を達成（’16年：
271万トン）

• 主な推進課題：右表

課題 推進項目
物流団地の
入居需要に
対応

・第3期空港物流団地の新規開
発・供給(’19開始予定),戦略的
な企業誘致拡大

新成⻑貨物
分野への支
援強化

・空港物流団地に生鮮貨物専
用の物流センターを開設
・空港物流団地を活用した中
小EC企業による輸出支援

ハブ機能強
化のための
施設・路線
拡充

・国際宅配会社の専用ターミ
ナルの開設
・国際貨物路線と配送ネット
ワークの拡大
・貨物インセンティブの改善

空港内の貨
物処理速度
の向上

・輸出入貨物の処理速度向上
・緊急貨物のリードタイム短
縮

出典：韓国国土交通部

図表 20　国家政策（短期的な政策）

◇まとめ
まず、韓国における空港整備としてハード面
としては、空港整備、選択と集中をかなり重点
的に進めています。そして、仁川がかなり大き

な役割を担っています。ハード面も重要です
が、ソフト面、つまりインセンティブや成長し
ている通販、生鮮品を増やすとか、そのほかに
LCC、Sea and Air、高速鉄道といった合わせ技
も積極的にやるということです。
最後に、関空は、実は仁川空港と類似点が多
いと思っています。海上 24時間空港というこ
と、特に関西は内際一体ということもあります
ので、ベースカーゴとともに国内線を活用した
トランジット貨物の誘致が有望であるといえま
す。それと、関空にもエクスプレス貨物ハブが
ありますので、越境 Eコマースの配送拠点に
もなり得えます。クールチェーンに関しても、
温度管理、医薬品の専用倉庫がすでにあります
ので、そういった設備を拡大することも重要か
と思います。
Low Cost Cargo（LCC）のネットワークは、
関空はやはり日本の中で特に充実しています。
LCC のベリーを活用することで、旅客、貨物の
相乗効果もあるのかと思います。
空港物流団地については、なかなか現実的に
は難しいかもしれませんが、FTZ 等とあわせて
物流団地やパーツセンター等の入居も見込める
のかと思います。
あと、空港鉄道、最近はなにわ筋線が注目さ
れていますが、こういったものも使うと、都心
へのエクスプレス貨物直送やモーダルシフトが
図られる可能性があります。つまり、ハード的
なインフラはかなりそろってくるかなと思いま
す。
そういう中で仁川空港は、過去20年間で様々
なハード、ソフトを組み合わせて成長してきま
した。これまでの取組を組み合わせて、例えば
昔実行してうまくいかなかったけれども、今や
ると時代も変わって、また変わった展開になる
かもしれないということもあるかと思います。
これで以上になります。ありがとうございま
した。
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2017 年度 第 4 回 航空貨物輸送の今後の展望を探る研究会
と　き　2018 年 1月 26（金）15：00〜 17：00.
ところ　大阪キャッスルホテル 7階　松・竹・梅の間

「ASEAN における航空貨物の動向」講演
日本貿易振興機構アジア経済研究所
梅﨑 創

◇はじめに
アジア経済研究所の梅﨑と申します。本日、
よろしくお願いいたします。
まず、少し背景のお話をさせていただいた後
で、政策環境の変化についてお話します。皆様
ご案内のとおり、2015 年に ASEAN は ASEAN
経済共同体を設立いたしました。その時点で何
が大きく変わったのかというと、特に航空の自
由化、単一航空市場をつくるという動きがあり
ましたので、そこに触れておきます。その上で
実際に、ASEAN の航空貨物がどういった状況
にあるのかということを統計ベースで少しお話
しさせていただきます。最後にまとめです。

◇グローバル化の進展と航空輸送
いわゆる経済統合の流れというものも世界的
に見られるわけですけれども、1つの見方とし
て、Richard Baldwin が提唱した「アンバンド
リング」という考え方があります。昔は地産地
消のような形だったところから、交通機関など、
いろいろな技術が発展することで生産地と消費
地を分離することが可能になり、各地に経済活
動が移転するようになったという流れがありま
す。これが 19世紀に起こった「第 1のアンバ
ンドリングです。
1990年ごろに本格化したICT革命によって、
いわゆるアイデア、技術の移転コストが下がっ
たことで、先進国の技術と途上国の安価な労働
を組み合わせた生産活動が行われるようになっ
た。これが「第 2のアンバンドリング」で今
現在もずっと続いている流れであります。
その中で、原材料とか中間財、完成品の多く

は海上あるいは陸上で輸送されるわけですけれ
ども、輸送品の性質によっては航空輸送される
ものもある。いろいろな推計がありますけれど
も、特に資本財とか高付加価値の中間財、製品
に関してはかなり高い比率で、半分ぐらいとか
40％ぐらいで航空輸送が使われるという推計
もあります。
第 2のアンバンドリングによって先進国か
らの直接投資を受け入れて工業化してきた国々
が、特にアジアに多く見られる。ただ、それを
実現していくためにはある程度技術者とか経営
者といった人の移動が求められるわけですが、
実際にはそんなに、どこにでも行くという形に
はならなかった。いろいろな条件、インフラや
政策を整えなければいけないということがあり
ますので、人の移動はそれほど安いものには
なっていません。その結果、第 2のアンバン
ドリングの恩恵は、ある程度限られた国にしか
行きませんでした。
近 年 で は さ ら な る 情 報 技 術 の 発 展

（telepresence とか telerobotics）により、「第
3 のアンバンドリング」が生じつつあると
Baldwin は指摘しています。要は、自分はここ
にいるけれども自分の作業の結果は別の場所で
行われるというような、新しいタイプのグロー
バリゼーションです。このような流れがある中
で、航空輸送の役割がどう変わっていくのかに
ついても見ていく必要があるかと思います。

◇経済開発における航空輸送の役割
これまでの経済開発における航空輸送の役割
は、おもに第 2のアンバンドリングの世界に
なります。
航空輸送はいろいろな使われ方をしていま
す。工作機械のような資本財であったり、高精
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度の金型であったり、ファストファッションの
製品とか生地であったりというものに関しては
いろんなところで見られます。ほかにも中国で
生産している iPhone とかハノイ近郊でつくっ
ているサムスンのスマホもあります。このあた
りはかなり規模の大きな製造業ですけれども、
特に私ども途上国経済の研究を専門とする研究
所として、どういうふうに遅れている地域を発
展させるのかという視点を常に持っております
ので、航空輸送に関しましても、僻地とか飛び
地とか、国の中、途上国の中でもいわゆる地方
の開発にどういうふうに使えるだろうか、とい
うことをいつも考えております。
その中で、例えばミャンマー。日系のマニー

（MANI）という会社ですけれども、医療用の
針をヤンゴンの郊外で、いわゆる普通の製造業
が入るようなところではなく、人がいればいい
というところで針をつくって、空港まで持って
いって空路で世界に供給する。
あるいは、ラオス南部のパクセでかつら、
ウィッグをつくる。非常に労働集約的な工程で
す。工員さんが網に毛を植えていくということ
をやっていました。やはり賃金が低いからそこ
でやるわけですけれども、それをどういうふう
にマーケットに持っていくのか。パクセにも国
際空港はあるわけですけれども、この企業は国
境を越えてタイのウボンラチャタニまで陸送し
て、そこからスワンナプームに運んで、そこか
ら日本に運ぶというルートをとっていました。
マレーシアの例ですけれども、これは電子部
品、半導体の生産です。岡山に本社があります
ロームというところです。もともとは、1980
年代に、先代の社長が視察をして決断をされて、
マレーシアとタイの国境に接したクランタン州
のコタバルというところに工場を移転しまし
た。そこでつくったもの全量をクアラルンプー
ルの空港に陸送して、そこから関西の KIX ま
で空輸する。本社で在庫管理をしながら世界市
場に供給していくという体制を組まれている。
フィリピンのミンダナオ島のダバオからマグ
ロを冷凍あるいは生のまま日本に空輸する。ミ
ンダナオ島とインドネシアのスラウェシ島の間

のあたりがいい漁場だということで行われてい
ます。
アジアじゃないですけれども、アフリカでも、
花をつくって欧州に飛行機で送るということが
行われている。
最初の中国の事例はある程度の産業集積とか
規模が必要になってきますけれども、そのほか
のところはある意味工場単体でその場所に行っ
て生産をして運んでいくということができる。
ほかにも、製造業だけでなく、観光開発も経
済開発にとって有効です。国際的な観光地とし
ては、シェムリアップやバリが有名です。あ
と、チェンマイとかセブはもともと国内外から
の観光地として開発されてきたところですけれ
ども、飛行機が飛んでくるようになると、その
ベリーを使うという形で電子部品産業が少しず
つ動いていった。確たる流れは私自身押さえて
いないんですけれども、そういうこともあるか
なと思っています。
最近の話ですと、産業の高度化とか新都市開
発の起爆剤という形で考えられることもある。
タイの東部経済回廊開発では、もともと空軍が
使っていたウタパオ空港を中心に空港を拡張し
て新しい町をつくって、いわゆる従来型の製造
業ではなくて知識中心型の製造業、高付加価値
の製造業をつくって国を伸ばしていこうという
ような構想ができている。こういった形で、経
済開発における航空輸送の役割もいろいろとあ
ります。

◇ ASEAN における経済統合と航空自由化
ASEAN がつくられた背景は、どちらかとい
うと反共産主義という政治的な色合いの強いも
のであったのですけれども、徐々に経済的な、
実利的なものを求めるようになっていった。一
つの大きなきっかけになったのが、1985 年の
プラザ合意です。日系企業だけではなくアジア
各国、台湾とか韓国の企業も数多く東南アジア
に進出するようになっていった。ASEAN 域内
の経済協力はそのあたりから本格化し、1992
年には自由貿易地域をつくろうという話になり
ました。
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さらに 1990 年代、2000 年代になっていく
と中国が伸びてきた。ASEAN が経済統合をや
ると言いながら伸びてこない中で、中国が一気
に追い抜いていくような形になったのである意
味焦ったというところもあって、真剣に取り組
みましょうという形で構想されたのが経済共同
体です。
言葉としては欧州のようなものに近いところ
がありますけれども、そこまでハイレベルなも
のは目指していません。自由貿易協定を中心に
して投資とかサービスの自由化も進めていく。
単一航空市場については、経済共同体の話が出
てきたところから交渉とか進捗が加速化してい
ます。
交通分野の協力は別に空の分野だけではなく
て、陸送でも海運でも行われているわけでして、
特に陸運の分野において越境輸送を自由化して
円滑化していきましょうという動きも並行して
進んでいます。
おおまかな流れですけれども、2004 年に
は航空輸送部門統合に向けたロードマップ
（RIATS）ができて、それに従って航空貨物輸
送と旅客輸送の自由化が進んできています。協
定自体は 2009 年、2010 年あたりに署名され
ているわけですけれども、最終的にその批准が
完了したのは 2016 年 4 月のことです。2015
年 12 月末に ASEAN 経済共同体が完成したと
いう話はありますけれども、幾つも持ち越しが
あって、この件に関しては 2016 年になって一
応批准が完了したという状況です。
ASEANは 10カ国が加盟しているのですけれ
ども、非常に多様な国から成っています。航空
分野でいえば、先進国のシンガポールからタイ、
マレーシアという国があって、その反対側には
ラオスとかカンボジアとかミャンマー。いろん
な国がありますので、自由化を一律に進めてい
くのは非常に難しい。このため、ASEAN-X 方
式といいまして、批准した国が 2カ国以上に
なったらその間で発効させていきましょうとい
う進め方が採用されています。マルチな協定で
はあるのですけれども、パーツパーツで発効し
ていく形で進めています。

もともとこのロードマップで扱っていたのが
第 5の自由までという形で、それ以上の自由
化は目指していないのですけれども、その他の
航空輸送に関連するサービスの自由化も含め
て、ASEAN 単一航空市場（ASAM）というも
のをつくっていきましょうという目標が設定さ
れたのが 2007 年になります。ASAMの枠組み
は 2011 年に合意されています。
日本と ASEAN との間でも、日・ASEAN 航空
協定の交渉が ASEAN 側の求めによって始まり
ました。しかし、それと並行して日本はカンボ
ジア等と二国間航空協定を結んでしまいました
ので、日本サイドとしては ASEAN との航空協
定を結ぶメリットが減っていると言われていま
す。
航 空 貨 物 輸 送 に 関 す る 多 国 間 協 定、
MAFLAFS と言いますけれども、こちらでやっ
ているのが ASEAN 域内の指定空港を用いる航
空貨物輸送に関する第 5の自由ということで、
指定空港をどこにするかというのが当局者の間
でやり合いがありました。インドネシア、フィ
リピン、ミャンマーは首都の空港を指定してい
ません。ミャンマーに関しては、ネピドーは経
済活動ほとんどないのでヤンゴンでいいのです
けれども、フィリピンは、クラークとスービッ
クはありますけれども、いわゆるマニラ空港、
ニノイ・アキノのほうは対象にしていません。
インドネシアは、ジャワ島の空港が一つも入っ
ていないという状況になっています（図表 1）。MAFLAFSにおける指定地点

10

（出所）MAFLAFS付属⽂書１に基づき報告者作成。

 インドネシア、フィリピン、ミャンマーは⾸都の空港を指定していない。

国（地点数） 指定地点（designated points）
ブルネイ（1） バンダル・スリ・ブガワン
カンボジア（1） プノンペン

インドネシア（7） バタム，バリクパパン，バイク，マカッサル，マナド，パレ
ンバン，ポンティアナク

ラオス（3） ビエンチャン，ルアンパバーン，パクセ
マレーシア（1） クアラルンプール
ミャンマー（2） ヤンゴン，マンダレー
フィリピン（6） クラーク，スービック，セブ，ダバオ，イロイロ，ラオアグ
シンガポール（1） シンガポール

タイ（7） バンコク，チェンマイ，ハットヤイ，コンケン，プーケット，
ウタパオ，ウボンラチャタニ

ベトナム（4） ハノイ，ダナン，ホーチミン，チューライ

図表 1　MAFLAFS における指定地点

航空の自由化を進めるに当たって、ブルネイ
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とシンガポールは事実上 1つの空港しかない
ところですので開放する国内市場がないわけで
すけれども、島嶼国であるインドネシア、フィ
リピンにとっては国内市場の開放は容易ではあ
りません。それがあらわれていますのが、批准
の進捗状況です。暖色系のところが批准が早
かったところです。寒色系、ブルーのところが
遅かったところです（図表 2）。
カンボジアとかラオスに関しては、どちらか
というと準備が整わなかったという感じが強い
ですけれども、インドネシアとフィリピンは、
政府の躊躇といいますか自由化に対する消極的
な態度が強くあらわれてきています。これは、
政府の裏に各国の航空会社があって、その政府
への働きかけがるわけです。インドネシアは批
准までに非常に時間がかかっています。逆にシ
ンガポール、一番真っ赤なところですけれども、
協定に署名をしたらすぐに批准できる状況をつ
くっている。ここはやはりもうかなり積極的に
議論をリードしてやっていました。
今後に向けてですけれども、③の航空会社の
所有と支配のところで、前から ASEAN 共同体
航空会社と、EU籍と同じような形で、ASEAN
においても同じような取り扱いができないかと
いう話が出てきては消えという状況で、私もこ

こ 1、2年少しフォローができていないところ
がありますが、進んではいないのではないかと
思います（図表 3）。
技術要素のほうは、いわゆる国際的な基準に
則っていけるように域内協力をしていきましょ
うという部分が中心になっています（図表 4）。ASAM枠組み（経済要素）

12
（出所）ASEAN事務局資料（Implementation Framework of the ASAM）に基づき報告者作成。

項⽬ 概要

①市場参⼊ RIATS協定（MAFLAFS、MAAS、MAFLPAS）の実施。将来的な更なる⾃
由化の可能性を検討する。

②チャーター 定期便のない国際航路の⾃由化。その他は個別に検討。
ASEAN加盟国が航空会社を指定する際の「主たる事業所」および「実効規制
⽀配」に関する基準を採択するように取り組む。
「ASEAN共同体航空会社」のコンセプトを含め、航空会社の所有と⽀配のさら
なる⾃由化に向けた議論を開始する。

④運賃 運賃申告制廃⽌に向けて取り組む。

航空会社の商業上の取決め，事務所設置，航空輸送サービスの販売・マーケ
ティング，航空機リース，外国⼈の雇⽤，グランド・ハンドリング，空港までの交
通，コンピュータ予約システム，保守・修理・オーバーホールサービス。

契約上の義務がある場合を以外は商業活動の供給は⾃由化され，その義務が
消失するに従って⾃由化を進める。

⑥競争法と補助⾦ 全産業を対象としたASEANの取り組みに従う。
⑦消費者保護 全産業を対象としたASEANの取り組みに従う。
⑧空港使⽤料 国際⺠間航空機関（ICAO）の原則・指針に沿って構築。

⑨紛争解決 ビエンチャン議定書（2004年11⽉）で規定された「強化された紛争処理メカニ
ズム」に従う。

⑩対話国との関係 中国、インド、韓国、その他の対話パートナーとの航空協定の締結。

③航空会社の所有と⽀配

⑤商業活動

図表 3　ASAM 枠組み（経済要素）
ASAM枠組み（技術要素）
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項⽬ 概要
規制当局の能⼒と安全基準をICAOの基準・推奨⼿順（Standards and
Recommended Practices: SARPS）に適合させる。
航空関連資格の相互承認協定（Mutual Recognition of Aviation
Related Certification Agreement）を構築する。
- 航空機運航者資格，航空機の耐空証明，運航乗員／エンジニア資格
- その他の航空安全に関する分野
ASEAN全域に適⽤する共通の航空安全規則からなる枠組みを構築する。
航空安全保障措置をICAOの基準・推奨⼿順（SARPS）に適合させる。
液体・エアロゾル・ジェル（LAGS），搭乗前スクリーニング，航空貨物などのス
クリーニング技術および⼿続きの調和化。
東南アジア地域における航空輸送管理に関するICAOの取り組みを⽀援。
EUの「欧州単⼀航空市場航空運航管理調査プログラム（Single
European Sky Air Traffic Management Research Programme:
SESAR）」，⽶国連邦航空局の「次世代航空輸送システム（Next
Generation Air Transportation System: NextGen）」，およびその他
地域の取り組みを調査する。
航空輸送管理調和化マスタープランの在り⽅を検討。

⑪航空安全

⑫航空安全保障

⑬航空輸送管理

（出所）ASEAN事務局資料（Implementation Framework of the ASAM）に基づき報告者作成。

図表 4　ASAM 枠組み（技術要素）航空⾃由化協定の批准進捗

11
（出所）ASEAN事務局資料（ASEAN Transport Instruments and Status of Ratification: Air 
Transport, As of 12 April 2016）に基づき筆者作成。

ブルネイ カンボジア インドネシア ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム

2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 8⽉28⽇ 3⽉17⽇ 12⽉15⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 8⽉28⽇ 3⽉17⽇ 3⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2015年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 8⽉28⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2009年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉24⽇ 3⽉17⽇ 12⽉15⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉24⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2011年 2011年 2010年 2009年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉24⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 8⽉7⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2012年 2011年 2010年 2011年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉27⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2012年 2011年 2010年 2011年 2010年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 11⽉27⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 4⽉19⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2014年 2011年 2010年 2011年 2016年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 5⽉30⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 3⽉11⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2009年 2010年 2011年 2014年 2011年 2010年 2011年 2016年 2009年 2009年 2009年
5⽉20⽇ 3⽉30⽇ 5⽉5⽇ 5⽉30⽇ 3⽉17⽇ 1⽉23⽇ 7⽉1⽇ 3⽉11⽇ 7⽉3⽇ 10⽉13⽇ 12⽉22⽇

2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11⽉12⽇ 2⽉20⽇ 7⽉30⽇ 4⽉7⽇ 4⽉7⽇ 5⽉24⽇ 7⽉1⽇ 3⽉28⽇ 3⽉14⽇ 9⽉2⽇ 9⽉30⽇

2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11⽉12⽇ 2⽉20⽇ 7⽉30⽇ 4⽉7⽇ 4⽉7⽇ 5⽉24⽇ 7⽉1⽇ 3⽉28⽇ 3⽉14⽇ 9⽉2⽇ 11⽉4⽇

2010年 2013年 2013年 2016年 2016年 2011年 2011年 2012年 2011年 2011年 2011年
11⽉12⽇ 2⽉20⽇ 7⽉30⽇ 4⽉7⽇ 4⽉7⽇ 5⽉24⽇ 7⽉1⽇ 3⽉28⽇ 3⽉14⽇ 9⽉2⽇ 11⽉4⽇附２ ASEAN域内の全ての国際空港間の

無制限の第3，第4，第5の⾃由

MAFLPAS︓　航空旅客輸送の完全⾃由
化に関する多国間協定

附１ ASEAN域内の指定地点の間の無制
限の第3，第4，第5の⾃由

附５ ASEAN加盟国⾸都間の無制限の第
3，第4の⾃由

附６ ASEAN加盟国⾸都間の無制限の第
5の⾃由

附３ ASEAN準地域間の無制限の第3，
第4の⾃由

附４ ASEAN準地域間の無制限の第5の
⾃由

附２ ASEAN域内の全ての国際空港間の
無制限の第3，第4，第5の⾃由

旅
客

MAAS︓　航空サービスに関する多国間協
定

附１ ASEAN準地域内部における無制限
の第3，第4の⾃由

附２

貨
物

MAFLAFS︓　航空貨物輸送の完全⾃由
化に関する多国間協定

附１ ASEAN域内の指定地点の間の無制
限の第3，第4，第5の⾃由

ASEAN準地域内部における無制限
の第5の⾃由

分
野

協
定 附属⽂書 (Protocol) 署名⽇ 批准⽇

図表 2　航空自由化協定の批准進捗
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◇ ASEAN の航空貨物動向
直近で言えば 2008 年 2009 年の世界的な
不況のところで大きく落ち込みはしたものの、
2000 年来からで見れば右肩上がりにあります
という状況は見てとれます（図表 5）。世界の航空輸送市場

図表 5　世界の航空輸送市場

伸び率、地域全体で見てという形ですけれど
も、2006 年からの 10 年間で世界全体の航空
貨物が 1.29 倍に増えた中で、その期間で一番
伸び率が高かったのは中東 2.39 倍ですけれど
も、まだシェアとしては 8％という状況です。
対しましてアジア太平洋では伸び率が 1.57 倍
と 2番目のもので、シェアが 39.4％と、北米
を抜いた形ですね。北米のシェアは 37.2% か
ら 27.9% に落ちている。やはりアメリカの成
熟した市場の伸び率と、今まさに伸びてきてい
る新興国、アジア諸国の伸び率の差が大きく出
ているところです（図表 6）。航空輸送市場の発展︓地域別

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues. 

100万⼈ シェア 100万⼈ シェア 100万トン シェア 100万トン シェア

アフリカ 114.0 2.6% 182.2 2.4% 1.60 1.8 2.1% 2.1 1.9% 1.16

アジア太平洋 979.8 22.4% 2,726.8 35.5% 2.78 27.6 32.3% 43.4 39.4% 1.57

ヨーロッパ 1,351.8 31.0% 2,035.6 26.5% 1.51 16.4 19.2% 20.1 18.2% 1.23

ラ⽶・カリブ海 281.0 6.4% 587.7 7.6% 2.09 4.2 4.9% 5.1 4.7% 1.22

中東 110.6 2.5% 368.9 4.8% 3.34 3.7 4.3% 8.8 8.0% 2.39

北⽶ 1,529.1 35.0% 1,788.1 23.3% 1.17 31.8 37.2% 30.8 27.9% 0.97

合計 4,366.4 100.0% 7,689.3 100.0% 1.76 85.5 100.0% 110.3 100.0% 1.29

倍率

旅客 貨物

2006 2016
倍率

2006 2016

 中東︓ 旅客・貨物いずれにおいても増加率が最も⾼いがシェアはまだ⼩さい。
 アジア太平洋︓ 2番⽬の増加率で、旅客・貨物いずれも最⼤のシェアに。
 アフリカ︓ シェア最⼩で、増加率も世界平均を下回る。
 欧州・北⽶︓ シェアは⼤きいが増加率は世界平均を下回る。 →成熟市場

図表 6　航空輸送市場の発展：地域別

アジアと主要地域間という形で見たものです
けれども、ここでもやはりアジアの寄与率が非
常に高い。アジアの中でも、路線としては北米

線、欧州線と域内線という形で、いわゆる寄与
率ですね、航空貨物が増えた中でどの程度その
路線が貢献しているかという部分ですが、アジ
ア関係のものが全体として 64％と非常に高く
なっています（図表 7）。アジア・主要地域間の航空貨物輸送量

億㌧km 2000 2005 2010 2015 増加率 寄与率
アジア︓⼩計 507.7 823.7 817.3 1,084.8 2.14倍 64.0%
アジア域内 68.1 137.8 139.3 177.4 2.60倍 12.1%
アジア＝北⽶ 177.3 309.4 280.7 383.2 2.16倍 22.8%
アジア＝欧州 218.6 300.0 294.7 359.9 1.65倍 15.7%

アジア＝中東 16.7 37.0 61.7 111.0 6.65倍 10.5%
アジア＝南⻄太平洋 27.0 39.5 40.9 53.3 1.97倍 2.9%

北⽶＝欧州 183.1 178.5 165.0 181.5 0.99倍 -0.2%
欧州域内 24.1 25.1 10.8 30.2 1.25倍 0.7%
国際航空貨物︓合計 903.3 1,235.0 1,309.5 1,805.2 2.00倍 100%
アジアのシェア（％） 56.2% 66.7% 62.4% 60.1% 3.9pt

（出所）池上編(2017)に基づき報告者加⼯。データの現出所はIATA, World Air Transport 
Statistics, 各年版。IATA加盟航空会社からの報告に基づくため、データ捕捉率は90％未満。

 アジアの寄与率が64%と⾼い。図表 7　アジア・主要地域間の航空貨物輸送量

国別に同じものを見たものですけれども、こ
れは寄与率で相当した形で出しています。やは
りこの 10年間で見て中国の伸びが突出してい
る、世界全体の伸びの 37％を中国が占めてい
るということです。次にUAE が出てきている。
フランス、インドと来ますが、東南アジア諸
国、まだ規模としては小さいですけれども伸び
率が高いということがありまして、ベトナムが
9番目、インドネシアが11番目、12番目にフィ
リピンという形で入ってきています。アメリカ
はこの間はちょっと減っていますので、寄与率
としては非常に低いところに出てきます。日本
もここは少し伸びています（図表 8）。航空貨物市場︓国別

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues. 
 ⽶国は約2.5%減少（寄与率換算で-3.0%）。
 旅客市場よりも、国ごとの増減の差が⼤きい。
 中東諸国の伸びが顕著。タイは18位（寄与率0.9%）。

100万㌧ 順位 100万㌧ 順位 単独 累積
1 中国 5.90 2 15.09 2 2.56 37.0% 37.0%
2 UAE 2.07 8 4.46 6 2.16 9.6% 46.7%
3 フランス 0.66 22 2.54 10 3.86 7.6% 54.2%
4 インド 1.51 12 2.93 8 1.94 5.7% 60.0%
5 カタール 0.37 28 1.76 13 4.81 5.6% 65.6%
6 ドイツ 3.38 5 4.59 5 1.36 4.9% 70.5%
7 オーストラリア 0.00 1.10 21 405.46 4.4% 74.9%
8 ⾹港 3.61 4 4.62 4 1.28 4.1% 78.9%
9 ベトナム 0.33 1.12 20 3.38 3.2% 82.1%

10 トルコ 0.36 29 1.06 22 2.96 2.8% 84.9%
11 インドネシア 0.46 25 1.14 19 2.50 2.8% 87.7%
12 フィリピン 0.41 26 0.93 25 2.27 2.1% 89.8%
13 ロシア 0.32 0.83 28 2.59 2.1% 91.9%
14 サウジアラビア 0.47 24 0.93 26 1.96 1.8% 93.7%
15 台湾 1.78 10 2.22 11 1.25 1.8% 95.5%
16 ⽇本 5.28 3 5.62 3 1.06 1.4% 96.8%

85.47 110.28 1.29 100.0%

貨物 寄与率

世界計

2006 2016 倍率

図表 8　航空貨物市場：国別

アジア太平洋諸国の航空貨物市場を国別で見
たものです。これは 2006 年からと 2011 年と
2016 年の三つのポイントで出しています。
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アジア太平洋全体で見て 2006 年から 2011
年で 4.2％伸びて、次の 5年間で 5％伸びてい
るという中で、やはり中国が非常に突出して高
い。ラオスはACIの統計に入っていませんので、
これはラオスの統計からとってきたものです。
下のほうに入れていますけれども、規模として
はまだまだ小さいです。ただ、伸び率が非常に
高いというのは見てとれます。ブルネイに関し
ましては、2013 年以降貨物の統計が出てきて
いないので捕捉できていません（図表 9）。
前半期 2006 年から 2011 年という期間は、
世界的な不況の影響もあって航空貨物取扱量が
減少している国が多い中で、中国、ラオス、イ
ンドネシア、ブルネイ、インドは高い伸びを示
しています。特に中国、インド、インドネシア、
ラオスは、ここで示した 10年間ずっと地域の
平均を上回る伸びを示しています。アジア太平洋諸国の航空貨物市場︓国別

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues. ラオスのみ
Lao Statistical Bureau, Statistical Yearbook 2016.

2006-11 2011-16
アジア太平洋 2,761.4 100.0% 3,399.4 100.0% 4,343.5 100.0% 4.2% 5.0%
中国 589.8 21.4% 1,154.5 34.0% 1,508.9 34.7% 14.4% 5.5%
日本 528.1 19.1% 469.0 13.8% 561.9 12.9% -2.3% 3.7%
香港 361.0 13.1% 397.7 11.7% 461.5 10.6% 2.0% 3.0%
韓国 290.1 10.5% 291.1 8.6% 306.5 7.1% 0.1% 1.0%
インド 151.0 5.5% 226.7 6.7% 293.5 6.8% 8.5% 5.3%
台湾 177.6 6.4% 168.3 5.0% 221.6 5.1% -1.1% 5.7%
シンガポール 193.2 7.0% 189.9 5.6% 200.6 4.6% -0.3% 1.1%
タイ 123.9 4.5% 139.5 4.1% 147.0 3.4% 2.4% 1.0%
ベトナム 33.2 1.2% 25.9 0.8% 112.1 2.6% -4.9% 34.1%
インドネシア 45.7 1.7% 77.6 2.3% 114.1 2.6% 11.1% 8.0%
フィリピン 41.1 1.5% 41.0 1.2% 93.2 2.1% 0.0% 17.8%
マレーシア 107.1 3.9% 93.6 2.8% 90.9 2.1% -2.7% -0.6%
カンボジア 2.8 0.1% 2.0 0.1% 4.8 0.1% -6.9% 19.4%
ミャンマー na na 1.6 0.0% 3.6 0.1% na 21.6%
ラオス 0.07 0.003% 0.21 0.006% 0.31 0.007% 20.4% 7.9%
ブルネイ 2.2 0.1% 3.7 0.1% na na 11.1% na
その他 114.6 4.2% 117.1 3.4% 223.1 5.1% 0.4% 13.7%

航空貨物（万㌧） 年平均変化率
2006 2011 2016

図表 9　アジア太平洋諸国の航空貨物市場：国別

2011 年以降には、ベトナムが急速に伸びて
きています。あと、ミャンマーは、その前は統
計がなかったのですけれども、2011 年以降は
ベトナムが 34％、ミャンマーは 22％、フィリ
ピンが 18％、カンボジアが 19％ということで、
まだまだ規模は小さいながらも、増加率という
意味では非常に高い伸びを示しています。
先進国ですね、日本、香港、韓国、シンガポー
ル、伸びてはいるのですけれども、やはり成熟
市場ということで成長率はそれほど高くありま
せん。タイもこれに準ずる特徴があります。ただ、
マレーシアだけは縮小が続いています。これは
どういった背景なのか正直わかりませんが。
次は空港レベルで見た貨物の動向です（図表
10）。
これは 2006 年と 2013 年と 2016 年を出し
ていますけれども、ACI の統計ですと 12 年版
まではかなり捕捉率が低いといいますか、対象
としている空港が少ないので見えにくいという
ことで、2013 年と 2016 年の比較を中心にし
ております。
ここでも常に暖色系が伸びたところ、寒色系
が下がったところという形にしています。
シンガポールとスワンナプームの 2大ハブ
空港は安定して伸びているということが言え
ます。あとは、2006 年 9月にスワンナプーム
空港が全面開港したということで、一旦ドン

ムアンの空港は役割を終
えたわけですけれども、
2007 年 3 月からまずは
国内線専用空港として再
起動したと。その後、ノッ
クエアとかエアアジアな
どが入ってくる形で、周
辺国を結ぶ LCC の空港
のような形に今変わって
きています。
今はドンムアンの渋滞
といいますか混雑ぶりが
非常にひどいことになっ
ていると聞いています。
ASEAN 域内でも、LCC

ASEAN主要空港の航空貨物動向

（出所）Airport Council International, World Airport Traffic Report, various issues に基づき報告者作成。

13-16 06-16 13-16 06-16 13-16 06-16
Singapore SIN 星 1,969 2% 0% 1,969 2% 0% 0 na na 100% 1,850 1,850 0 100% 1,911 1,911 0 100%
Bangkok BKK 泰 1,306 2% 1% 1,259 2% 1% 46 0% -3% 96% 1,235 1,189 45 96% 1,172 1,113 59 95%
Kuala Lumpur KUL ⾺ 643 -2% 0% 553 -3% -1% 90 7% 3% 86% 681 608 73 89% 673 609 64 90%
Manila MNL ⽐ 632 15% 4% 331 4% 1% 301 35% 11% 52% 416 293 122 71% 410 300 110 73%
Jakarta CGK 尼 598 -3% 5% 327 0% 6% 271 -5% 4% 55% 645 326 320 50% 371 190 182 51%
Ha Noi HAN 越 566 18% 18% 395 19% 25% 171 13% 10% 70% 349 231 117 66% 109 43 66 39%
Ho Chi Minh City SGN 越 479 8% 8% 311 7% 8% 168 12% 9% 65% 376 256 120 68% 217 146 71 67%
Penang PEN ⾺ 113 -10% -7% 100 -9% -6% 13 -14% -8% 88% 154 133 21 86% 226 194 32 86%
Surabaya SUB 尼 96 0% na 19 -1% na 77 0% na 20% 96 19 76 20% na na na na
Ujung Pandang UPG 尼 72 11% na 1 4% na 71 11% na 1% 54 1 53 2% na na na na
Lapu-Lapu CEB ⽐ 67 3% na 17 4% na 50 2% na 25% 62 15 47 25% na na na na
Bangkok DMK 泰 55 46% 78% 42 72% 74% 13 11% na 76% 18 8 9 47% 0 0 0 100%
Balikpapan BPN 尼 54 0% na 2 -14% na 51 1% na 5% 54 4 50 7% na na na na
Davao DVO ⽐ 52 2% na 0 -2% na 52 2% na 0% 50 0 50 0% na na na na
Denpasar DPS 尼 52 -2% na 29 -5% na 23 4% na 55% 54 34 20 62% na na na na
Phnom Penh PNH カ 46 14% 5% 45 13% 5% 1 na 37% 98% 31 31 0 100% 28 28 0 100%
Medan KNO 尼 44 -3% 3% 4 -19% 0% 40 0% 4% 9% 47 7 40 15% 31 4 28 12%
Phuket HKT 泰 43 8% 10% 29 20% 26% 15 -5% 1% 66% 34 17 17 49% 16 3 13 18%
Subang SZB ⾺ 36 11% -7% 26 21% -9% 11 -4% 1% 71% 26 15 12 55% 72 62 10 87%
Yangon RGN 緬 34 19% na 34 22% na 0 -61% na 100% 21 19 2 92% na na na na
Da Nang DAD 越 30 23% na 2 16% na 28 24% na 6% 16 1 15 7% na na na na
Kota Kinabalu BKI ⾺ 29 9% 0% 2 -9% -8% 27 11% 1% 5% 22 2 20 9% 28 3 25 12%
Banjarmasin BDJ 尼 23 24% na 0 na na 23 24% na 0% 12 0 12 0% na na na na
General Santos GES ⽐ 23 12% na 0 na na 23 12% na 0% 16 0 16 0% na na na na
Kuching KCH ⾺ 22 0% -3% 1 16% -2% 21 -1% -3% 6% 22 1 21 4% 30 2 28 5%
Yogyakarta JOG 尼 22 15% na 2 33% na 20 14% na 7% 14 1 13 5% na na na na
Cagayan de Oro CGY ⽐ 20 1% na 0 na na 20 1% na 0% 20 0 20 0% na na na na
Chiang Mai CNX 泰 18 1% -3% 1 83% 16% 17 -1% -4% 7% 18 0 18 1% 26 0 26 1%

国際 国内 国際
シェア

2006

合計
1000トン

国際
シェア国際 国内

合計 合計

2013

年平均変化率国際 国内 国際
シェア

2016

年平均変化率 年平均変化率

図表 10　 ASEAN 主要空港の航空貨物動向
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を使って域内を旅行するとかビジネスで動くと
かいうのが相当活発になってきているという印
象はあります。LCC が就航したことによって、
ドンムアンのほうも周辺国をつなぐ地域のハブ
空港という形で再生してきつつあるという過程
が見て取れます。ドンムアンは上から 12、13
番目にありますけれども、国際線のほうで伸び
てきています。まだ規模としては非常に小さい
ですけれども、過去 3、4 年の間で 46％とか
高い伸びを示しています。
国内航空貨物の取扱量に関しましては、島嶼
国の首都であるマニラとかジャカルタが突出し
て多くなっています。
国内の取扱量、グリーンのところで、上から、
シンガポールは国内路線はないですね。スワン
ナプーム、クアラルンプールの国内貨物の取扱
量はこの程度ですけれども、マニラは一つ桁が
違ってきます。ジャカルタ。さらにいえば、ハ
ノイとホーチミンのあたりまではかなり国内航
空貨物の取り扱いが多くなっています。
この 2つの空港、マニラ、ジャカルタに関
しては、国際航空貨物の窓口であると同時に、
国内の各空港を結ぶハブとして伸びてきている
と言うことができます。特に近年フィリピンに
おける国内航空貨物輸送が急増しています。
あとは、これは各国内の空港ですけれども、
ウジュンパンダンとかバンジャルマシン、ダバ
オとかジェネラルサントス。ウジュンパンダン
はスラウェシ島のマカッサルの空港です。バン
ジャルマシンはカリマンタン島、ダバオとジェ
ネラルサントスがミンダナオ島です。こういっ
た空港は、首都空港とそれぞれの島を結ぶ窓口
の空港という形で機能しています。ジャカルタ
からウジュンパンダンに運んで、そこから先は
陸送という形で島全体に物資が供給されるとい
う仕組みになっていっています。
ベトナムの二大都市、ハノイとホーチミンで
は非常に大きな国内線の取り扱いがありますけ
れども、これは両空港間の物流が非常に多いと
いうのが 1つあります。もう 1つ、その中間
にありますダナンも国内航空貨物の取り扱いが
増えてきていますので、やはり南北に非常に長

いという地理的な条件を踏まえた形で国内線が
伸びてきているということが言えます。
実際これはなぜベトナムで新幹線が求められ
なかったかというところにもなってくるのだと
思いますけれども、両端の町だけが非常に巨大
で、辛うじてダナンがあると。そのほかのとこ
ろはそんなに大きな町も産業もないという中
で、やはり新幹線のような形でつなぐよりは、
空の道でつないでいくほうが合理的だと考えら
れたのかなと考えています。
マレーシアですけれども、航空貨物の取り扱
いが減少する中で、規模はまだ小さいですけれ
どもスバンとか—スバンは首都の近くです
ね、スランゴール州の中です、と、クチンの国
際航空貨物の取り扱いが少しずつ増えてきてい
る。マレーシアも一応島嶼国といいますか、マ
レー半島部分とカリマンタン島の部分があるわ
けです。もともとはやはりクアラルンプールを
経由して国内各地へ運ぶという形だったと思い
ますけれども、近年では各地の空港が直接外国
とつながるような形になってきている部分が見
られます。
ミャンマーに関しましては、2011 年に民政
移管がありました。それまでは非常に閉鎖的
だったわけですけれども、そこから国際社会と
のつながりが再構築されてきています。それま
でヤンゴンの空港はどちらかというと国内に物
を供給する役割だったのですけれども、外国と
のつながりという役割が非常に重要になってき
ています。
最後の表になりますけれども、いわゆるキャ
パシティですね、OAG のデータベースでとっ
てきたものになります（図表 11）。
ASEAN発便貨物容量への寄与率（2007-17年）

From/To ブル
ネ
イ

カン
ボ
ジ
ア

イン
ドネ
シ
ア

ラオ
ス

マレ
ー
シ
ア

ミャ
ンマ
ー

フィ
リピ
ン

シ
ンガ
ポ
ー
ル

タイ ベ
トナ
ム

AS
EA
N

中
国

⽇
本

韓
国

⽶
国

UA
E

ブルネイ 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

カンボジア 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.2% 0.8% 0.4% 1.6% 0.9% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0%

インドネシア 0.1% 0.0% 22.4% 0.0% 0.8% 0.0% 0.0% 1.3% 0.3% 0.1% 25.0% 0.9% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0%

ラオス 0.0% 0.1% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.5% 0.2% 1.5% 0.3% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0%

マレーシア 0.0% 0.1% 0.7% 0.0% 4.1% 0.1% -0.1% 0.9% 0.4% 0.5% 6.7% 1.4% 0.0% 0.0% -0.1% -0.1%

ミャンマー 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 11.2% 0.0% 0.4% 0.8% 0.1% 12.6% 0.2% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0%

フィリピン 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.1% 0.0% 3.1% 0.5% 0.0% 0.0% 3.5% 0.4% 0.3% 0.4% 0.0% 0.1%

シンガポール 0.1% 0.2% 1.3% 0.2% 0.9% 0.4% 0.5% 0.3% 0.8% 0.5% 5.0% 1.1% 0.4% 0.0% -0.4% 0.0%

タイ 0.0% 0.8% 0.3% 0.5% 0.4% 0.8% 0.0% 0.7% 9.1% 0.6% 13.2% 4.9% 0.0% 0.2% -0.1% 0.3%

ベトナム 0.0% 0.5% 0.0% 0.2% 0.4% 0.1% 0.0% 0.5% 0.5% 4.0% 6.2% 1.5% 0.3% 0.8% 0.0% 0.3%

ASEAN 0.1% 1.7% 24.8% 1.5% 6.6% 12.5% 3.5% 5.1% 13.1% 6.5% 75.4% 11.8% 1.2% 1.7% -0.6% 0.8%

（出所）OAGデータベースに基づき報告者作成。
 インドネシア（22.4%）・ミャンマー（11.2％）・タイ（9.1％）の国内航空貨物の寄与率が⾼い。
 ASEAN域内便の寄与率が⾮常に⾼い（75.4%）。ブルネイ・インドネシア・フィリピンはシンガポール

路線、ミャンマー・ラオスはタイ路線、ブルネイ・シンガポールはインドネシア路線の拡充が著しい。シンガ
ポール・マレーシア・インドネシアは相互に拡充著しい。

 域外国では、全般的に中国路線の拡充が著しく、ベトナムとフィリピンは韓国路線も拡充。

図表 11　ASEAN 発便貨物容量への寄与率（2007-17 年）



資−53

ASEAN の国を出る、ASEAN 発の航空便の貨
物容量の変化とその寄与率ということで、横軸
が発地で、縦軸がデスティネーションになりま
す。こちらに関しましては、インドネシア、ミャ
ンマー、タイの国内線の寄与率が非常に高い。
75.4％というのが ASEAN 域内便のトータルに
なるわけですけれども、その中の 22.4％はイ
ンドネシアの国内便で、11.2％はミャンマー
の国内、9.1％はタイの国内ですね。これが非
常に大きく目立っているというのが1つ。また、
ブルネイ、インドネシア、フィリピンに関して
はシンガポール路線が大きな役割を果たしてい
る。ミャンマーとラオスはタイ路線が重要に
なっている。ブルネイとシンガポールは、イン
ドネシア路線の拡充が著しくなっています。さ
らに、インドネシアとマレーシアとシンガポー
ルの 3国に関しては、相互に貨物容量が伸び
ていると言うことができます。逆にいえば、今
触れたところ以外はそれほど伸びていないとい
う形になっています。
域外国ではっきり出てきているのはやはり中
国です。ASEAN 発便合計で 11.8％の寄与率で
す。ほとんどの国にとって中国は非常に重要な
パートナーとなってきていると言えます。これ
は全部 2007 年から 2017 年の 10 年間の変化
です。ベトナムとフィリピンは韓国線が一応目
立って伸びてきています。色をつけているのが、
各国にとっての上位 3カ国です。濃淡であら
わしています。ということで、やはりフィリピ
ンもベトナムも韓国がかなり経済関係を強化し
てきている、韓国企業の進出も著しい国になっ
ていますので、そのあたりは実態を反映してい
る部分であるかと思います。

◇まとめ
最後、簡単にまとめをさせていただきます。
2015 年の終わりに設立した ASEAN 経済共
同体の一環として、ASEAN 単一航空市場の構
築も進められてきています。その中核にある市
場参入、市場アクセスに関しては、RIATS 協定
の批准が 2016 年 4月に完了しました。
それでどうなったというところが非常に気に

なるところではあります。批准が終わったとこ
ろまでは ASEAN の加盟各国は ASEAN 事務局
に対して報告するのですけれども、それでこの
協定に基づいて路線を拡充するとかいった話ま
では ASEAN では関知しないのです。そういっ
た報告義務もないということで、実際その先ど
うなったのかというのは見えていないところ
であります。そういったところで、先ほどの
OAG のデータベースのようなもの、飛行機が
実際にどれだけ飛ぶようになったのか、座席が
どれだけ増えたのか、容量がどれだけ増えたの
かというところを見ていく必要があると考えて
います。
ASEAN における経済開発におきましては、
アジア開発銀行主導の経済回廊構想ですね、東
西経済回廊とかいったものですけれども、いわ
ゆる陸路とか海路の連結性の強化をベースにし
て構想されてきているというところがあるわけ
ですが、やはり先ほど見ましたとおり、航空輸
送も補完的な役割を果たしてきています。
これまでの流れでいきますと、アジアから北
米、欧州、アジア域内を結ぶ路線が世界の航空
貨物輸送の拡大に大きく寄与してきました。
そのアジアの中でも中国の伸びが非常に顕
著ではあるのですけれども、特に 2011 年以
降、2011 年というのは統計の区切りでしかな
いのですけれども、直近の数年間を見た場合に
はカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナ
ム、CLMV 諸国、そしてフィリピンといった
ASEAN 諸国の伸びが著しいということがわか
りました。
フィリピンに関しましては、昔はアジアの優
等生だったわけですけれども、いろいろと政治
的な混乱等々がありまして、結構外国企業から
見放されてきたところがあった。ただ、特にア
キノ政権になって以降フィリピンの再評価とい
うものが始まって、やはり英語ができるという
のもありますし、特に日系企業にとっては日本
とその他アジア、日本との近接性ということも
含めて再評価されてきたというところを反映し
ている部分があるかと思います。
マレーシアはちょっと伸び悩んでいるところ
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です。
シンガポール、スワンナプームに関しては、
ASEAN の域内外を接続するハブとして安定的
に成長してきています。ドンムアンのほうは、
LCC を使う形でタイと周辺国、メコン諸国にな
りますけれども、そういったところを結ぶハブ
としての性格を確立してきている。
ジャカルタとマニラは、国外への窓口である
と当時に、国内のハブの中心という役割を強化
してきている。
ヤンゴン・プノンペンに関しては、今まさに
世界とつながり始めたところ。まだまだ非常に
小さいところではあるのですけれども、そうい
う状況が見えてきました。
課題です。これは、私が今悩んでいるところ
でして、皆様からいろいろと御教示いただけれ
ばと思うのですけれども。私はもともと貿易統
計とかそういうところから入ってきておりまし
て、貿易に対する障害の 1つとして物流、イ
ンフラの未整備とかいったところを見なければ
いけないというアプローチから今の航空貨物を
見ているところですが、航空貨物統計はデータ
をそろえて使うことが非常に難しいと感じてい
ます。いわゆる空港の航空貨物の取り扱い統計
とか飛行機のキャパシティの統計、それと貿易

統計というものを接合してやっていくのは非常
に難しいなというところで悩んでおります。
日本に関しましては、税関別の貿易統計が出
ていますのである程度の類推ができる。中国
に関してもそれがあるということですけれど
も、ほかの ASEAN 諸国でそういうのはまだ手
に入っていないというところがあります。
あとは、航空貨物輸送に係る運賃ですけれど
も、一律に IATA のルールに基づいて出されて
いるテーブルと実勢価格。実勢価格に関しては、
企業に訪問してお話は伺えるのですけれども、
全体として捉えることが非常に難しいなという
ところを実感しています。
また、政策情報に関してもなかなか、航空の
世界だからなのかわかりにくいのですけれど
も、例えば ASEAN 各国における 2国間の航空
協定がどういう内容であって、もともとどれぐ
らいのキャパシティを認めていたのかという話
はなかなかつかみにくいなというところがあり
まして、こういった制約の中で可能な限り実態
に接近していけるような形で取り組んでいると
ころです。
以上で私の報告とさせていただきます。ご清
聴ありがとうございました。
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